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まえが き

「わが国が行 う研究開発 のあ り方に関す る調査研究」では、 これ までは 「わが国の研究

開発 の仕組み ・制度の あ り方」の調査研究 を主 に行 ってきた。昨年度 より、 この調査研究

に加 え 「情報先進 国の情報技術開発 と政策、お よびわが国の情報技術開発の重点分野選択

指針」についての調査研 究を開始 した。 これは、今後、わが国が情報技術の どの分野への

研究開発投資を重点的 に行 うべ きかを選択する指針 とその候補 を提言することを意図 して

いる。

「わが国の仕組み ・制度のあ り方」についての調査研究は、わが国の これまでの、国の

情報技術開発投資や情報産業の育成振興投資が十分な効果 をあげてお らず、 さらに、わが

国の情報技術開発力や情報産業 の国際競争力が、米欧はお ろかアジアの情報先進国 と比べ

ても低下傾向にあるのではないか とい う危惧 を前提 としてい る。

この調査研究の第一 の 目的 は、この投 資効率 を悪 くしてい る研 究開発 の仕組み ・制度上

の問題点を明 らか とす ることである。 この調査研 究では、主 に米国の連邦政府の実施す る

情報技術開発やその成果の商品化 と市場創成 の仕組み ・制度 を綿密 に調査 し、その調査結

果 とわが国の仕組 み ・制度の現状を比較 して、問題点の明確化 とその発生要因の分析、 さ

らに改善策 の提言 を行 って きた。

この調査研究は、平成8年 度 よ り本格的 に開始 し、今年度の調査研 究結果では、その発

生要因の主要なもの として、仕組み、および制度のそれぞれ について次のよ うな事項を指

摘 してい る。

仕組み に関 しては、わが国の、国が行 う情報技術開発 の国家的 ビジ ョンや政策の策定、

および研究開発 におけ る重点投 資分野選択 などの重要事項 の決定を行 うに際に、現役 の学

界や産業界の専門家の参画が不十分であることや、米国では大学や国研 が研究開発の基礎

的段階(上 流段階)か ら実用化段階(下 流段階)ま でを分厚 い研 究者の コミュニテ ィによ

りカバー し、産業のシーズ となる技術 を豊富に生み出 しているのに対 して、わが国の対応

する研究 コミュニテ ィはきわめて弱体であることなどを指摘 している。

制度 に関 しては、わが国の会計制度や公務員制度な どの法 ・制度が、情報技術 のもた ら

す急速な変革についてゆけず制度疲労を起 こし、研究開発の迅速な進捗 を妨 げる方向に働

き、これが競争力強化の大 きな阻害要因 となっていることを指摘 してい る。

具体的事例 として、国の研 究開発予算に算入できる費 目、特に人件費に関す る規制がき

び しく、情報技術の研 究開発の現場おいて必要な研究者や研 究支援スタッフを集 めた研究

チームの編成 ができないこ とが大学や国研 の空洞化 を招いていること、米国が、研 究開発

の計画期間 にわたる通年度会計や複数省庁か ら得 た予算の合 算使用を認めてい るのに対 し、

わが国は、単年度会計であ り、予算の合算使用 も認 めてお らず研究開発成果 も分割 して納

入す ることを求めるな ど、事務処理負担をきわめて重いもの としてい る点を指摘 している。



第1編 は、 日米比較の視点か ら、この よ うな要因によ り研 究開発の現場において、 どの

ような問題 が発生 しているか を述べ ている。

「情報先進国の情報技術開発 と政策、お よびわが国の研究開発 の重点分野選択指針」に

ついての調査研究では、平成10年 度に引き続 き、米欧な ど情報先進国が掲げている情報技

術 とその活用に関するビジ ョンや政策 、対応す る研究開発戦略や計画についての調査 を行

ってい る。 競争相手 と想 定 され る諸国が 当初掲げた ビジ ョンや技術開発計画がその後 ど

うなったのかを把握 してお くことは、これか らわが国の情報技術 開発の ビジ ョン策定や重

点投資分野の選択を行 う上で重要な前提条件 となる。

また、情報技術開発 における、国の重点投資分野の選択 においては、情報技術革命の進

行に伴 う分野の拡大 と、その情報技術革命後のマ クロな地図(ポ ス トIT革 命 情報技術領

域分類マ ップ)を 予測す ることが 目標 である。従来の情報技術 の領域分類のユつは、「材料

一ハー ドウエアー ソフ トウエアー応用」 とい うよ うなものであった。 しか し、インターネ

ッ トやその上の新 しい応用開拓が急速に進行中であ り、ソフ トウェア、お よび応用の領域

の拡大は、その他の領域 に比べ著 しい。

今年度の調査研究では、情報技術開発の重点投資分野選択の第一段階 として、このポス ト

IT革 命のマクロな領域分類 として、 「プ ラソ トフォーム ー コンテ ンツ ー ユーザイ ンタ

フェース」 とい う図式の提案 を行い、この中で従来の研究開発分野の分類 を試みた。その

分類 による と、従来の研 究開発はプ ラッ トフォーム領域 に集 中 してい る。一方、コンテ ン

ツやユーザイ ンタフェース領域は、広範な応用分野の展開や、家庭 における老若男女やハ

ンディキャ ップのある人な どの情報端末利用によるユーザ層の拡大が予測 され、研究開発

のフロンテ ィアとなることが明確 に認識できる。

第III編では、重点投資分野 の選択指針 と して、 これ ら領域 に注 目すべ きことを提言 して

いる。
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第1編

わが国の研究開発の仕組み・制度のあ り方

一わが国企業は産業の技術 シーズをどこに求めるのか?一



「



第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度の あ り方

第1章 調査の概要 と提言

1.1調 査 研 究 の 背 景

第1編 では、情報技術 の研究開発にお ける 「わが国の仕組み ・制度 のあ り方」の調査研

究について述べる。 これ まで本調査研究は、情報革命の先頭を走 る米国の情報技術開発の

仕組み ・制度 と、わが国のそれ を比較 し、わが国の制度 ・仕組みの抱える問題点を指摘 し、

その改善策 を提言 して きた。今年度は、研究開発の基礎研究段階(上 流段階)か ら、実用

化段階(下 流段階)に 注 目した調査 を行った。

これ らの段階は、米国においては大学や国研 が中心的役割 を演 じてお り、産業のシーズ

となる新技術を豊富に生み出 している。米国の大学に所属する情報技術関連分野の研 究者

は約1600人 といわれ、 さらに、700の 国研に雇用 されている研 究者 が8-10万 人いて、そ

の20-30%が 情報技術 関連研究に従事 しているといわれている。

人員構成 についてみる と、大学(主 に州立大学)、 国研 ともに、公務員である研 究者数 は

少なく、多 くが連邦政府予算で雇用 されたスタッフか ら成 る。 研究 リーダは、ほぼ 自由

に人を雇用できるため、大学院生やボス ドクなどを主力に、研究者数の2-3倍 の支援スタ

ッフを有す る研 究チームを組織 し、実用 レベルの試作システムを作 り、商品化を展望 した

評価 を実施す ることができる。 また、学生 も実用 レベルの物作 りの機会に恵まれ、即戦

力 となる能力を習得で き、研究成果の商品化を 目指 して起業す る研究者 も輩出する。

一方
、 日本の大学には教育の義務 のない研究専門職 はほ とん どお らず、国研 も99箇 所

あるものの、情報技術 関連の研究者数は150人 程度 と推定 される。 その人員構成 をみて

も、公務員の定員削減の しわ寄せ を受 け、大学、国研 ともに、研究開発 を支援する技術、

および事務 スタ ッフが極度 に不足 し、国研 においては、主任件研究員、大学 においては、

教授や助教授な どの組織 の幹 となるスタッフのみが残 り、枝葉 となる支援 スタ ッフが消え

た丸裸状態にある。

従って、研 究開発 の内容 も論文中心 とな らざるを得ず、先端的な ソフ トウェアやハー ド

ウェア試作は困難な状況 にある。 近年の大学院の拡充 も定員増が困難な ことか ら助手や

講師 な どの定員 を、大学院の教授な どに振 り替えたため、実際にソフ トウェアな どを作成

できる若 い研 究者数が減少 した上に、大学院博士課程に進学 して も、その先の進路 が狭め

られたこ とか ら、博士課程へ進学する学生が減少 し、ます ます実働部隊が減少 し、ジ リ貧

傾向が深刻化 している。

わが国の大学、国研 は、 この20年 にわた り、このよ うな空洞化が進行 してお り、一部の

例外的な研 究者 を除き、産業のシーズとなるよ うな情報技術 も即戦力 となる学生 も生まれ

難い状態 となってい る。 国研 も同様の問題 を抱 え、産業のシーズ となるような技術 が生

3



まれ る可能性 は少ない。い くら産学協 同研 究や産官協同研究が叫ばれても、研 究開発 の現

場 では、人不足が深刻 で、研究予算 が増加 して も消化不良の状態 となっている。 また、企

業 も、産学、産官の協同研究か ら産業 のシーズとなる技術 を得 ることについて多 くを期待

してお らず、大学を学生の供給源 として しか見ていないのが実状である。

わが国全体 としての情報技術開発 の仕組みを米国 と比較する と、上記 のよ うな基礎研究

段階か ら、産業のシーズとなる技術 を生む実用化段階 までを担 う大学、国研 の格差が大き

な問題であることがわかる。

従来、わが国の企業は基礎研や 中研 を持ち、基礎的、または中長期的研 究開発 を実施 し、

自前で産業のシーズ技術 を生み出 してきた。 また、情報革命以前 は、デバイ スやハー ドウ

ェア製品の比率が高 く、この ような製品は研 究開発段階に続 く製造段階を必要 とした。 日

本企業 は、優秀なブルーカラーによるチー ムワー クを生か し、高品質、かつ大量生産によ

る性能価格比の高い製造技術を武器 として、国際競争を勝ち抜 くこ とがで きた。

しか し、ソフ トウェアや コンテ ンツが、製品の主体 となる情報技術 においては、研究開

発 の成果 が、そのまま製品 と化 し、販売 さえもインターネ ッ ト上で可能 となった。 この結

果、わが国の競争力の源であった製造技術の優位性が競争力強化に直結 しない状況 となっ

た。

その一方で、イ ンターネ ソ トによる電子商取引などの実現によ り、市場の規模が全世界

に拡大 し、競争が激化 した結果、各企業は、世界 レベルの競争に勝 てる技術を残 し、それ

以外 は捨て去 るとい う生存 を賭けた経営戦略の転換 を行わ ざるを得 ない環境 におかれるこ

ととなった。 このため、基礎的、かっ、 中長期的研究テーマのよ うな収率の悪い"事 業"

はア ウ トソーシングせ ざるを得ない状況が生 じた。

実際、競争相手で ある米国企業は、この ようなテーマの研 究開発は、大学や 国研 にア ウ

トソーシング してい る。 さらに、そのよ うな基礎的、中長期的研究テーマの上流段階は、

連邦政府予算 により、大学や 国研 が担 ってお り、企業は、その成果 を下流で待 ち構 えてい

て、産学協同研究の実施による技術移転や、大学の研究者が起業 した企業 を買収(M&A)し

て、産業のシーズを得 るとい う、 日本企業 と比べはるかに有利 な立場を確保 してい る。

上記 のように、研究開発の仕組み ・制度 を 日米比較の視点か ら見ると、産業の シーズを

生み出す基礎的、または、中長期的研 究テーマを実施 し、産業のシー ズを生み 出す強力な

大学や国研を持つ米 国企業に比べ、弱体な大学、国研 しか持 たない 日本企業は、国際競争

力の面できわめて不利 な状況におかれ てい ると言える。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

1.2企 業の 目か ら見 たわ が国の大学 、国研

今年度 の調査研究では、わが国 のこのよ うな仕組み ・制度上の欠陥に対 して、国、お よ

び企業は如何 に対処 して行 くべきか、その方策を見出す ことを目指 した。すなわち、大学

や 国研 に どのよ うな改革を望むか、 さらに、当面、産業のシーズ となる技術を如何に入手

す るのか、 といった問題 に取 り組む こととした。 このため 「わが国企業 は、産業の技術 シ

ーズをどこに求めるのか?」 とい う調査課題 を設定 して
、企業や大学の有識者の ヒヤ リン

グを行った。 これ らの調査結果 は、第2章 にまとめている。

この結果、企業は、わが国の大学や国研 について、従来 とあま り変わ らない、次のよ う

な考 え方 を していることがわかった。

1)企 業 は、大学が産業のシーズ となるような技術を生み出 し、企業へ提供 してくれ るこ

とを現状では期待 していないこと。(従 来 も、情報技術に関 しては同様)

2)研 究者の絶対数が不足 してお り、その研究環境や諸設備 も企業が望む レベルの研究開

発 を実施す るには不十分であること。大学が、これ らの問題 を解決 し、企業に とって

魅力 ある成果 を出せ る レベルに到達す るまでには、長い時間がかかるであろ うこと。

3)多 くの大学では、人手不足、研究設備の貧弱 さ、研究予算不足な どの理 由もあって、論

文重視 に偏った評価システムができあがっている。 このよ うな環境で育った研究者が産

業のシーズとなる実用的技術開発 を行 うには、かなりの意識改革が必要であること。

4)企 業 は大学の早急な改革 に対 しては悲観的ではあるものの、情報革命の荒波 を乗 り切

るためには、教育 とともに研究開発能力も強化 し、 これ らを車の両輪 と考えバ ランス

の とれた体制のへの改革を強 く望んでいること。

5)そ のよ うな体制は、即戦力の学生 を生み出すことになるため、企業は、大学、国研 の

強化 のための協力は惜 しまない こと。

6)文 部省は依然 として護送船団方式 をとっているが、国立大学の独立行政法人化は、大

学改革のチャンスであ り、 この機会に大学に経営の 自主性や人事権 を与え、企業会計

や競争原理 を導入することで改革 を早めることができる と考 えていること。

7)現 状 では、多 くの国立大学は、人手や予算不足のため技術移転の契約業務や諸経費の

費用負担 も十分 できない状況 にあ り、なお一層の国の投資が必要であること。
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1.3研 究開発 の発展 を阻害 す る会計制度 な どの法 ・制度 上の問題 点

わが国の大学や国研の研究開発能力の相対的な弱体化の元凶は、国の研究開発投資の不

足 とともに、その仕組み ・制度面にも問題があることが考 えられた。

情報革命の時代に入 り、研究開発 の現場 では、その優劣が優 秀な頭脳 を持つ人材 の多少

によ り決定す る、また、研 究の進捗 のスピー ドも大幅 にア ップ している。 このよ うな物作

り中心か ら、頭脳労働 中心への変化、また、アイデアや新技術の陳腐化の短期化 に対 して、

会計制度や公務員制度な ど、法 ・制度が追随できないでいることが考えられたわけである。

この明確化を意図 して、国の研 究開発プロジェク ト実施 の仕組 み ・制度 を、研究 目標 の

変更やそのチーム編成 な どの実施権限の研 究 リー ダへ の移管や、予算の使途変更や費 目間

流用な ど予算の執行権限や成果の利用の権利関係な どに注 目して、調査することとした。

このため、米国の連 邦政府予算で実施する研究開発計画(プ ログラム)に おける運営の

仕組みや会計制度 な どの法 ・制度 について、実際 に採択 され たプ ロジェク トを対象 として

調査 し、わが国の仕組み ・制度 と比較 した。

比較結果は、 日米の研究開発 の仕組み ・制度 に関 して、その運営方法や諸手続 き、予算

の実施権限、会計制度、成果の管理制度 など多 くの点で、米国の仕組み ・制度が、 日本の

それ らに比べ合理的、かつ実質的 であ り、 さらに 日々進化 してい ることがわか り、研究開

発の実施上で、大きな 日米格差 が生 じていることが明 らか となった。

ここでは大 きな影響を及ぼす差異について、研究開発の仕組み上の問題点 と、法律 を含

む制度上の問題点に分けて、以下 に示す。また、その、よ り詳細な説明を、第3章 、お よ

び第4章 にまとめている。

1)仕 組み上の問題点

a)国 全体の情報技術研究開発 の将来 ビジ ョンや戦略がない。

米国:現 役の学界や産業界の代表か らなる大統領直属の諮問委員会や 、省庁 間の研

究開発 を横断的に統合 ・評価するOSTP、NSTPな どがあ り、時代 を先取 りした

ビジ ョンや戦略を指示 し、それが政策 となって迅速に実行 され る(特 に、諮問

委員会は強力で実効ある提言 を行 ってきた。古 くはヤ ング ・レポー ト、最近

ではPITACレ ポー トが有名)。

日本:科 学技術会議や学術会議、首相直属の諮問委員会などがあるが、メンバーの多

くが情報技術開発に携 わる現役専門家ではなく、関係省庁の利害対立を超越 し、

時代を先取 りしたビジョンや戦略を打ち出せず、実質的に機能 していない(メ

ンバーの若返 りと産業界や学界の第一線で活躍す る現役の登用が必要)。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度の あり方

米国における情報産業の技術開発

米国の科学技術政策の策定と省庁横断的実施機構

亙
1 OMB r {

|

＼
/ 」 OSＴP

鰻会

●

ゾ
・ イ NSTC } 弓 PCAST 1

OMB:行 政管理 予算局

OS"rp:科 学 技術政 策局

NSTC:国 家科 学枝斎会 護

ρ(AST':大 統領諮 問委 員会

OSTP:科 学技術政策立案の事務局

NSTC:各 省庁の担 当国務大臣による省庁間調整組織

PCAST:実 業界 のCEOや 大学教授など専門家から成る

実質的な政策の提案組織

図1.1省 庁間の関連プロジェク ト管理を一元化する機構の存在

b)情 報技術や研究開発の中身のわかる専門家が、研究開発計画の運営やその成果を活

用 した起業支援な どの実施 を一貫 して管理す る仕組みができていない。 このため研

究面や経理面の責任の所在や研究評価基準が不明確で、情報公開や競争原理の導入

も不十分。

米国:研 究開発 を管轄する省庁側 にプ ログラムマネージャやプ ログラムディ レクタ

(PM/PD)と 呼ばれ る大学の教授 クラスの担 当者がお り、研究テーマの採択、

研 究 目標 の変更、予算査定、費 目管理、予算打ち切 り、成果利用な どを一元

管理。急速 に進歩する研究開発 に機動的に対処 している。

日本:省 庁側 に専門家不在。大学教授な ど外部の有識者にテーマ採択や進捗評価、

な どをその都度依頼す る。予算管理など運営は行政官が(2年 ごとに交代 し

て)実 施す る。 このため責任者が不明確で、プロジェク トの運営方針 も一貫

しない。研究開発の現場担当者は、予算要求、計画変更な どの説明、評価 資

料作成な どの事務作業が膨大 となる。成果利用の手続 きも省庁 ごとに細部が

異な り、事務処理が複雑で迅速な商品化を阻害 している。

7



担当エージェンシー(NSF)プ ログラムディレクターへの権限の一任 柔軟性

DUに おいては、NSFが プログラムの主体でありNSFの プログラムディレクターに参'1

加大学への承認権限は一任されている。これによりプログラムがエージェンシー間

にまたがることにより起こる手続きの硬直化、煩雑化を防止している。

懇 懇
ぶ ∨

∨'

NSFプ ログラムディレクター の燈 翻

・研究領域への変更最終承認
・プログラムの設計
・各大学研究状況の把握・場合によっては

アドバイス(報 告書、現場観察、研究者と

の非公式なコミュニケーションを通して)
・DARPA ,NASAと のコミュニケーション
・DLI関連ワークショップの開催,等

" ・七-七"・ 七
七

ミ㌔ 七毛七

`'
.2・ 働'中

"

七醇,こ ・

萄一"・','シ

蒸羅
二,卜,'

}

z湿 七薯 、/^,

灘s秀 麟'・.㌘"≡

線"'一'
鞘 裏犠 羅

ミ、ぶ七,∨

灘'
"㌘w・ 逐"溺 '

、

、

"モ{・

漁 ぶ● 七

、冨
灘難燃

、 、∨七ミ、㍉

〕

逸懸鑛ぶ
、 、s∨

・プログラムディレクター、アシスタントプログラムディレクター、アソシエート

プログラムディレクターは合わせてプログラムオフィサーと総称される

図1.2複 数の省庁か らの予算も代表する省庁のPM/PMの もとに一元化

表1.1運 営 に 関 す るほ とん どの権 限 がPM/PDと 現 場 へ 移 管 され て い る 。

1)プ ロジェク ト研 究領域の変 更

2)予 算適用範囲

3)予 算執行の変更

4)計 画(プ ログラム)運 営形態 と成果の取 り扱 い

5)大 学等 における知的財産権の取 り扱 い

6)大 学等 における予算執行権限

7)大 学等 における人事管理 の権限

8)大 学等 ・企業間の協力関係の形成

9)企 業 の参画形態

二一.・8一



第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度の あ り方

2)法 律 を含む制度上の 問題点

a)国 の研究開発予算の使途(算 入可能費 目)の 規制が厳 しく、使途の変更などの裁量

権が現場の研 究 リーダにほ とん ど与えられ ていない。特に人件費の規制がきび しく、

研究開発の遂行に必要な人材 を雇用 し、希望す る研究チームを組織できない。

米国:人 件費を含 めほ とん どの費 目が算入 可能。研 究者や研究支援 スタ ッフな どを

自由に雇 用 し、強力な研究チームを組織可能。 使途の変更や費 目間の流用

も、PM/PDの 合意を電子メイル等で得れば容易にでき、研究環境変化に機動

的に対応 可能。人件費については各企業の基準に従い、間接費用 も算入でき、

研究開発 の受託が ビジネス として成立。

日本:研 究 リーダは研究予算で研究者や支援スタッフを雇用できない。 また、作業

等を外注す る場合 も、仕様書 を作成 した上で見積書な どの書類整備が必要。

納品物は仕様書 と一致 していなけれ ばな らず、変更が頻発す る情報技術の研

究開発では、仕様書は後か ら差 し替えて対応。人件費については、間接費は

算入不可。 このため企業が、国の研究開発を受託す ると赤字 となる。企業の

積極的参加 を阻害 している。

C.予 算適用範囲

予算に関する規定は、全てNSFの 規定に従う。特に研究者人件費、

秘書等事務職員人件費に予算が適用できることが、予算規模に応じた

柔軟な人事を可能にしている。

NSFフ ァンド予算費目

盤

プリンシパルインベスティゲ一夕ー
プロジェクトディレクター

教授
その他上級職

研究補助員

秘書(プロシ㌔外に
直接関与する場合)

}

材料、備品
出版等
コンサルティンブ
ITサービス
外部研究委託

雌

・事務費

・プロジェクト関連ワーク

ショップ等への参加者補助

*そ れぞれにつき予算申鯖の正当性を書類にて説明の必要あり

*人 件費が年度予算の約50%を 占めるような場合もある

*大 学教員のファンドからの給与は、夏期休暇中の3ヶ月分相当を超えてはならない

図1,3プ ロジェク ト予算で人の雇用が可能。ほとんどの費目が算入可能
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G.大 学における予算執行 の権 限(ス タンフォー ド大学 のケース)柔 軟性

大学と研究チーム間を見てみ ると、大学は 予算執 行に関しては一切管理 ・介入 は行

なわず1支 援の提 供のみを行っている。スタンフォー ド大 学では2人 のプリンシパ ル

インベスティゲー ターー－t(Pl)がDLIプロジェクトに関する予算執行 の公 式な権 限を有 し、

実際 には各研 究責任者 が各 々の 判断で支出を行って

プログラム
ディレクター

型 砦 繁㌣ ダ 套顯 ξξにて予算"行『

事務的支援
供のみ

sl,500以 上 の場 合

詳 ●仕 様 に基 づき相

Sl,500Pl下 の場合、
手続 きなく購λ できる

*UCバ ークレー 校 では ファンドは一 度EiectronicRe8eerch研 究 所 へ行 きそこから再 配 分され るが 、

執 行権 限の 所 在 は 同様 研 究 チ ー ム

図1.4予 算の使途の規制が少なく大規模な研究開発チームを組織可能

米 国 国 立 研 究 所 の 構 成 の 一 例:P-一 レンス バ ーーー白兵クレー一一.国立 研 究 所

History:

1931EstablishedbyDr.Lawrence,whoinventedthecyclotronwhichleadtothe

GoldenAge◎fparticlephysicsdiscoveringthenatureoftheuniverse.Sincethen,

BerkeleyLabhasbroadenitsresearchscope.NineNobelPrizes.

Employees:3.500

一 研 究 者
、技 術 者:1,300

一 管 理 者
、マ ネ ー ジ ャ:500

一 技 術 的
、事 務 的 サ ポ ー トス タ ッ フ:1,700

2000

AnnualBudget:3億8900万 ドル1997-98fiscalyear

TechnologyTransferProgram:

-Manycollaborativeresearchprojectswiththeprivatesectoralsoasasourceof

fundingandexpertise.

-SupPortingnewcompanyspin-of『s

-Licensing

-Sponsoredprojects

-Visitor/stafFexchanges

-Giftsandgraduatesupport

-Userfacilities

図1.5米 国の国研の人員構成例

研究を支援する管理者やサポー トス『タップの数は、研究者の2倍 近い。

日本の大学、国研では、このような支援スタッフはほとんど消滅。研究者は丸裸状態。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

表1.2予 算の最重要費目は、人件費、労務費に関するものであり、手厚く支援されている。裸

の人件費 しか算入できない日本とは大きな違い。

国が負担する人件費関連項目

General
… …A… 、七、又w _..__Cgmpe照 ⊇O!上 じpersonal.亘e熱g鱈_.、.__

allowabilitV

allowable 給与 ・賃金

allowable 十級 管理 者 、 ボ ー ドメ ンバ ー へ の報 酬

allowable 社外勤務手当

allowable 勤務地の物価水準の相違による生活補助手当

allowable 従業 員保険料

allowable 付加給付(有 給休暇、傷病休暇、バ ケー シ ョン、軍隊休暇等)

allowable 駐在 員等 に対す る国情 に応 じた勤務手 当(HardshiDpav)

allowable 改善提案や安全提案に対する報奨金

allowable 生 産 性 や 費 用 削 減 に連 動 した 奨 励 給(Incentivepav)

allowable そ の他退職後給付(健 康保険 、生命保険、授業料援助 、デイケ ア等)

allowable 年金費用(積 立て費用か支払発生時費用かを選択特定)

conditional ボーナ ス(株 式付与 によるボーナ スを含む)

conditional 失 業 給 付(Severancepav、Dismissalwage)

allowable 従業 員ス トックオプシ ョン

allowable 従業 員持株会費用

労務関連費用項目

鋼

allo卿1iw

Ardclenしm』 ㎞隙 隙㎞of(x攻i疏

訓ow捌e 312056一 人的 ナービ刃掬 する報酬

allowlble 312賂13一 従業員の士気 健康、福祉 食事 並びこ寮 働 る費用・手当
.

allo蜘e 31.20シ18一 独自の研究1銅発 及び 入札 、・ ・ 湖 関 わる費用
.

allO囎ble 31205-21一 ラ5糸織 こ愉 る寄 目

allOMable 31205-24一 方島 と●言気齢 …齢 イ産綱 ヨ

allOW捌e 3L2賂25一 製造及}ジ ゴアリング¢費用

剖10wlble 3L20シ29一 工 場 ・
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一11一



b)国 の予算が単年度会計で毎年度末決算。各費 目ごとに完全消化が要求 され る。複数

の省庁か ら得た予算 を合算 して使 えず別々の会計で決算。 成果物 も分割 して納入

す ることが要求され、多大 の事務量が発生。会計検査 も書類不備 など形式面を重視。

米国:プ ロジェク ト期間を通 した通年度会計。予算の余 りや 不足は繰 り越 し可能。

プ ロジェク トの最終年度に決算。異なる省庁よ りの予算 も合算でき、納入物

を分割する必要 もな し。一しか し、各年度 ごとに研究開発 目標の達成度合いは

専門家であるPM/PDよ り厳 しく査定 される。会計検査 も形式よ り実質的成果

重視。

日本:単 年度会計であ り、費 目間流用規制のきび しさ、予算 の完全消化の要求、異

なる省庁か らの予算の合算不可、お よび成果物 の分割納入は、研究開発の現

場に多大な事務処理負担 を課す。 このため、人手不足の大学等の研 究の現場

は大きな研究開発予算 をもらうと論文執筆ができな くな り、返上す ることも

あ り(予 算が増 えて も、研究パ ワーに転換不可)。

予算執行への変更

予算執行に関しては、年度ごとに予算 申請が義務付けられているものの、
4年 間のプログラム実施期間:内においては予算 ・支出の次年度への繰越、

費 目の振り替えも大学側が 自由 に行うことができ、年度末予算消化などの

問題 は起 こらない。

予算 申鯖 予算 牢晴 予算 申請 予 算申請
・承 認 ・承認 ・承 認 ・承 認

{(!1,.17

も

・ここで初めて、予算消

化努力が起こり得る

・4年分の予算を超えた

支出については基本的

には不可

人件費としての申精分を
器購入に使用したし

図1.6プ ロジェク ト期間にわたる通年度会計

この会計制度は、試行錯誤がつきものの研究開発には不可欠の制度。予算も有効利用され、

研究の能率も向上する。さらに事務作業量も軽減。単年度会計の日本と大きな格差が生 じる。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

1.4ま とめ と提 言

情報技術革命 は、社会の神経網にあた る技術の革新であり、その影響 は全産業にお よぶ。

そ して、さらには、企業活動のみな らず、行政や社会活動の細部 にまで及ぶ といわれてい

る。 この革命への迅速かつ適切な対応が、国 とその国民の繁栄につながることを疑 う者は

最早いない。 これまで産業の近代化に遅れを取っていた諸国も、 この革命 を自国を先進国

へ と跳躍 させ る好機 と捉 え、国をあげての情報化 ビジョンの策定 とその技術開発戦略 を展

開 している。

情報技術を生み出す資源は鍛え られた人間の頭脳 であ り、地下に埋蔵 され た天然資源な

どではない。 ソフ トウェアや コンテンツな ど、ま さに知識 が富 となる世界である。 これま

で蓄積 された技術な くして もコンピュータとネ ッ トワー クがあれ ば、そこに産業の新天地

が開け る。 シンガポールやイン ドな ど、これ までの重厚長大 といわれ る製造業では振 るわ

なかった諸国が国を挙げて情報革命へ取 り組み、数学的教育に優れた人材の活用 を進め、

情報産業の競争カ ランキングの上位 に登場 してきている。

わが国も情報革命への国をあげての対応を急がなければならない。 しか し、現状は 「科

学技術立国」が叫ばれ 、科学技術基本計画が立案 され、情報通信分野への国の投資 も急増

す る勢いであるに も拘 わ らず、情報技術 を開発 し人材を育むべき、大学や国研 が旧態依然

たる状況にある。イ ンフラの一部 ともいえる国の研究開発の仕組み ・制度は、オール ド・

エ コノミー時代の会計制度 などの諸規制を引きずってお り、未だ改革の手が入 っていない。

情報技術分野への研究投 資を増や しても、この仕組み ・制度の改革な くしては、投資効果

も半減 して しま う。

今年度の 「わが国の研 究開発の仕組み ・制度のあ り方」の調査研究は、この面でのわが

国の後進性 を改 めて浮き彫 りに した といえる。 どのよ うな事業 を起 こす にも、人、物、金

といわれるごとく、人材 、イ ンフラ、資金が必要である。わが国の大学、国研 は、 この全

部が不足 し、その原因 を作ってい るのが、人 と金を縛 っている会計制度や公務員制度 など

である。

わが国のこれ ら制度は米国に比較 して20年 以上の遅れをとっている。米国の現在の連邦

政府 の仕組みができたのは、大恐慌に端 を発 した行政改革によっているか ら、そこを基準

とする とわが国の諸制度は、もっ と遅れていると言 えよ う。国をあげてのニューエ コノミ

ー に対応できる仕組み ・制度作 りが今 こそ求 められている
。

本調査研 究結果が示唆す る仕組み ・制度改革は、国の会計制度や公務員制度 とい う、わ

が国の行政府の根幹に触れ る問題で あ り、省庁の レベル を超 えた国 を挙げての取 り組みが

不可欠である。現在、通信や金融 な どの分野では、これ までのわが国では考え られ ない よ

うな改革がすすめ られてい る。大学や国研は、情報革命 を遂行す るための原動力 となる知

識 と人材 を生み出す場所である。そ の立て直 しは、まさに急務である。
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わが国も研究開発プ ロジェク トの舵取 りを、できる限 り研究開発の現場にまかせ 、 さら

に予算の使い勝手に しても、米国の制度に見 られ るよ うに、まず、人材を集めるために使

えるよ うに しなければな らない。人件費の間接費分の国の予算への算入な どその第一歩で

あ り、早急な改革が望まれ る。

米国においては、本報告書の第4章 で述べているように、会計制度な どを新技術の研究

開発の特質に合わせ進化 させてゆ く努力 をひたむきに実施 している。政府の研 究開発 契約

の一般事項に記述 されている内容 を以下に引用す る。

FAR-Part35

研 究 開発 契約(ResearchandDevelopmentContracting)

35.002-一 般 事 項(Genera1)

研 究 開発 プ ロジ ェ ク トを委託 契 約 す る主 要 目的 は、 科 学技 術 知識 の 高度 化 と、そ の知 識 を

省 庁 や 国家 レベ ル の 目標 を達成 す るた めに適 用 す る こ とで あ る。 消耗 品や諸 サ ー ビス の調

達契 約 と異 な り、多 くの研 究 開発 契 約 は、 その 実現 に必 要 な業務 の内容 や 方法 が 事 前 に確

定 で きな い よ うな 目的 を持 って い る。 プ ロ ジェ ク トの成 功確 率や 特 定 の技術 的 アプ ローチ

の 困難 度 な どは 、事 前 に判 断 が困 難 で あ る。研 究開 発 契約 は この よ うな独 特 の性 質 を持 っ

てい が こ の プロセ ス ま の オ がプ ロジェク に

よ'え の で オ} え プ ロジェク トがAt と ノ・ の

で って よ'え しな} オ オ い

この規則は、連邦政府が、研究開発契約にあたって、合理的な理 由に基づ く柔軟性(例:

契約者の 自発的会計原則変更やFARか らの逸脱 を認める等)と 契約者 に対す る行政/事 務的

pの 小 ヒ(例:民 間の会計原則の全面的採用、 自社内の会計原則 を一貫 して使用す る

ことを認 める等)、 を基本精神 としていることを示 している。

また、先端技術の研究開発の進歩は早 く、法 ・制度は、ど うしてもその進歩 に遅れ を取

り、その障害 となることが危惧 され る。そのよ うな場合 には、研究者は、連邦調達規則

(FAR:FederalAccountingRegulation)か ら逸脱するごとを認 めている。

わが国においても、科学技術立国を国の基本理念 とするな ら、米国の ようなその実現 を

促進す るような仕組 みや法 ・制度 を遅滞無 く整備 してゆ くべきである。 しか し、わが国の

現状を見 るに、官学産の改革に向けての足取 りはそろわず、ともすれば既得権維持 に走 り、

改革の芽 を摘んで しま うことさえ起 こ り得 る状況である。情報先進 国の米国の、技術 と共

に、このよ うな国民重視の基本理念や法制度についてもキャッチア ップすべ きであ り、こ

れ を2000年 代の国家 目標 として掲げ ることを提言 したい。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度の あり方

第2章 わ が国の大学や国研の あ り方 について
一問題 指摘 と提言 一

は じめに

情報通信技術 に関 して、米欧では大学 ・国研(国 立研究所)が 、技術シー ズの供給源 と

して産業に寄与す るところが大きく、産業活性化 ・競争力向上を支える要素のひ とつ とな

っている。 わが国の大学 ・国研 が同様 の役割 を果た してい く上で、現状 どのよ うな問題 が

あ り、 どの よ うな改革が必要か、計算機 メーカ6社 、お よび民間調査機関の有識者か らヒ

ヤ リングを行 なった。本章の1～4は 、その中で指摘 された問題点 と提言 を記述する。

それ らヒヤ リング結果 にも見 られ る通 り、現状では産業 と大学 ・国研の結びつきは極 め

て希薄である。 したがって問題点の指摘 も、技術シーズ供給源 としての強い期待に基づき

踏み込んだ もの とはなっていない面がある。 そこで本章5に は、反対に大学関係者か ら見

た産学の関わ りについて、意見を頂いた結果 を載せ ている。

本章6で は、産学協同による研 究開発の事例 として、1995年 か ら5年 間にわた り実施 さ

れた並列 ・分散処理研究開発機構(PDC)を 取 り上げ、その成果報告 シンポジウムか らの抜

粋を収録す る。
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2.1大 学 ・国研が産業の技術 シー ズ供給源 となる上での

研究 開発体制 に関す る問題 と提言

2.1.1わ が国産業の閉塞状況の突破 口と しての大学 ・国研改革

■情報通信分野 の技術革新 がもた らす急激な環境変化 の中で、企業は産業の技術 シー ズ

を社内 自給か らア ウ トソー シングに切 り換 える必要 に迫 られている。そのため、わが

国において も米欧 のよ うに大学 ・国研が初期研究の重要な担い手 となることが期待 さ

れる。現状では、 これ ら研究機 関の研究開発体制の弱 さが技術 ・産業競争力 における

劣勢の一因であるが、その改革 は、糸 口が見えないわが国の情報通信産業の伸び悩み

を打開す るための突破 口とな り得 る。

(1)企 業は、基礎技術を自給か らアウ トソーシ ングに切 り換 える必要に迫 られている

情報通信分野 における急速 な技術革新、お よびそれが もた らす競争激化 と様 々な社会構

造の変化の中で、企業の基礎技術獲得の しかたは、中央研 ・基礎研 を中心 とした従来の 自

己充足的な開発 から変化 してきた。 すなわち、核 となる技術 を次々 と開拓 し、有力な もの

を商品化す るとい うサイ クル を一企業内で行な ってい くことが困難 にな り、ア ウ トソーシ

ングが不可欠 となっている。措置のひ とっ として、最近では民間企業の同業種内でのアラ

イアンスが活発化 している。 しか し直近の技術 を利用す るのみでな く、将来 に備 えた基礎

技術が継続的に創出 ・育成 され る仕組み を確立す るには、大学や国研の、技術 シーズ供給

源 としての役割が重要である。

(2)大 学 ・国研改革が、情報通信産業の活性化への開始点となる

わが国の情報通信産業の伸び悩み をもた らしている諸問題 は、相互に悪連鎖 を形成 し、

いずれを根本原因 として解決すべきか糸 口の見 えに くい状況にある。大学や 国研の研究開

発体制、あるいはそれ らの研究機 関と産業界の連携の制度 もそ うした問題 のひ とつであ り、

ここで米欧に遅れを とっていることが、情報通信産業競争力 における劣勢の一因 となって

い る。 しか し情報通信産業において、優秀な人材や初期研 究の影響 はとりわ け大きく、大

学 ・国研 の改革 は、国内産業お よび技術分野の活力再生に向けた突破 口とな り得るであろ

う。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

2.1.2研 究者の絶対数確保 と研究の活性化

■ 日本 の情報通信分野は、米国に比べ研究者数が桁違いに不足 してお り、現状ではその

点だけで勝負 にな らない。公務員削減の影響により大 学 ・国研の研究体制 は さらに弱

体化 しつつある。国 の事業は研究者層 の強化 も長期的 目標に含 めて考 えるべ きである。

研 究開発予算で柔軟 に研究者やサポー ト人員 を雇用できるよ う、会計制度の改善が強

く望まれ る。 また、大学における研 究開発 の実働部隊であ り、次世代 の技術や産業の

核 ともな る大学院生が、質の高い研 究に専念できるよ うな資金的援助 も必要である。

海外 か らも優秀 な人材が集 まる環境 ・制度の整備を しなければな らない。

大学 ・国研 におけ る研究の活性化 には、産業 との交流を欠かせ ない。特 に、研究者 が

大学 ・国研 での成果 を民間に移 って製品化 した り、逆に企業で先端的開発 を した人が

大学へ行って教えた りす るなど、実際に人材が移動できることが求 められ る。その際、

シンクタンクの、産学連携 における橋渡 しとしての役割 にも注 目すべきである。

(D米 国に比べ研究者の絶対数が不足しており、柔軟な雇用制度と研究者支援が必要

研 究者 の絶対数が米国に比べて桁違いに少な く、研究開発パ ワーが不足 している。 これ

が、情報技術にお ける今 の実力の差にそのまま影響 している。情報技術関連 の研究者 が不

足 しているのは明 らかなのだか ら、国の事業は研究者層の強化 も目標 に含めて考えるべき

である。

この課題 は、5年 、10年 、のスパ ンでの計画性 を持 った対策が必要だ。

・公務員枠の制 限が研 究開発人員 を切 り捨ててい る問題 の解決を

公務員数削減の影響 で、国立大学 ・国研 における研究開発の実働人員 、あるいはこれ を

サポー トす る人員 を確保 できな くなっている。

対策の一つ として、国立大学 ・国研 で公務員の総定員枠 とは別に人 を採用できるよ うな、

研究者雇用の柔軟 な制度 が必要である。

米国アル ゴンヌ研 究所 の遺伝子研 究では、国か ら得た一人年分 の予算で、最初の半年に

バイオの研究者 を雇い、残 りの半年は前半のデータを整理す るためにデータベースの研 究

者 を雇 うといったきめ細 かな雇用 をしてい る例 もある。また、アル ゴンヌ研究所はシカ ゴ

大学が運営 を任 されている とい うこともあ り、シカゴ大学のボス ドクを呼ぶな どの形で、

研究者 がこまめに往 き来できる。研 究開発予算を効率よく利用できるとともに、それ によ

って世界 の優秀 な研究者 の確保 も可能 にな る。最先端の研 究のためには、世界の一流研究

者 を呼んで研究体制 を組 めることも重要であろ う。
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・日本の大学 に研 究者 を定着 させ る支援制度 、端的 には大学院生 の生活費援助 を

人材供給の機能 に重点を置いて きた状況 を逆 か ら見れ ば、大学 に優 秀な人材が残 らない

ので、ソフ トウェア技術が大学に蓄積 されないのではないか。大学に研究者がいなけれ ば、

研究はで きない。研究者が、大学に集 ま り定着 して研究できる環境の整備、特 に安定 した

生活の支援が必要である。

米国では、大学院生が研究者 として5年 くらい大学に とどまる。 これ くらい大学にいれ

ば、結構いい ものができる。また、NSFやDARPAが 大学院生を援助 している。3万 ドルな り

5万 ドル な りを与えて生活の安定 を保 証す ると、研究者 も研究に打 ち込める し、モチベー

ションも非常に高 くなる。

日本 の場合 は、アルバイ トをして授業料や生活費を払い、そ うして ドクターを出て も大

して評価 されない。 これでは優秀 な研究者が大学に残 るわけがない。 日本 では、もっと大

学院生を援助す る仕組みを作 るべきである。単純に言 えば、 ドクター課程の学生に一人あ

た り300万 円くらい援助 した らど うか。対象者が300人 として も、高々9億 円だ。10億 円

の金を下手なソフ トを作 るプロジェク トにば らまくよりは、大学院生の援助 に充てた方が

良い。情報通信産業に とって最も重要な人材が、毎年300人 、育成供給 され ることになる。

・世界か ら優秀な学生が集 ま り、技術活性化 に貢献できる環境 を

最近、 日本がアジアか らの留学生に対す る奨学金 を拡大 したこ とは大変良い。 しか し、

外国人留学生の大半は ドクター終了後に米国に行 って しまい、 日本に何 も残 らない。大学

でボス ドクを雇えれば、彼 らは 日本で活躍できる し、その延長 として 日本の企業に就職 し

たいとい う留学生は多い と思われ る。米 国では、大学の先生が 自由に国や企業 と契約を結

び、そのお金で研究者 を雇 える。大学の学生を リサーチアシスタン トとして雇 うこともで

きる。そのため、優秀な人が世界 中か ら集まる。

(2)大 学 ・国研の活性を維持す るには、産業 との間で人の流動性が必要

大学 ・国研 とい う器 だけ 、あ るい は独 立行 政 法 人 化 の よ うな枠組 み の 変 更 だ け、 では研

究機 関 の活 力 は保 て な い。 活 性 化 に は、 企 業 との 間 も含 め 、人 が 動 くこ とが重 要 で あ る。

た とえば 、U.C.サ ンタバ ーバ ラは 、セ ン ター ・オ ブ ・エ クセ レンス であ り続 けて い る。

今 度、青色LEDを 実 用化 した中村 修 二氏 も行 かれ る とい うが、こ こは人 が よ く入れ 替 わ る。

・大学か ら企業への移動の仕組 みを

初期研究 を埋 もれ させず製品化 にっなげるには、企業 と大学 との間で人が動 くのが良い。

しか し教官の交流だけでは、なかなか うま く行かないだろ う。楽 なのは学生が大学 と企業

の間を動 くことである。その ような移動が頻繁 に 日常茶飯事にで きる必要がある。

企業にも ドクター論文を書 く指導 のできる人はだ くさんい る。学生が望む仕事を、すべ
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て大学の環境でできるわ けではない。環境 がないために、本来 なら2年 で済む ところを5

年 もかかるのは、本人 と国家、双方の損失 だ。それ を企業で肩代わ りできるな ら企業でや

ればよい。企業の実験室 も、設備によっては空いていることが多い。ただ し報酬の扱いは

微妙か も知れない。企業が学生 に給料 として支払 うのは制度上おか しいので、基本的に奨

学寄付金 のよ うな形だ ろ う。 しか し、これ も固定ではな く、ケース ・バ イ ・ケースででき

る必要がある。

大学の研究能力は大学院できまる。基本的に手足を動か して研 究 しているのは大学院の

学生だ。大学が本気 で研究 を柱 に存続 してい こうとす るな ら、大学院の ドクターコースの

あ り方 を、非常に良 く考 えない と実効が上が らない と思 う。企業 との柔軟な交流協力が、

そのための一つの案になる。

・企業か ら大学 ・国研 への受 け入れの仕組 みを

逆に、大学が民間の講座 を設けたので教師 として派遣せ よ とい う話にも、企業は喜 んで

応 じる。最近 は不景気 で減ったが、一時は寄付講座 とい うのがた くさん あった。海外 の大

学か らは既 に5～6年 前、ダブ リンのインペ リアル ・カ レソジの人が来て 「学生を指導で

きるレベル の人が常駐 して何人かで研究室 を作れれ ば、大学の認定によ り ドクター コース

の学生を何人か派遣 できるシステムを作 りま した。」 と誘いがあった。

企業に入 った人が大学 に再度行 き産学協同研究をや るとか、優秀な先生がいればその講

義 をネ ッ トワークで企業 にも公開す るとかの施策 も必要である。

また、企業か らの研究者 を、大学 ・国研の研究室 に広 く受け入れて頂 きたい。 その際、

中小のベンチャー的 な会社は、研究者派遣 に関 してある程度の資金的な補助 がある と楽に

な るだろ う。

・産学連携 に、 シンクタンク企業の活用を

シンクタンクか ら客員教授 と客員助教授 を派遣 し、インターシ ップで学生に仕事を して

もらう制度 が始まってい る。 まだ単位 を与 えるまでにはいっていないが 、そのよ うな交流

関係 を広 げ大学の先生 もシンクタンクで仕事をすることが可能になれば、研 究をビジネ ス

につなげるセンスを磨 く機会 とな り得る。

米国では大学の先生が、シンクタンク、典型的にはSRI等 を一つのキャ リアパス とし

て次のステ ップに上が って行 く。 この ように、産学 の流れ の中でシンクタンクが橋渡 しの

役割 を果たす。

大学の研究 を実用化す る過程をスムーズにす るために、シンクタンクを仲介 としてスポ

ンサーを得 ることも可能だろ う。
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2.1.3経 営 の 改 革

■独立行政法人化や学生数の減少 な どの変化は、大学 ・国研 にとって改革 の好機 とな り

得 る。特 に経営変革が重要であ り、教育 ・研 究 と経営の責任者 を分離す る、あるいは

教育 と研究を分離 し研究は成果主義 に基づ く報酬 とす る、などの取 り組みが重要 とな

る。そのためには、経営者 の任免権等の再検討 も求 められ る。第三者 による評価 も必

要 とな るだろ う。

最終的に大学 ・国研は、産業や納税者 に とって価値の見える存在であ り続けなければ

な らない。

大学 ・国研 を劇的に変えてい くには、 日本の現状 ・風土を踏まえつつ も、 グラン ドデ

ザイ ンを うち立て、その下で雇用制度や法律 の改善を大胆 に実行す る必要がある。

(1)独 立行政法人化は大学 ・図研 に求め られる経営変革の きっか けにな り得る

組織 は追い込 まれ ない と改革できない。企業は現在、競争の中で追い込 まれ 、年功序列

な どの従来体系ではや っていけず成果型 に変えよ うとしている。

大学 ・国研 にとって、独立行政法人化や学生数 の減少が、そ うした改革の きっかけにな

る可能性がある。大学 ・国研 は、独立行政法人化によ り従来以上 に経営 を考 えさせ られ、

結果 として 自浄効果 を生 じるだろ う。 特に経営資源(教 員 ・職員 ・学生)と その活用が課

題 になる。その際、大学経営者 に どこまで任免権 を持たせ るか、な ども再検討 が必要にな

るだろ う。

・大学の教育学問 と経営は、責任者の分離 を

米国や英国 の大学の トップ は、教育学 問系列 と経営系列 、英語 でい うとprovostと

presidentと の2本 立てになってい る。日本でも一部私学はそ うい う傾 向がある。学問的セ

ンスと経営的セ ンスは全 く別の ものなので、責任の分離は必要であろ う。

・大学は、教育機能 と研究機能 の分離 を

大学には、教育 と研究の2つ の機能 がある。教育の部分 は給料が保証 され ても良いが、

研 究の部分 は、 自分の成果 によ り稼 ぐ仕組みが必要である。 あるいは、大学の先生の職務

を、教育 ・研究いずれかの選択制 とする。米国の制度では、大学の先生には9カA分 の給

料 しか支払 われず、その代 わ りに残 りは 自由にや り、良い成果 を上げれば対価 は先生 自身

の ものになる。

・産業や納税者に とって役立つ存在 を 目指す こと

経営変革 において、最 も変 えるべ き価値観は、時間軸の大幅 な短縮 である。 あ らゆる仕
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組みは、地球規模での時間軸の短縮 を考慮すべき状況 にある。 その結果 として、大学 ・国

研 が、10年 後 も価値ある存在 であることが見える方向に行かない と、企業 との協同研究は

難 しくなる。

また、独立行政法人化以前に、現在の 「官」の立場であって も公僕の意識は必要である。

現在 はこれ に欠ける。 た とえば電子政府 も、官 の奉仕の発想がない と うま くいかないだろ

う。納税者 に責任 を感 じる経営思想 を持つべ きである。納税者 もまた、 自分が主体である

との意識が必要で、こ うした社会認識 は、欧米化が もっと進んでも良い。

・産学連携 を しやす い相互関係 を

産学の関係の基本構造 も問題である。企業が大学に資金提供す る時に 『奨学寄付金 申込

書』の よ うな文書を書か され るが、こ うした、お上が 「頼み に来るか ら受 けてや る」 とい

うスタイルは改善 されないものか。

・第三者 に よる評価 が必要

大学 ・国研や、その研 究者 に対す る、第三者 の評価が必要である。 ただ し大学の研 究者

が教育者 も兼ねている現状では、研究成果のみでの評価は高負荷 を強いることを考慮 しな

ければな らない。

(2)大 学 ・国研の劇的改革 にはグラン ドデザインが必要

大学 ・国研を効率的に機能 させ るには、雇用制度等、法律を変える類の話 を大胆 に実行

しない と、 うま くいかないだろ う。国 として科学技術立国を標榜 し、今 までのや り方 を変

えるのであれ ば、ど うい う風 に変 えていくか とい う非常に大きなグラン ドデザインが要 る。

最近、大学 の先生が兼職 して もいい等、少 しは変化 してきてはいるが、いつ まで も小 さな

第一歩では うま くいかない。劇的に大学 の役割 を変えてい くには、何か これ とい う大 きな

企画を幾つか作 って、そ こで実験 をやってみ るのが効果的ではないか。

米国 も80年 代末頃か らは大学の外にいろいろ作った りしたが、最初 は最先端 の研 究施

設 を大学に作 り、そこが核 になった。た とえば、コーネル大学に最先端 の微細加 工の研 究

施設 を作った。光関連では、カ リフォルニアのサンタバーバ ラに専任 の教授 を何人か集め

て全国共 同利用施設のよ うなものを作った。

諸改革は必要であるが、米国の仕組み をそのまま持って きても、いろいろな社会基盤の

違 いがある。 どうやれ ば大学 ・国研 が本 当の意味での研究の拠点になるか、現実問題 とし

ては 日本の風土 ・歴史 ・慣習を踏 まえて、身近な ところか ら的確に対処 していかなけれ ば

な らない。
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2.1.4価 値 観 の改 革

■現在、産業 と大学 ・国研 とは疎遠 である。原因は両者の価値観の乖離であ り、その解

消が必要である。

まず研究開発 にお ける時間尺度 を、情報通信技術の置かれている現状に合わせ、近づ

けなけれ ばな らない。大学 ・国研 か らの、産業への積極的な貢献 も図るべ きである。

具体的には、実践的能力を備 えた学生の育成、事業化 を想定 したテーマへの取 り組み

や企業への提案、製 品化を 目指 した完成度の追求な どが必要である。

求め られ る価値観のあ り方を、産学問の関係 にっいて言 えば相互の 「チャ レンジ&レ

スポンス」の精神、つま り近い将来に 目標 を置いたテーマ提言 とその創造的実現であ

り、大学 ・国研 自身について言 えば 「役に立つ」意義の再認識 であろ う。世界 を念頭

に置いた評価指標 も重要であ る。

TLOは 、現状での活用 は少ないものの、大学で産業を意識 した研 究開発 が活発化す

る契機 として期待 される。

(1)研 究開発における産学の時間尺度の乖離が、両者間を疎遠に している

企業 と大学 ・国研のつなが りは、ここ数年で さらに疎遠になった。原因は、技術革新 ・

環境変化が加速す る中で、企業 と大学の 目標設定や価値観の乖離が大き くなったため と考

え られ る。つ ま り、企業は1～2年 で成果 が欲 しいのに対 して、大学は10年 先 を見て論

文 を書かなければな らない。企業か ら見て市場立 ち上げの想定時期が10年 以上遅れ 、 し

かも、いざその時期 にな ると技術進歩の激 しさか ら、実現技術は研究内容 とかけ離れた も

のになってい る、とい うのでは協同は難 しい。

(2)大 学 ・国研は実用化に対す る価値観 を再考 し、産業への積極的な貢献 を図るべき

大学 ・国研 は、産業界の予備軍た る優秀な人材 を供給す る、あるいは 自ら産業に貢献す

るとい う形 で、積極 的に産業 に貢献す る機関に変わ るべきではないか。

・企業での教育を前提 としない、実践的能力 を備 えた学 生の育成が必要

日本の企業は、マスターの学生 を研究所に受 け入れた後 、2～3年 教育 してか ら成果を

出そ うとしている。 しか し、米国企業では、 こんなや り方は考 えられない。米国の大学の

コン ピュー タサイエンスを卒業 している学生は、相 当に実践的な経験 を積んでお り、即戦

力になる。そ して企業 は、その場 に最適 な人材 を引っ張 って くる。 日本の企業は、は じめ

か らハンデ ィキャップのある状況の中で競争 している。
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・大学 ・国研 か ら、企 業が期待す るような ビジネス提案 を

国内の大学 ・国研 には、 ビジネ スに結びつ くよ うな研究がない。企業 は事業 に関わ らな

い基礎的 な研 究では、興味 を持てない。 日本の大学 の研究者 は、欧米 と考 え方 に根本的な

違いがあ り、研究 と事業 を別 と考える。応用面で事業 と密着すべ きテーマに関 して も、「我々

は、あ くまで研 究」 と距離 を置 くことが多い。

大学か ら企業 に、 「こんな金儲けになるアイデアがあるが、や ってみないか」、 と売 り込

みがあってこれ に乗っていくスタイルであれ ば、や り易い。積極的に企業にアプ ローチす

れば、資金や研 究者の支援 も広がるのではないか。

米国では、MITな どの研究者が、事業化 フェーズまで踏み込んだ計画を企業 に持 ちかけて

くることもある。

・製品化 が見 える段階まで、技術の完成度 を高めるべき

いまの大学には、 シー ズを製品まで発展 させ るとい う気持 ちのあ る人が、皆無 とは言わ

ないまでも極めて少ないのではないか。研 究成果 を商品として仕立て上げる力が必要 であ

るが、 日本の研究者にはこの ような視点が欠 けている。大学のア ウ トプ ッ トを、事業 にス

ムー ズに持 ってい けるケースはほ とん ど無い。大学が重要なコア技術 を持 っていても、製

品化までの隔た りが大きす ぎれ ば、す ぐ製品化できる手近な技術 を使 って しま う。

もっとも、米国や欧州 の大学がすべて、製品になる技術の提供をきちん とやっているか

とい うと、必ず しもそ うではない。欧米 の大学か らプログラムをもらって製品化への トラ

イ は した ことがあるが、バ グが多 く実験 プログラムの域 を出ていない場合が多い。 ただ し

米国の大学には完成度の高い ものもあ り、利用 した こともある。

・産学のあるべき関係 は双方 向の 「チャ レンジ&レ スポンス」

大学 ・国研 と企業 とのあるべき関係 の基本は、 「チャレンジ&レ スポンス」 と言 える。つ

ま り2～3年 後の近い将来 に目標 を置いたテーマの期限付き提言に対 して、それ をものに

す る実行力 と創造的な実現力で応 える関係である。そのためには、価値 あるテーマ を創出

す る能力 、お よび結果が 自分の担 当中に出る時間軸上で リス クを冒 しても取 り組む価値観

が、企業 と大学 ・国研の双方に必要である。

国に提案 を出す にも、外部評価 の仕組み を作 るに も、 これ らの価値観や評価軸 を前面に

出せば うま くい く。今 は双方向 ともその姿勢が足 りない。米国の大学 とっ きあ うと、逆に

そ うしたテーマ設定 を求め られ る。

・「役 に立つ」 ことに対す る価値観 が鍵か

特に米国は、人の役 に立つ ことに対す る思い入れ があって、常 にそ こに戻ってい く。 日

本 の大学 には、人に役 立つ とい うこ ととは無縁だ とい うよ うな思いがあるのではないか。

この状況 を解 消 して、製品化を含 めたアイデアの実用化が、大学の 中で も評価 され るよ う
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にならない といけない。

大学の先生 ももっと海外で切磋琢磨 し、・そ うしたセンスを鋭 くす る機会を増やす必要が

あるか も知れない。

・研究者の意識 ・意欲 の低 下は懸念材料

米国の学生 には、学位 を取得 しプ リンシパル ・インベステ ィゲータになることによって、

その分野での研 究第一人者 と して認 められ るとい うモチベー ションやインセンテ ィブがあ

る。 日本には これが欠ける。

企業で見てい ると、昔の研究者 は上司が何 を言お うとや りたいこ とをやる面があったが、

若い研究者 の価値観(主 体的な興味)が む しろ、消極的になったよ うに思 えることが懸念

される。 この傾 向は大学 でも強いためかこ米国か らの見学者が大学でな く企業 に来 るケー

スも多 かった。

(3)言 語の壁を解消 して、世界 を念頭 に置 いた研究体制 を

英語は2つ の理 由で重要である。 ひ どつは、技術 の国際発信のため。論文 を書 くときに

日本語の読者だけをターゲ ッ トに しては 日本か ら外 に出ない。 ソフ トウェアの仕様や ドキ

ュメン トも、世界の利用者 を対象 とする必要が ある。 もうひ とつは、アジアの優秀 な人達

を 日本に惹きつけるため。 今や、 日本以外のア ジアの国々は、英語圏に適応で きている。

日本の大学院の講義 に、英語で行な うものがあって もよい。優秀な留学生が集ま ることに

よって、 日本の大学の活性化に もつながるだろ う。

この英語の問題 は、中期的な問題であ る。つま り結果 はす ぐに出ないが、対策は早急 に

必要である。

(4)TLOは 、現在は未活用だが、大学が事業に積極的になる契機 と して期待できる

TLOが 有効 に機能す る期待は薄い。これまで大学が持つ技術の産業化は少数の先生の個人

プ レーが核 になっていたが、そ うした人 が必ず しも組み込まれ ていない。 日本では、産業

化に関わるのはアカデ ミックな世界にはふ さわ しくない と思われている向き もあるか も知

れない。

その成果 を利用 したケースも、現実には見ない。 しか し、TLOに よって大学に事業化への

積極性 が生まれ ると期待 できる。 民間の企業が求めてい るもの、考えている方向に合わせ

て動いて くれ ると思 うので、これ か らは接点がで きて くるだろ う。

TLOの 機能が活性化す るには、移転技術 を事業化す る際 の、税制 を含 めた優遇措置が有効

であろ う。だが一方で、競争原理が働 く仕組みはきちん と残す必要がある。
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2.1.5国 の 支 援 制 度 の 改 革

■国のプ ロジェク トにお いて技術革新のスピー ドに見合 った機動的な研究開発 を可能 に

す るために、現場裁量権の大幅な拡張 と、現実に即 した会計制度の確立が必要である。

大学 ・国研 に技術成果 を求めるな らば、特にもの作 りの場合、相応 の設備投資 も行 な

われ るべ きで あろ う。

国家プ ロジェク ト一般 の問題 として、成果に対す る認識の改革 も必要で ある。従来 は

成果 として大量の書類提出を求め られてきた。米国では、投資の結果、企業が成長 し

て税金の回収額が大き くなれば納税者への利益還元がなされ ると考 える。 また、成果

をオープンなデー タとし、 より多 くの活用を図っている。 日本でも同様の発想が必要

であ る。

これ らの実現の上での共通的障害 となっている、官公庁の縦割 り ・硬 直的 な体質の改

善も望まれ る。

(1)研 究の現場裁量権拡張 を

現場裁量権の大幅 な拡張が必要 である。た とえば雇用 に関 して、米国の研 究マネージャ

は研 究者 を自由に採用、解雇す る権限を持っている。 日本のマネージャにもこのよ うな権

限 を付与すべきである。研 究テーマに応 じて、採用対象者 に外国人を含 め られ ることも必

要である。

また計画の変更な どに関 して、企業の開発や技術革新 のスピー ドに見合 った 自由度 のあ

る制度が必要である。

(2)現 実に即 した予算運用 を可能に

単年度予算に基づいた現状では、1年 ごとの帳尻 あわせや書類作成 な どの研 究開発の実

態 に同期 しないオーバーヘ ッ ドが大きい。 これ を、プール予算な どに改める必要がある。

米国では諸経費も含めて、予算の運用が合理的であ る。 このよ うな会計原則 を見習 うべき

である。

(3)も の作 りを伴 う研究においては大学へ も設備投資が必要

半導体産業で産学協 同が うまくいかなかった第1の 理由は、産業界が大学に何 も期待 し

なかった ことであろ う。大学の教育にも期待 していなかった。学生がチ ップを作 る訓練 を

す る組織を作れ とい う提案 にも、企業 は当初 「訓練は企業に入ってか らで よい」 と耳を貸

さなか った。第2に 、設備が競争 を左右するもの作 りの分野において、大学 は設備投資の
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面で太刀打ちできなかった。国 も企業 も大学に殆 ど投資せず、大学 には最新鋭の研究設備

が設置 されなかった。政府支援 プロジェク トが企業中心だった とも言 える。超LSIの 組合 、

基盤促進センターになってか ら幾つかのプ ロジェク トがあるが、大学は評価委員 として大

学の先生が参加 され るに とどまっている。

(4)ナ シ ョプロ成果に対す る認識改革が必要

・ナシ ョプ ロの投資 は増税 により納税者へ利益還元 され るとい う認識 を

研 究費を遣 う側 は研 究成果が予定通 りに出たか どうかで評価 され るが、研究費の運用 を

管理す る側はその結果が国策 にどのよ うに貢献 したかで評価 され るべきであろ う。

ナ ショプ ロが実質的な開発成果 を生み、産業競争力強化につながるためには、手続 き主

義か ら結果主義への変更が必要で ある。結果を書類 で判断す る現在 のナシ ョプ ロのや り方

は改善 されなければならない。

米国のナシ ョプ ロにおいては、新産業 ・新事業に対 して、会社が儲かれ ば税金増 として

納税者 に利益が還元 されるとい う考 え方で出資 し、産業をプロモーシ ョンしている。 この

考え方で良い。 日本 では、書類の厚 さが還元だ と感 じる時がある。

・国の支援 は、研 究がビジネスに結びつ くまで責任 を

顕在化 した市場は、放っておいて も企業がや るか ら国の支援 は必要ない。研究者のアイ

デアを、 ビジネスチャンスにつなげるよ うにもっと前向 きに支援す るのが国の仕事だ。

Globusプ ロジェク トは、パ ッケー ジ化 してデファク トの素地を作 るまである程度国の資

金ででき、国のプロジェク トとして非常に理想的な ものと言 える。

開発 プロジェク トの成果は、政府 主導で、必ず実際に適用 してい くことも重要である。

・研 究 の成果 はオ ー プ ンなデ ー タ を残 す べ き

米 国で は、NSF、NASA、NIHな どが 基礎研 究 に助 成金 を出 して 、大 学 ・国研 の研 究者 の 間

に コ ミュニテ ィを作 っ てい る。 デ ィ ジタル ライ ブ ラ リ計画 ではNSFが 研 究開 発者 と最 後 の

コン シューマ まで ま とめ てオー ガ ナ イ ズす る とい った コーデ ィネ ー シ ョンを して い る。 こ

れ ら国 の助成 金 に よ る成 果 は オー プ ンにす る こ とが求 め られ るの で 、パ ブ リ ック ドメイ ン

の ソフ トが数 多 く生 まれ てい る。

日本 にお い て も、ナ シ ョプ ロで は 書類 で は な くデー タを残 す べ きで あ る。 そ のデ ー タに

よ り、 よ り多 くの研 究 者 が成 果 を活用 で き る。
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(5)関 係省庁は縦割 り ・硬直的な体質を改善 して、オー プン、柔軟 に

関係省庁は情報公開を徹底 し、 もっ とオープンにな らない といけない。縦割 り組織の弊

害 も大き く、その解消のために、米国のNSTCの よ うな強力な調整機関が望まれ る。

組織が外部環境 の変化に対応できなけれ ば、その寿命は尽 きる。 しか し一方で、国にせ

よ企業にせ よ、組織 は内部 か らは容易に変われないとい う経験則 がある。改革には、相 当

に強力な取 り組み を必要 とす るだろ う。
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2.2企 業 が 大 学 ・国 研 に期 待 す る役 害lr

2.2.1従 来 の産 学 交流

■従来、企業に とって大学 ・国研 は、大学 の卒業生 を人材供給源 としてきたのが主な関

わ りであった。情報通信技術、中でもソア トウェアは人材への依存が大 きいため、そ

れ だけでもメ リッ トは大きかった と言える。また、それ らの機 関の研究者か ら、広範

な、あるいは最新 の知識 とこれ に基づ く提言も得 られた。

しか し産業に直結 した先端研究は、残念 なが ら日本では脆弱であ り、大学 ・国研発 の

技術 シーズ導入は少 ない。

(1)大 学の卒業生を人材供給源と してきた ことを除けば、現状の産学問の関係は希薄

企業 と大学 との、事業断面 にお ける関係 は希薄である。過去、大学 と一緒になって物 を

作 った り、大学発 の技術 シー ズを企業で製品化 した りといった事業につなが る事例は、国

内では全 くない と言 って よい。大学 との関わ りは、卒業生を人材供給源 としてきたのが主

だった。

海外か ら、Xコ ンソーシアム(MIT)のXウ ィン ドウをもらってきて成 果を活か したのが

例外的ケースである。

企業か ら見 ると、教育 とい う点を除けば、国研 も大学 と同様である。

(2)教 育 ・人材提供の意義は大きい

前述のよ うに、従来は卒業生を人材供給源 と して きたのが大学 との主要な関わ りであっ

たが、ソフ トウェア技術 は、7～8割 が人 に依存す る。 その意味で企業 としては、大学か

ら優秀な人材 を受ける とい うことにより、大きな メ リッ トを受けている。

また、教育機 関 としての大学は、非常に価値がある。 特に海外の大学には、企業か ら人

材 をどん どん留学 させている。 しか し日本 の大学には、ほんの僅かである。残念 なが ら、

日本の大学の情報通信分野での先端研 究は脆弱 である。

大学 ・国研 との協同研究が、企業側の研 究者 ・技術者の経験や育成 に役立つ メ リッ トは

ある。

(3)広 範で普遍的な知識、あるいは最新の専門知識 と、 これに基づ く提言が得 られ る

基本 ソフ トウェア関連では、大学の先生 に委託研究 を出 して知恵 を借 りる とか、特定の

アクティビティが どこにあ るかを教えて もらう等の形 で相談にの ってもらい、良い提案 を
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もらった ことはある。

インターネ ソ トの初期 にご指導頂いた こともあった。

大学の先生に社内大学院大学の講師をお願 い して、社 内教育の ご支援 を頂いている例 も

ある。

(4)最 新の開発成果供与など、企業主体による産学のつなが りも

以下に挙げるよ うに、企業が大学に対 してア クシ ョンを起 こすケース もある。大学 に最

新技術の成 果に触れ る機会 を提供す る一方、企業も従来 と違 った観点か らの応用 のアイデ

アや コメン トを得 られ、双方にメ リッ トがある。

・新 しく開発 した三次元 コン ピュータグラフィクスのチ ップや ソフ トウェアを、大学

に無償で供与 し、代わ りにコメン トや提案 を得てい る。

・米国 と欧州に持 っている研究所で、成果物をWeb公 開 している。それ に対 して大学

か らのアクセス もある。

・米国の研究所 にイ ンターンの学生を とってい る。研 究者 の人的なネ ッ トワークに役

立っている。

2.2.2大 学 ・国研 に期待する役割および研究

■企業は大学 ・国研に対 して、パラダイムシフ トの見極 めに基づ く産業の進路 の先導や、

メタレベル製造技術開発、 日本か らの技術発信 に対す る助力等 の形での産業貢献を期

待 してい る。

知的関心を動機 とす る基礎研究にも広 く取 り組むべ きことはもちろんであ り、コス ト

やニーズを無視 した研 究、長期間を要する研 究、将来性 の不明な研 究などを絶や さな

いで欲 しい。ただ し、企業 との協同研究 には、価値観の共有 が必要で ある。

(1)産 業の進路の先導 と、メタ技術によるサポー トを

・パラダイムシフ トの見極 め/セ ンスのあるオ ピニオン リーダの役割

シンクタ ンク として、パ ラダイムシフ トを見極 める力や計画力、センスあるオ ピニオン

リーダの役割を持つ ことを期待す る。

た とえば、マイ クロソフ トはまだ玩具の ようだったパ ソコンボー ドが出始めた頃 に、そ

の将来の可能性 を見抜 いた。あるいはグループ ウェアの開発に際 し、 日本の企業の多 くが

カメラ指 向(リ アルタイム指 向)で 取 り組む中、Notesは パー ソナルDBを 核 に実現 してイ

ンターネ ッ トの時間差攻撃特性 を活かす ことに成功 した。 この ように、先見性 によって情
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報 技術 分 野 の リー ダー シ ップ を とる こ とがで きる。

・企画 ・計画へのシンクタンク的提言

企画や計画能力の弱 さが、情報技術 を米国に支配 されそ うになっている原因である。競

争力にはハー ドウェア ・ソフ トウェアの企画能 力 と製造能力が一体化 していることが必要

である。大学 ・国研 は、企画 ・計画に関 して シンクタンク的観 点か ら提言できる力を持っ

て欲 しい。 この意味で情報 関連の研 究機 関には、文化系人材 もしくは企業で この種 の企画

活動を体験 した者 の参加 も必要である。

マーケ ッ ト研究に基づき、その 中でシーズが どう活きるか を研 究す るシンクタンク的機

能を望む。 こうした予測 ・企画 に基づ く成果は、知的所有権(本 質特許)に な り得 る。

そのプ ロフェッシ ョナル として のシンクタンクの期待 され る姿は、技術者 とビジョン企

画立案者(企 業や大学OBを 含む)と で構成 され、企画 された ビジ ョンに関 して技術的実

現責任 を負 うものである。技術成果 はベ ンチャー企業 を起 こして市場 に成果 を問 うことに

なるだろ う。

・製造能力向上 を実現す るメタ技術開発

メタレベル製造技術に強みを持 った研究機 関が出て くれ ば、企業 も助 かる。 ビジネス競

争力の もとである安 さ ・速 さ ・製 造能力が、情報技術 では さらに効いて くる。速 さの価値

は、ヒ トゲ ノム研究での解析 を考えれ ば分かる二米国製 システムは、メタレベルで効率よ

く作 られているものが多い。 メタ レベルで設計 でき支援 ツール も充実 しているので、アイ

デアの実現 も、アイデア変更への対応 も速い。その結果、日本は安 さ ・速 さで負けている。

(2)基 礎研究、コス ト/ニ ーズ無視の研究 を

・コス ト無視/ニ ーズ無視の基礎研 究を絶や さないこと

大学 ・国研は、産業に直結 しない、あ るいは大きなコス トを要す る基礎研究 も育成すべ

きである。 た とえば、 ヒ トゲ ノム、地球防衛 な どは この部類 に入 るだろ う。その中にはゲ

ノムの ように、結果的に巨大産業 に化けるもの も出て くる。

米国におけるこの種の研 究の背景 には、国防 に関す る資金や意識だけでなく、人間の知

的好奇心に対す る価値観が基盤 にある。

企業は事業に直結 した開発 に注力せ ざるを得 なくなってきてい る。

研 究開発 の一番収益率の悪い上流域、すなわち、海 のもの とも山のもの ともわか らない

段階のアイデアをた くさん出 し形 に しよ うと取 り組 んでみ る研究 を、 どこかは しっか りと

や って欲 しい。
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・基礎研 究は
、シーズ指向以外に新 しい発想 の知恵 も必要

基礎研 究 もシーズ指向一辺倒ではなく、今までにない新 しい発想の知恵が必要である。

た とえば、これ か ら情報家電 とか携帯電話が社会 に普及す る と、ますます信頼性 のニーズ

が高 くな る。そのためには、 ソフ トウェア工学 も、いまの延長では不十分 にな る。プ ロセ

ッシングパ ワーが上が って くると、小型機器 に もオブジェク ト指 向な どの、 よ りロジカル

な言語が使われ るよ うにな り、信頼性、保守性が上げられ るよ うにな る。 こ うい うソフ ト

ウェア工学 あるいは新 しい発想の言語研 究をは じめ、将来 のニーズを見越 した基礎 をや る

べきである。

・長期的研究では時 間耐性 のある基礎技術で
、知的所有権戦略の展開を可能 に

イ ンフラ技術 、 ビジネスモデル 、キル ビー特許な どのよ うに、時間がたっても価値の下

が らない技術の基礎 となる研究を、大学 ・国研 に期待する。

たとえば今後、性能が ログ リニアで20～30年(2～3桁)向 上 した ときの状況、あるい

はNGIの 効果 を予測 して知的所有権 に結びつける。 こ うしたことができている研究機関な

ら、企業はつきあ う意味がある。ただ し、価値観に接点がなければな らない。

(3)短 期的には、日本か らの情報発信に貢献 を

企業に とっては、短期的研究が最 もわか りやす く協力 しやすい。 その部分に注力がなけ

れ ば、今後交流はますます無 くなるだろ う。

短期的テーマの一例 として、今後、サー ビス研 究が重要になる。 それ らをど うや って ビ

ジネスにつなげるかが企業に とって関心事である。そのために、た とえばDFS戦 略の研究

は有用 である。DFSは 企業の意向のみで決め られるものではなく、第三者 が判断す る必要が

ある。 そのための社会的仕組みづ くりを大学 ・国研がやって くれれ ば、 日本か らの戦略発

信 も可能になる。

_31一



2.3産 業界 が競争 力強化のた めに取 り組むべ き内部課題

2.3.1市 場 ・情 勢 の 認 識

■日本の企業には、まだ 旧経済的な仕組みや発想が残ってい る。 グローバル競合時代へ

の適応 を促進 して、競争 のみな らず企業間協力や市場認識 な ど、すべてにおいて世界

を視野に入れてい く必要がある。米国の世界戦略に対 して、アジア固有の経済圏 に注

目す ることも、そ うした捉 え方の一つであろ う。

(1)世 界 に通 じる視野 と競争意識 を

・改革の努力 は企業内部 にも必要

公的組織 に比べれば随分 フ レキシブル とはいえ、企業 もかな り窮屈な仕組み になってい

る。国に提言す るだけではなく、内部 をまず きちん とす る必要がある。 た とえば、予算 を

必ず年度で決 める問題は企業 にもあ り、長期的開発 に関 しても次年度以降について対外的

に コミッ トす ることが難 しい。

・競争 、協力、市場認識、すべて世界を視野に

米国では、競争原理の厳 しさが、同時 に非常に密 なアライ アンスをも生んでいる。 まず

産業全体 として他に勝たなければな らず、勝った らその後で、今度 は内部の競争を考えよ

うとい う具合だ。た とえば半導体は装置産業であるか ら、大学はおろか敵同士でジ ョイン

トし、国の資金 も使いセ ンターをバ ッと作 って協力す る一方で、育った学生の争奪戦 を勝

手にやっている。 この ように常に視 野が広 く、柔軟である。

日本では通常の思考回路に世界 が入ってお らず、内向きにな りが ちである。その結果、

競争に対す る意識 も甘 くな る。競争 のためには、まず世界 の相手 を知ることが必要である。

米国は 自動車産業が低迷 した時、カンパ ン方式が相手の武器 だとわか った とたんに次々 と

トヨタに見学に来た。その逆があってもいいはずだが、情報通信産業が この状況 になって

も調査に行かない。 あるいは何を調べた らよいかわか らないほど、フィロソフィが失われ

ているからか。

ただ最近 では、海外 とのつきあいで、契約 とい う概念は若 い人達にかな り根付いてはき

てお り、良い傾向 と言える。

・アジア経済圏や アジア との連携 をもっ と強 く意識すべ き

日本の経済を今後維持 してい く うえで、アジア との連携 の中で生きてい くとい うことが

ポイ ン トになるだろ う。米国の戦略は 「イ ンターネ ッ トとビジネスモデル」で世界 に展開

してい くことであ り、その中で、ア ジア圏 とい う固有の経 済構造を意識 してい く必要が ある。
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2.3.2人 材 の 活 用

■ 日本 の情報通信産業 は、優秀な人材 が集 ま り、育ち、活用 され る仕組み を再構築す る

必要がある。現在 は、給与体系だけを見ても技術者 が優遇 されてい ると言 える状況 か

らほ ど遠い。最近 の成果主義 の動 きも、 この問題 の解決手段 としては速効 を期待でき

ない。人材 の理工系離れが、 日本の情報通信産業の低迷や企業の製造能力低 下に関係

している事態 を、深刻 に捉えて対処 しなけれ ばな らない。

人材 の流動的な活用 の点では、現在 は退職金制度が大 きな足枷 とな り、 日本 の社 会が

情報化時代の速 さに適応す る上での阻害要因 となってい る。

知的活動や技術、 ソフ トウェアな どの価値に関す る社会的教育 も重要 である。

(1)研 究者 ・技術者の処遇制度改善がなければ、全体的な技術力低下は必至

・技術者待遇 の悪 さか らくる理工系離れ も、 日本 の技術不振の遠因

日本 は科学技術立国 と言 う割 には、科学者 ・技術者 を優遇 していない。技術者は、恵ま

れた設備や環境 に接す ることによって、 より活躍できる。

日本の技術者は給与待遇等の面でひ どく虐 げられている。米国の ソフ トウェアや情報の

技術者 は、価値の ある人な ら市場原理 に従 って優遇 され、非常な高給を とってい る。 この

給与体系は、ベ ンチ ャーが引 っ張 っている。 これに比べて 日本の技術者 は、金融関係等 と

比べる と生涯賃金でひ どく差がある。 会社 自身の収益が低 いせいもあ るが、追 いつけ追い

越せ とい う産業構造が こうした給与体系に働 いていたと思 う。人材の理 工系離れは、 日本

の情報産業 が うま く行かない ことと相 当関係 している。

日本 では、大学卒な ら皆一律の給料で採用す る。 この従来の仕組みには大きなイナー シ

ャがあるので、変えるのは難 しいが、初任給も能力主義に しないと優れた人材が集 まらない。

・企業 の製品開発力が大変 な勢いで低下 している事態の認識 と早急 な対策を

企業 は今、大学 で技官 がいな くなった以上に、ひ どい ことになってい ると思 う。現場 で

物 を作 る面で言 うと、 日本の力はここ10年 で壊滅的に無 くなってきてい る。気が付いた ら

自分の ところでは物ができない とい う時代 にな りかねない。 中小企業群 にもかな りボデ ィ

ーブ ローが効いている状態 ではないか。

・人材 がベ ンチ ャーにのみ流 出す ることへ の危機感

今後、ベ ンチャー に優秀 な人が流れ る傾 向が出るだろ う。給与 をみればそちらに行 きた

くもなるの も事実である。それはある意味では良い ことだが、 日本の産業構造全体 を考 え

た場合、た とえば人材のバ ランスや従来の 日本型企業が果た してい くべ き機能な ど、検討

が必要であろ う。
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・日本 における成果主義、能力評価 の定着には時間 を要す る

最近、 日本 の企業 も成果主義 を導入す る ところが増 えてきた。 しか し成果主義 を導入 し

て も、企業の研究所ではテーマも多岐にわた り、研究結果 を同 じ基準で評価できず効果的

に機能 しない。

日本の競争意識の甘 さの背景 には、結果 の均等配分 を公平 ととらえる発想 も影響 してい

る。米国のよ うに、機会の公平 さを重視すべきである。

(2)退 職金制度が、日本における人材流動性の阻害要因

米国 と日本 とでは、人材の流動性 に明瞭な差が存在す る。その差 を生 じる本質的な違い

は、次のよ うに言える。

米国:バ ーチ ャルな可能性 に対す る先払い(ス トックオプシ ョン)

日本:リ アルな結果に対す る後払い(退 職金)

両者 とも立ち上げの資金負担 は少ないが、.退職金 は流動性 を阻害す る。

ス トックオプ シ ョンはインセ ンテ ィブ刺激に最適である。 のみな らず 、テ ンポラ リ敗者

の吸収 が可能、人材市場へのアプ ローチが容易 、経営者か ら見て過度の流動性 の歯止めに

もなる、等、人材活用 の仕組みが うま く循環す る。

退職金制度 は、将来 の約束が守 り得る終身雇用社会向きである。人材 の流動性の観 点か

らは足枷や敗者復活 の困難 さにもつなが り、経営者に とっては大 きな資金負担 となる。昔

の仕組みは、人生に比べて技術革新がゆっく り進む ことを仮定 していた。 日本ではそれが

そのままになっているため、情報化時代 に適応 できていない。 ただ、改革は必要だが 「退

職金 をな くす」では、 もちろん済 まない。技術で儲か る仕組み、 ビジネスモデルを開発で

きる社会制度が必要である。

(3)情 報化時代に対応 した技術土壌醸成のために、認識 ・価値観の改革が必要

・知的活動や技術 、 ソフ トウェア に対す る正 当な評価が必要

日本のユーザはまだ、ハー ドウェアにソフ トウェアが付いてくるのを当然 と考 え、対価

を払 う意識 がない。知的活動 ・技術 に対 して敬意 を払 い、知的財産 を認知す る価値観にお

いて、世界か ら遅れてい る。根元的な価値観 は二十才を超 えたら教 えられ ない とも言 うか

ら、社内教育以前に、教育や文化の基本的な改革が必要か も知れない。

・情報通信 技術の特性 を考慮 した体制 ・仕組み を

ソフ トウェアは、研究開発 ともの作 りの違いがはっき りせず、製造技術 とい う日本の得

意技を活か しに くい。 ポイン トの見極 めと開発 リソースの集 中が重要である。

研究の質の評価基準 を「社会の中でのインパ ク トの大 きさ」や 「生活者の文化 を変 える力
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が強いか否か」な どに求 めるニーズ指向の態度 も、 これ か らの情報関連の研究者 には必要

であろ う。

構想 ・着想に対 して与え られ る、いわば 「後付けの報酬」の制度 があって も良い。

旧来の発想 を延命 させ てい る制度がいくっかあ り改革が必要である。退職金制度 もその

一つ と言える
。
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2.4当 面の産業の技術 シー ズやテー マをど こに見 いだす か

2.4.1当 面の 技術 シー ズ獲 得 法

■企業の当面の技術 シーズ獲得は、海外企業 との協同 ・協調や技術導入な どのグローバ

ル協同が基本 になる。要求の大きい領域 には人材 もシーズ も育つか ら、そこに着 目し

て双方 を取 り込むのが効率的である。

米国を主 とする海外技術 の追撃 と並行 して、 日本や アジア固有の文化 ・価値観 ・ニー

ズを活かす等、柔軟な発想 に基づ くテーマ も探 られ るべ きであろ う。

(1)当 面のシーズ獲得の基本はグ ローバル協同

当面のシーズ獲得は、 グローバル協 同が基本 と考える。米国では民間企業であって も、

トップも含 め外国人 とい うことが よくある。特定の分野や市場はそれで もよ し、 とすべ き

だろ う。

世界 と対決するばか りではな く、た とえば次期NGIな ど、 日本 として世界各国 と協調 し

てや ってい くべきである。 これは、 日本が国家 として国際社会の中で受け入れ られ るか ど

うかに繋がってくる。

・米国ベ ンチ ャー との協調

米国のベ ンチャーを探 し、開発 に必要 な環境 を提供す ると同時に、人的交流によって社

内に関連技術 と経験 をもった技術者 を育成す るのが一案であろ う。

・海外 か らの参加 も認 めたプ ロジェク ト

海外のシーズを 日本 に引 き寄せ る意味では、傘 と棚 と予算を用意す るニーズ生成のや り

方 も、形態のひ とつ とな り得 る。

ヒューマンネ ッ トワークも、シーズ獲得の重要な要素 である。

(2)要 求の大 きい領域には人が育 ち、そ こか らシーズ と人材を得 られ る

要求の大 きいところに人は育つか ら、そ こに人材 をシーズ と共 に求めるのが良い。 そ し

て、良い人材は、日本に限 らず世界か ら集めたほ うが良い。

しか し、 日本 に海外か ら人材が 自ら集 まることは絶対に期待できない。米国のよ うに、

世界か ら人材 が集まって くるよ うな構造 になっていないか らである(企 業は海外 に組織 が

あるか らこそ人を集め られ る)。
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(3)日 本固有の特性の考慮など、発想を柔軟に

米国の優位 ・攻勢 とい う現状に対 し、対症療法 としての米国追撃 も緊急課題であるが、

これ と並行 して別の取 り組み、すなわち次のターゲ ット設定ができるはずである。

た とえば、 日本 の特性 を活かす情報技術市場対応や東洋的価値観 を活かす戦略、あるい

は急激 な社会環境変化に対 したメタレベル での研究設定 も可能 だろ う。

考慮すべ き日本固有の課題には、次の例 な どが考 えられ る。

・環 日本海時代対応:日 本海周辺には、欧米 とは別に独 自の市場 、お よび人的 リ

ソースが存在す る。

・パ ワー ライ ンコミュニケーシ ョン:日 本では電力線 インフラを安 く作 ったため、

ノイ ズが大きくそ こに高帯域信 号を乗せ ることができない。欧米や他のアジア

諸国 に対 して 日本だけが、技術的に立 ち後れる危険 を含 んでい る。

・高性能化に伴 う情報機器 のエネル ギー消費対策:デ ィジタル機器 の普及に伴 う

エネル ギー消費の増加について、一部の海外企業は言い始めたが、 日本ではま

だ問題意識 が低い。

これ らをいち早 く指摘 する役割は、大学 ・国研 に期待す るところでもある。

研究の発想 をニーズ指向にす ることによって、いろいろな研 究の種を見いだす こともで

きる。少子高齢化 も、問題 であるのみならず 、ニー ズを生む要 素を含んでいるだろ う。

そのためにニーズ指向の研究、つま りパ ラダイムシフ トを予測 しプランを作成す ること

を大学 ・国研 に期待す る。 それには経験 に基づ く基礎力 も必要であ り、そ うでなけれ ば、

十分な予測 もできない。
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2,4.2国 に期待 す る視 点 と役 割

■今 日の情報通信分野の研究開発 では、大きい装置 ・高度な技術 よりも、社会的 ・文化

的な影響の大き さに関心が向かってい る。 また、平準化 された共通意見 よ りも個人の

発想の重要性 が増 している。国の支援 においても、 これ らの特質が考慮 され なければ

な らない。ただ し産業競争力や技術力の建 て直 しには、明確な ビジ ョンを示 し、これ

を強力に推進す ることが必要で ある。

具体的なテーマ としては 「ユ ビキタス ・コンピューテ ィング」等が重要な候補 になる

が、テーマで縛 らず に、優秀 な研究者 に自由に基礎研究 させ る考 え方 も必要だろ う。

企業は、直近のテーマには自ら取 り組んでい るので、それ らと競合 しない計画 を国に

望む。そのよ うな観点か らは、国のプ ロジェク トで取 り上げて欲 しいテーマ として、

5～10年 先 を見た基礎研究、高速ネ ッ トワー クや研究機 関のサーバ等 の基盤整備 、

遠隔医療等 の受益者 は多いが薄利 のシステム、国の文化の保護、な どを挙 げることが

できる。

企業がグローバルに活動 してい く上での支援 、た とえば 日本発の標準化に向けた活動

の支援、留学生の受け入れ の促進、国際的な産学協同研究の場の供給な ども、国が担

うべき重要な役割である。

(1)重 厚長大だけがナシ ョプロのテー マではない

・今 日の研究開発 の関心は、 「大きい ・高度 な」 よ りも社会への影響に向く

具体的な研究分野 としては、今 は大きな計算機 を作 る、高度な技術を開発す る、等 よ り

も、社会システムの開発や カルチ ャーを動 かす ことに大勢の興味が向かってい るのではな

いか。

また、情報 は組み合わせ によって新 しいものが生まれ る。ハイテク分野での米 国追撃だ

けでなく、技術 の組み合わせ企画力も重要であろ う。

・個人の発想 を重視 した研究開発 の支援 も必要

協同プロジェク トは平準化 されて しまい、なかなか良い結果 にな らないこ とも多い。い

まは、個人の発想 も重要な時代だ。イ ンターネ ッ ト技術やLinux等 、個人のアイデアがデ

ファク トになった例が多い。個人のアイデアの活性化や吸い上げの仕組みがある と良い。

(2)国 家戦略 として明確な ビジ ョン ・旗印が必要

グラン ドデザインを しっか り作 り、それを縦割 り行政でな く本気で推進 しない と、 日本

に勝 ち目はない。
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国 の税 金 を使 う以上 、 国民 が恩恵 にあず か る ことを 目指 し、 た とえ ば ミ レニ ア ム ・プ ロ

ジェ ク トを本格 的 に拡 大 して考 えた らど うだ ろ うか。 「デ ィジタル ・ニ ュー デ ィール 」、 「ヘ

ル シー ア ン ドセ イ フテ ィ ソサイ ヤ テ ィ」、 「エ コ ロジー」等 の旗 印の 下 に 、先進 的 なア プ リ

ケ ー シ ョン を構 築 す るプ ロジ ェ ク トを起 こ して 、実 現す る ため の基盤 技 術 、 ネ ッ トワー ク

の よ うな イ ン フ ラ、 セ キ ュ リテ ィの認証 とか い うところに焦 点 を あて る。

米国 は プ ロセ ッサやOSの 領 域 を席巻 してい る。 通信 に強 い欧 州 は、通 信 の競 争力 強化 を

目標 に方 針 をたて 、 それ を旗 印 に して5ヵ 年 計画 でや った り してい る。 旗 印 が あれ ば 、大

学 の 先生 も学 生 も、 そ こに集 ま る。 日本 の 大学 で は、先生 も学生 も、 な に をや っ た らいい

か分 か らない状 況 だ といわれ て い る。 総 理 大臣 が国 家戦略 と してテ ー マ を掲 げれ ば、 大学

院 生 もテ ー マ に沿 った研 究 をや りや す い。

日本 も、 国策 と してDFSを とる とい う領域 の設定 が必要 で あ ろ う。

(3)情 報機器 を中心と したユ ビキタス ・コンピューティングは、重要な候補になる

日本 の コア ・コン ビテ ンス とい う意 味 で は、携 帯電 話 、デ ィジ タルTV等 の情 報家 電 、

ゲー ム機 器 な どの情報 機器 の分 野 に投 資 すべ きで あ る。 パ ソ コンに 強 い米 国 に対 し、情 報

家 電 の ソフ トで は、 日本 は 戦 って い け る し リー ドしてい け る。 強 い と ころを伸 ばす とい う

国家 戦略 な らば 、 これ らの情 報 機器 を核 と した ネ ッ トワー ク、サ ー バ も含 め たモ バ イル ・

コン ピュー テ ィング とかユ ビキ タス ・コン ピュー テ ィン グ技術 を伸 ばすべ きで あ る。

(4)直 近の技術開発は企業に任せ、国は、基礎 ・薄利 ・公益 ・国家安全の研究 を

・国は、優秀 な人材 の主体性 を活かす基礎研究を

目的を限定 しない情報通信の基礎研究をやる優秀な研究者が1000人 くらい 日本にいても

良いのではないか。優秀 な人材 は しばられ ない方が良い仕事をす る。

た とえば、 「電総研 の研 究テーマに注文 をつけない」 とい う考え方が必要であろ う。

助走研 究への支援 ・出資が必要である。その中か ら、た とえば ビジネスモデルの研究に

結びつけることができるもの も生まれ てくるだろ う。

最先端 の技術 に触れ られ る環境 も、アイデアを先に進 ませ るために重要である。

・国は、5～10年 先の基礎研究支援 を

ソフ トウェアの分野は、産業界か ら見る とソリューシ ョンで食べていかない といけない

状況 にあるが、 これは民間の競争 の世界 である。国の予算で行な うのは、今 の壁 を突き破

るよ うな、5～10年 先を見た基礎研究がよい。た とえば、遺伝子の分析 を1日 か2日 です

るな ど、今 のコンピューテ ィングパ ワー とは桁違いの性能 目標 を立て、そのための基礎研

究をや る。
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インターネ ッ トは、繋がる相手 も10億 人を超 え、デー タもマルチメディアになっている

ので、従来に比べて一桁二桁大 きい性能 を必要 としている。 こうした性能的な 目標性能 に

挑戦するよ うな技術をシーズ志向の研究 として国主導でや るべきである。

・国 は、大 学 の サー バや 高 速 ネ ッ トワー ク な ど、基 盤 整備 を

研 究 に は3つ の フ ェー ズ が あ る。 リサー チ、 フ ィー ジ ビ リテ ィ、す ぐ製 品 に 直結 す る フ

ェー ズの3つ で あ る。 リサ ー チ ・ベ ー スの もの は、 失敗 す る可能性 が高 いか も しれ な い。

したが って、 あ る リス ク をか け て投 資す る。 フ ィー ジ ビ リテ ィ段階 の ものは 、技 術 を持 っ

てい る大学 があれ ば、企業 は 大学 と協 同 でや る。その た めに は設備 が必 要で あ り、サ ーバ ・

フ ァー ム、 ス トレー ジ ・フ ァー ム とか 高速 ネ ッ トワー ク を国 の予 算 で構築 し、 安価 で提 供

す るこ とが望 ま しい。通信 料 金 の問題 は、特 に重 要 であ る。研 究 の通信 は、極端 に言 うと、

無償 にす るよ うな方策 が 必要 で あ る。

・国は、薄利 で受益者 の多いシステムを

ビジネスとして儲 か らないシステムは、企業ではやれ ない。た とえば、環境 システ ム、

老齢化対応のシステム等は、受益者 が社会に広 く分布 しているが、ま とまったお金 を得 ら

れない。 あるいは、国のオペ レー ション効率化 とか、遠隔 医療、僻地の医療 な どの、国が

ユーザで もあるシステムに対 して、国がオーガナイザーになって投資す る。 この種のシス

テムは国が取 り組むべき対象 として重要である。

・国は、国家安全 の研 究を

国 としてや るな ら、国を守 る研究を含 めるべ きである。 防衛(国 内問題 を含めた国家安

全)、 文化、言語、政府機能の整備 な どを一生懸命や る必要がある。た とえば、事業になる

か否かに拘わ らず、機械翻訳等に徹底的に資金 をつ ぎ込 んでは どうか。

(5)企 業のグローバルな活動、 日本か らの国際発信の支援を

・日本発 の標準化には ロビー活動が必要

ある標準化 の委員会 に参加 していた頃、数少ない 日本発の標準提案に関わった ことがあ

ったが、結果的 には負 けた。 自分たちの標準案 を通す には、仲間を集めて ロビー活動を展

開する必要があることを知った。 国が、 この種の ロビー活動 を支援 して くれ ると動 きやす

い。

・外国人か らの留学生 ・研修生の受 け入れ推進 を

会社でアジアや南米諸国の研修生を受 け入れてい る。それ らの国は情報の面では途上国

であって も、英語圏 との壁が低 いメ リッ トがある。加 えて、その国に対する ビジネスチ ャ
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ンスも増える し、相手国の技術力向上にも貢献できる。

現在 は外国人受 け入れ時の手続 きが煩雑 だが、制度か ら国際化時代 に対応 してい く必要

があるだろ う。

・製品の紹介や アライア ンスの支援 を

通産省JETROな どでや っているかもしれ ないが、海外の政府 とタイア ップ して 日本製品

の紹介や、ア ライ アンスの場の設定ができると良い。 日本 の通産省な どに、オース トラ リ

アやイスラエル等 の団体が来 るが、 日本 もそ うした促進策 をもっ と積極的 に実施すべきで

ある。特 に中小 ・ベ ンチ ャー企業は、良いものを作って も紹介す る機会が少 ない。

(6)大 学 と企業の協同作業の場 を供給す ることも有用

日本の情報通信産業では、大学 ・国研が企業 にあま りに結びついていない。 日本は現状

で さえ、情報通信技術の研 究者 も少ない し体力 もないが、大学 ・国研 と産業の繋が りがな

い と、欧米 との間で国の体力の差がますます拡大 して しま う。

複雑系の時のサンタフェ研 究所のよ うに、優秀なヘ ッ ドの下に、関連 したテーマ を自由

に持ち込んで一緒にできる研 究サ ロンを作 るのが効果的ではないか。特定のプ ロジェク ト

目標で縛 るのではな く、コア技術を持 った人たちがテーマの周辺に集まった中か ら、新 し

いモ ノがで きて くることは多い。産学の研究者が集 まっている ところに自分 の研究テーマ

を持って行 き、第 三者 の評価や競争原理の中で切磋琢磨で きる環境は有用である。

欧州の国立情報研究所 では、長期的な基礎研究に加 えて、国民への恩恵 の大 きい高度な

応用技術 の研究 もやっている。そこには企業 も入 ってきてい る。 これ らのプロジェク トは

産業 を活性化 して、国家的 に先進的情報社会をつ くるところにつながっている。 こ うい う

仕組みは、 日本にはない と思 う。

欧州のスパ コンの例では、大規模な コンピュータ ・センタがあ り、クライアン トの企業

が計算センタ的に運用 している。 この コンピュー タ ・センタで、大学で作 ったアプ リケー

シ ョンな どをサー ビス している。 こういった コミュニテ ィから、いろいろなアイデア ・ニ

ーズが出て くる。 こうい う形 の産学協同もある。
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2.5大 学側 か ら見 た、国の支援制度 、産学 問関係 の問題

2.5.1大 学 に対 す る研究 支援 の 現 状

(1)金 額的には資金が出るようになったが、長期的計画性 、戦略性に欠ける

最近では大学に も、大学院を中心に結構 な資金が出ている。奨学金 も、何万人 とかに出

す話があ り金額 も昔よ り確かに行 き届いて きている。

しか し補正予算的な1,2年 の ものが多く、使いに くい。 大学 に予算 を付けるな ら、せ

めて5年 位の長期的計画が必要で ある。 自分は今マ ッチングファン ドで提案 しているが、

その額では複数のメーカと組むのは無理で、せいぜい1社 。そ うなると今度は企業が1億 、

大学が1億 の ようにな り、大学分 をちょうど1年 で使い切 るのが難 しい。

面 白けれ ば継続 出資するとい うな ら一生懸命や るが、今は1年 か ぎ りだ。 だ らだ ら続 く

のは良くないが、次への連続性は必要である。補正予算などはまずや らせて見 るのに使 い、

良い研究を していればその先にも う少 し大 きなお金がつ く可能性があ ります よ、とい う制

度に して もらえるといい。また、研究に対す る評価を、通産省 ・文部省 ・科技庁な どで共

有 して欲 しい。

戦略性 にも欠ける。 資金をプロジェク ト・オ リエンテ ッ ドに出 して欲 しい。奨学金 に し

て も、学生審査 の際にプロジェク ト・オ リエンテ ッ ドでな く(ジ ャーナルペーパーを出 し

ているか、等)個 々の学生の能力で判断す るので、ば らまきにな って しま う。先生がや り

たいプロジェク トがあ り、そ こで ドクターの学生 を確保 したい、 とい うことか ら出発す る

ボス ドクの制度があれ ばいい。先生がプ ロジェク トの中で取 ってきてあげ る、とい う方が、

学生を動 か しやすい。働 きの良い学生には先生が金額 に差をつ けた りすれば、先生 と学生

の結びつ きも強 くなる。

特定の先生に重複 してた くさん 出て しま う傾 向があるの も問題だ。都合 の良い場合 もあ

るが、本来は横断的 に厳 しく見 る必要がある。

委託研究費の25%く らいを文部省が持 っていって しま うのは、 どうい う趣 旨なのかわか

らない。

(2)情 報技術の研究員が不足 している

教員の総枠を増やせ ないために、助手が助教授な りに昇格すれば、 自動的に助手は減 っ

て行 く。米 国ではプ ロジェク ト予算か らボス ドクを研究プロパーで抱 えることもできるが、

現在、 日本 ではその種の予算が認 められない。助手が減った見返 りか、今 はTA(テ ィーチ

ング ・アシスタン ト)的 に ドクターの学生にい くらかのお金が出てお り多少 は役に立って

いるものの、絶対額が少ない。

一42_



第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

ただ し大学側 に も問題はある。組織が硬直化 して教員や学生の定員 を重点シフ トできな

い。 「XX学 部が弱いか らそ こを拡張する」、とい う具合で、強い ところが さらに強 くなる

システムではない。自分の組織を活性化す るとい うことが、す ごくや りにくくなってい る。

2.5.2メ ー カか らの 期待 が 小 さい ことへの コメ ン ト

(1)ま ず大学の研究 を正確に見た上で、優れた点をきちん と評価せよ

他者 を評価す る際、悪い点の指摘 に終始 して良い ところを見ないのは 日本人 の欠点であ

る。 さらにそ うした評判 を受け売 りで広める人 まである。修正は必要にせ よ、大学の技術

の良い点をきちん と評価すべきだ。

デバイス関係 に比べ ソフ トウェアは、企業が大学の研 究を見に行 くことが とりわけ少な

い ようだ。 ソフ トハ ウスやベ ンチャーを含め、ほとんど来ない。以前、 自分 の研究が 日経

新聞に載 った ときも、アクセス して きたのは外国のメーカばか りだった。

日本の研 究者は 自分の蛸壷にこもる傾 向があるが、他の研究も見るべきだ。企業の企画

担 当者 も、 自社内の製品企画ばか りでな く、外 を技術発掘 に回れば面白い技術 も見つか る

だろ う。

TLOは 新 聞記事では うまくい っていないケースが書かれす ぎるが、いずれ必ず成果が出 る

だろ う。2、3年 見てか ら判断 して欲 しい。大きなプロジェク トも動き始めている。

メーカは 自身の技術 に妙な 自信を持 ってい るが、大学 より上 とばか りは見 えない。全部

書 き換 えた方がよい と思 うよ うな ソフ トウェアに しがみついていることもある。

(2)大 学 も自分たちの研究 内容をもっと見せるべき

大学 も、見せ るものを持たないのは問題。学生 も先生 も見せることを研究 に対す るオー

バーヘ ッ ドと思 っている。MITの メデ ィアラボやスタンフォー ドでは大勢の見学が来 るので、

学生 も一人ひ とりが 自分 をア ピール したいから、や ってい ることを模造紙な どに書いて貼

っている。 それ によってベ ンチャーの話が出るか も知れない。 自分の ところで もよくでき

る学生 は、 ちゃん と面 白いプ ログラムを作って見せ る。見せた結果喜ばれれ ば、あちこち

一生懸命直そ うとして研究 の質も高 くなる。

最近 は学会の活動 と して大学の研 究所 を見学する とい うのが減ってきた。今 の 日本は、

見 に来 ないか ら用意を しない、見せ るものがないか ら見に行かない、の悪循環 にな ってい

る。
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(3)研 究成果 を参照 ・利用 した結 果の フィー ドバックを

日本 で開発 した ソフ トウェア をみ ん なで 良 く しよ うとい う姿勢 に欠 けす ぎて い る。 ソフ

トウェア が良 くな るた めに は フ ィー ドバ ックの サ イ クル が必 要 で あ る。 虫が あ った か ら使

わ ない 、 では な くて 、 虫を報 告 した り修 正 した りす る必要 が ある。 あ るいは 、 問題 が あ る

な りに も役 に立 て ば、それ を使 っ た研 究 論 文 は頭 書 きに それ を書 くべ き だが 、 日本 で はそ

れ もあ ま りや らな い。

日本 の メー カ は 、国 内の サイ トに 限 らず フ リー の ソフ トウェア を よ くダ ウ ン ロー ドす る

が 、使 っ た結 果 、修 正案 な どの レポ ー トが全 く無 い し、 中 を見 た のか もわか らない。 吸 い

込 む一 方 なの で、海 外 の人 か ら 「日本 はブ ラ ックホール だ」 と評 され る。

ソフ トウェア を作 る側 に も責 任 が あ る だ ろ う。 ツール や ドキ ュメ ン ト(英 語)を きちん

と出す こ とが有 用 で あ る。 ツ ール で きち ん とデバ ッグ もで き る し、イ ン タフ ェー ス を良 く

す る こ とに よ り、使 う側 も使 っ てみ よ うとい う気 にな る。 今 は裸 の ま まパ ブ リ ック にす る.

こ とが多 す ぎ る。

(4)メ ーカとの協同の場合も、体制 と してはボス ドク枠拡大 を希望

メーカか ら実務的技能を持 った人 を大学に派遣 し、実習を援助 しても らう交流 も可能か

も知れ ない。 しか し雇 うな らむ しろボス ドクが欲 しい。

自分がメーカ と協同研究をやる ことになった ら、 自分の自由にな る金 の範 囲で、研究者

を選んで ドンとや らせ る。優秀な学生 と悪い学生では格段に違 う。良い学生を確保す るの

も、先生の能力の うちだろ う。

2.5.3国 の支 援 、 プ ロジェ ク トの 企 画運 営 に対 す る コメ ン ト

(1)イ ン フラ、 チ ャ レンジ ング なテ ー マ に も っと投資 を

基盤技術、イ ンフラに対す るお金の出 し渋 りが気 になる。 自分のや っている言語処理の

分野で言 うと、辞書作 りが重要だが、言語 のよ うにチャ レンジングなものはお金をつぎ込

んでも無理、 と思われているのか も知れ ない。 あるいは、過去に うま くいかなかった と通

産関係者に思われているのか。

言語処理 では、辞書以外 にも言語 資源 と して、例文に解析情報 を付けたコーパス を集め

ることも必要である。た とえばIBMは 単語 の続 き方の統計デー タに基づ く予測 を使 って音

声認識 を作 り成功 した。欧米では この種の大きな言語資源構築が盛んになっているのに対

して、 日本ではいろいろ働 きかけて も、 「基礎的すぎる」 「文系の仕事だ」、等の話になって
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ど うも賛同が得 られない。大 きな資源 の構築には時間がかか り急にはで きないので、危機

感 を持 っている。音声認識 と言葉の理解 の違 いが分か らないなど、関係省庁 に適切 なウォ

ッチ ャーがいないためか とも思 う。

インフラは成果が見えに くい し、それ で儲 かった とい う話 もあま り無いが、技術の基礎

を押 し上げるのは大切だ。

最近、通産省は事業に近い領域 に目が行 く傾向があるが、通産省 はメーカだけでな く大

学にも意 見を聞 くべきだ。

ベル ギーにシ リコンバ レーな らぬ 「ランゲー ジバ レー」ができて、言語 ・音声関係 の企

業を集 めている。 日本にはそ うい う動きがない。言葉 とい うとまだものにな らない と思っ

ているのか、官僚組織ができているとテ クノロジーの動 きに対 してス ピー ドが遅い。

(2)評 価 と競争 ・効率重視でプロジェク トの活性化を

ベー スに評価があれば こそ、 コンペテ ィションも可能になる。今は応募の時に提案 の間

で比較 され るが、本 当は成果に よって コンペテ ィシ ョンは決 まるべ きだ。その部分の評価

が、 日本は底抜 けになってい る。実際の ところ評価は難 しい。評価す る人は、心配であち

こち見て歩 くくらいでない といけない。

納入物件 の評価のために、「プ ロジェク ト評価セ ンター」等の第三者機関を作れ ばどうか。

プ ロジェク ト編成 の際、メーカを均等 に入れ る発想はや めるべきだ。 コンペ ティシ ョン

によって どこのメーカにや るか決 めれば、皆、必死でや る。参加 メンバ ーは集 中 して研究

すべきであ り、分散研究室方式では有機的に機能 しない。

会計制度 などの制約 をどん どん緩め、売れた分が税金 として返 って くるとい う視点が必

要だ。

(3)「 未来開拓 プロジェク ト」は全般 によい

文部省 もいろいろ考 え始め、大学の先生 を中心に した未来開拓 とい う トップダウンのプ

ロジェク トがある。 トップダ ウンとは言 って も、 リーダーになる先生 に 「これか ら結構大

きなプ ロジェク トに予算がつ く可能性があるか ら、まず何かや ってみ ろ」 とい う感 じにな

る。 多少の 問題 、た とえば学閥ができやす いとか、若い人の 自発的プロジェク トでない と

かい うことはあるものの、下に良い研究者 を組織化 してお り、仕組 み としては うまく動い

ている方だ。

混合型 にもいいところがあるが、 トップダウン型は 「こ うい うことをや った ら面 白いの

ではないか」 とい うのを中心に研究する場合 には適 している。
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(4)独 立行政法人化後の基礎研究に配慮 を

独立行政法人化によって基礎研 究が大打撃を受 けるのでは と心配だ。学長 な り何な りが

うまくコン トロール しない といけない。英国の大学では利益を上げるところ とそ うでない

ところの給与に2倍 も差をっけている例 もある とい うが、基礎研究に冷たい社会になって

い くのではないか と懸念 している。
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2.6産 学協 同研究の実施事例

現状では、わが国の大学は米欧な どの大学 に比べ、大学における研究員の雇用や研 究予

算の使途 に関す る現場 の裁量権、研 究成果の扱いな どに関 して、国の会計制度や人事院制

度な どに起因す る多 くの制約 を抱えている。そのよ うな米国などに比べ障害の多い環境の

中で も、最近は、産学協同研究 に向けた努力がなされている。

その事例の一つ として、並列 ・分散処理研 究開発推進機構(ParallelandDistributed

ProcessingConsortium、PDC)に ついて、その運営形態 を取 り上げる。

この運営形態 をみ ることにより、その法制度的制約の現場への影響や 、大学 と企業の間

の距離、相互の思い入れ の温度差な どが間接的なが ら観察できる。 ここでは、その細部 に

わた る分析は行 なわないが、わが国の産学協同研 究の実施例 とし、基礎デー タのひ とつ と

して意義がある と考えられ ることか ら、 ここに収録す る。

この事例に関する紹介内容は、2000年3.月8日(水)に 東京大学で行なわれたPDC成 果

報告シンポジ ウム公開討論会のパネル討論 「産学協同:PDCの 経験 と将来展望」における、

東京大学 近 山隆教授の説明よ り、抜粋編集 した ものである。

なお、このパネルは司会、近 山 隆 教授 、(東 京大学)、 パネ リス ト、富田 眞司 教授(京

都大学)、 後藤 敏C&C研 究所長(NEC)、 林 弘 取締役(富 士通研)、 関 口 智嗣 主任研官

(電総研)、 内 田 俊一 所長(AITEC)で あった。 ここでは、産学協同研究の事例 とい う意

味合いか ら、近山教授、林氏、後藤氏の発言の要 旨のみを取 り上げた。

2、6.1PDCの 概 要

PDCは 、並列 と分散処理のアーキテクチャか ら応用までの分野にまたが るわが国の大学の

研 究の支援 と研究交流、 さらに、その成果の企業への技術移転を目指 して行なわれた。PDC

の資金 のソースは、関連企業 よ りの寄付、文部省のマ ッチングファン ド、通産省の公募研

究であった。

PDCの 運営は、東京大学 田中英彦教授 を代表者 として、大学の この分野の研究者 を結集

して、1995年 度か ら1999年 度まで実施 された。参加 した研究者 は、以下の5っ の技術部会

に分れて活動 した。

技術部会(部 会長)

カテ ゴリ1並 列分散処理アーキテ クチャ技術(富 田@京 大)

カテ ゴリ2並 列分散オペ レーテ ィングシステム技術(斎 藤@慶 大)

カテ ゴリ3並 列分散言語系技術(米 澤@東 大)
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カテ ゴリ4科 学技術計算応用技術(村 岡@早 大)

カテ ゴリ5実 時間 ・マルチメデ ィア応用技術(雨 宮@九 大)

各カテゴ リに参加 した研 究者数 は、それぞれ10人 内外であ り、全体 としては50人 強の

研究者が参加 した。各研 究者は、わが国のその分野 を代表す る人々よ り構成 されてお り、

また、協力 した企業もわが国 を代表す るコンピュー タメーカであった。従って、大学の研

究者がイニシアテ ィブを取って、わが国の情報関連分野で行なわれた産学協同研究の草分

け的代表事例 として意義のある活動であった。

また、最終的な成果物は単なる論文 レベルに とどま らず、実際に稼働す る、並列マシン、

OS、 及び応用 ソフ トウェアな ど、従来の大学における研 究試作物の レベル を越 えた もので

あった。これ らの成果物については、報告書:「並列 ・分散処理研究推進機構 成果概要 平

成12年3月 」を参照のこと。

2.6.2PDC運 営 の 概 要

(1)運 営形態

PDCの 運営は、代表者会議(年1回)の 方針に従い、運営委員会(年4回)で 予算配分を

含む詳細 をほ とん ど決定。その下で各研 究推進会員が個別 に、あるいは複数 で連携 しなが

ら研究活動を してきた。事務処理は東京大学内に置かれ た事務局 と、(財)ASTEMで 行なっ

た。

■代表者会議(年1回)の 方針に従い、

運営委員会(年4回)で 詳細を決定

予算配分などほとんどは運営委員会決定

■研究活動

■各研究推進会員個別の活動

■複数の研究推進会員の連携による活動

■技術部会 ごとの研究会(年 数回;賛 助会員も)

■シンポジウム:研 究報告+デ モ(年1回)
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(2)収 入

活動 して きた過去5年 間の、収入合計の内訳は以下の通 りとなっている。

①会員企業か らの賛助会費:75%

これ らはASTEMに 集約 された後 、各大学への寄付、ない し共同研 究資金 となる。

会員には会費別 にABCの 種別 があり、成果へのアクセ ス優先度 も異な る。

②文部省校費 「民間等 との共同研 究」:12%

文部省 の枠組 みに、国立大 と民間企業の共同研究支援制度がある。ASTEMと の共同研 究

の形で これ に応募 した。 しか し確 定額が小 さかったことに加 え、費 目制限や高天引き率

などの使いに くさがあ り、申請額 は年々小 さくなっている。

③IPAプ ロジェク トよ りの充 当分:13%

PDCの 研 究の うち ソフ トウェア開発 を主 とす る部分をIPAの 公募 プロジェク ト「創造的

ソフ トウェア育成事業」に応募 し採択 された。 この事業における ソフ トウェアの研究開

発の一部をPDCの 活動 とリンクさせ、 この研究費5億4千 万円の うちの10%をPDCの 活

動費用 に当てた。残 りはこの事業 向けの個別 ソフ トウェア開発 に当てた。

以上の①～③の総和か ら、事務局経 費な どを差 し引いた分が研 究費 となるが、これ は3

億1500万 円 となった。

■賛助会員会費:会 員種別によ り異 なる金額

■ 「民間等 との共同研究」による校費

■ASTEMと の共同研究 の形

■予想 よ り文部省校費が小額

■使い勝手悪 ・全額経費大⇒申請漸減

■IPA公 募 プロジェク ト

■創造的 ソフ トウ ェア育成事業に採択

⇒個別 ソフ ト開発+100/oを 全体予算に

(3)支 出

①基礎的配分

各研究推進会員 あた り10万 円を会合旅費等用に配分 した。
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②研究テーマ ごとの配分

5つ の専門部会、あるいはそのサブグループな どか ら研究テーマを集 め、 これ を賛助

会員企業の代表 に評価 して頂いた。大学による評価を反映 させ る案 もあったが、PDCの 性

格上、大学の意向ではな く、企業 の一緒にや りたい とい う意向を優先 して反映 させ る方

針 とした。

5つ の専門部会が提案 した研究 テーマへ配分 された予算は、年度 ごとに見る と、それ

な りに差が生 じたが、5年 間 を通 してみ ると、5専 門部会に配分 された総予算額はほ と

んど同額 とな った。

研究推進会員 の数は年間約60な ので、年平均 で各々100万 円渡ったことになる。

これ は研 究プロジェク ト費用 としてはかな り少ない。 しか し、もともと大学には自由

な資金が少な く、学会に参加す る旅費確保 も難 しい。その中では使 いやすい資金 として

利用で きた。

研究予算配分の決定方法

■基礎 的配分:各 研究推進会 員10万 円

会合のための旅費 などに充当

■研究テーマごとの配分

■研究部会 ・グルー プか ら研究提案

■賛助会員企業による評価

■評価に比例 して配分

⇒評価 は企業 ごとにはかな り分かれたが、

合計す るとほぼ平均化

収支の内訳

(4)成 果の運用

成果 は原則公開であるが、賛助会員企業 にメ リッ トを持たせ るために、公開時期 に差を

つけ、会員企業 には成果報告書の形で早 く提供 した りしてい る。 ただ し成果 の多 くは論文

として詳細に発表 され るので、メ リッ トの程 は疑問であった。また予算上、研究のかな り

の部分を他のプ ロジェク トで実施 したため、公 開に支障の生 じたケースが一部にあった。
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2.6.3賛 助会 員企 業 の意 見

2.6.3.1パ ネ リ ス ト:後 藤 敏 氏

(1)参 加 の メ リッ ト

賛助会員 として、 とい う以前に 日本 として、 この方面の研 究が活性化 したのは、非常に

有意義である。人材育成な ど、間接 的効果 も出てくるだ ろ う。大学 との交流が限 られた人

脈か ら拡大 し、大学側 の人材や技術が透明に見え始めた。 企業間の横のつなが りも、 この

よ うな機会が無い と難 しい。

魅力あるソフ トウェアが開発 され投 資効果が高かった と感 じてい る。寄付なので特定の

成果を求めないが、分野 のプ ロモーシ ョンが図れればいい と思 う。

(2)問 題 点

PDCへ の投資は研究に十分な額 とは言 えなかった。一方、IPAか らのよ うなパルス的資金

やマ ッチングファン ドは、良い面 もあるが運営が難 しい。PDCが 無 くても大学は個別 に研究

を しただろ うが、それ がオープンにな り加速 されたことに効果があった と理解すべ きか。

企業は投資に対す る成果が何かを明確 にす る。その観点か らはば らまき的な面 もあった

が、今回は短期的ではな く長期的 リターンを考えるべきだ ろ う。 日本発のオ リジナルな成

果、す ぐに使 えるソフ トウェアの見極めはこれか らになる。

(3)大 学への期待

教育は是非、大学で充実 させ人材育成 して欲 しい。特に情報通信分野の博士課程 を出る

人 の数は米国 より2桁 くらい小 さい。企業 としては博士課程出身者な ら欲 しくて仕方がな

いので、奨学金等、効果 の出やすい環境整備を含め期待す る。

グローバルな競争を想定 し、その 中で勝てる、つ ま り世の 中に残 り価値を持 ち続 ける、

そ うい う研究を期待す る。元来、研 究 とは世界初のことをや って世の中の評価 を受 けるも

のであ り、高いハー ドル を狙 うべ きである。

昔は 「大学は基礎研 究、企業は応用研究」 と言われたが、線 引きは無用である。

米国では先生が会社を持 っているの も当た り前だ。企業 も面 白そ うな基礎研究は どん ど

んや る。要は 日本全体 として人や機 会を生かせ る仕組みが必要だ。
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2.6.3.2パ ネ リ ス ト;林 弘 氏

(D産 学連携の形態

PDCは 企 業 出資 を主 と した コ ン ソー シアム に よる先行 基礎研 究だ っ たが 、産学 連携 には い

くつか の形 態 が有 り得 る。

・出資 元 に関 して:企 業 、国 家 プ ロジ ェ ク ト

・ター ゲ ッ トに関 して:先 行基 礎研 究 、 実用研 究

・大学 の連携 対 象 に 関 して:コ ン ソー シア ム 、受 け皿 会社 、個別 企業

しか し、最近の国の予算は産官学 の連携 が条件 となってきている。 また産学連携 は大学

が先行 していた基礎研究関連に比重がかかるだろ う。 実用化研究は個別企業 とやればよい。

他の産学連携の例 を挙げると以下のよ うなものがある。

a)STARC:化 合物半導体研究

企業が集 まって研究所を設置。大学に もがんば りを期待 し、1件 平均1500万 円で

研究 している。最近ではこれ が国の産学連携プ ロジェク トの受 け皿 としても機能す る

ようになった。

b)SSR:日 本 の ソフ トウェ ア戦略 の検 討

企 業 出資 に よ る調 査 フ ォー ラム。 年間4プ ロジ ェ ク ト、各250万 円程 度。

これ らを見ると、基礎研 究の産学連携にはそれな りの枠組みが必要 と思われ る。

(2)産 学協同の今後の方向

国家 プ ロジェ ク トの意 義 と して 、次 の2点 が 大 きい。

a)基 礎研究への大規模出資

日本で金額的に一番大きな研究は、宇宙 ・原子力 ・実験物理な どで、それぞれ数千

万円単位 である。 こうした取 り組みは国家プロジェク トでない とできない。

b)人 材の養成 ・プール

国家プ ロジェク トのこの役割 も重要で、米国ではこれ が進んでい る。

効果的連携 のために、実用化研 究においては大学の評価 システムを論文指向か ら変

更する必要がある。基礎研 究のためには、STARCの よ うな受け皿、あるいはメーカが

集まって議論す る場 となる枠組みが重要だ。

一52一



第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

第3章 米国連邦政府支援研究開発計画における

大学 ・国研の独立性と権限

情報革命 の到来 に向けて、わが国の先端情報技術 のR&Dを 強化す るためには、国の重点

投資 と関連す る仕組 みや法制度 の改革 が必要不可欠であることが明 らかになってきた。

米国は1970年 代末よ りこれ を実施 してきた。一方、わが国は旧態依然たる仕組みや法制

度 を温存 したため、国の投資効果が阻害 され るよ うな状況 となってい る。

本章では、米国の国家プロジェク トのマネジメン トの仕方を多 くの事例 によ りできるだ

け解 り易 く解説す る。 これ らの事例は、アーサー.D.リ トル(ジ ャパ ン)株 式会社 に調査

委託 して、米国の国家プ ロジェク トのプログラムマネージャーへのイ ンタビュー を行い、

とりま とめたものである。

3.1は じめ に

(1)調 査の背景 と目的

現在わが国では、国立研 究所や大学の独立行政法人化(エ ー ジェンシー化)が 検討 され

てお り、一部、2001年 度か らの実施が予定 されている。 これ らは国立研究所 、大学な どに

研究の実施、運営に関する決定権 限を委譲す ることで、競争原理を導入 し、研究の活性化、

人材の流動化を図 ることを 目指 した ものである。

本調査では、日本の国立研究所、大学の独立行政法人化に際 しての権限の委譲、仕組み、

制度作 りに対 し何 らかの示唆を導出することを目的 として、多 くの産業のシーズ とな る技

術や起業家 を輩出 してい る米国の大学や国立研究所 における政府 主導研究開発 プ ログラム

事例 にっいて調査 、分析を行った。 また特に、研 究者が研究開発に意欲的 に取 り組み、予

算 を研 究開発本意 に有効に活用できるよ うに している、柔軟な管理運営の仕組 みに着 目し

た。

(2)調 査対象範 囲

本 調 査 は 、 以 下 の 点 で 大 き く 性 質 の 異 な るDigitalLibraryInitiative(DLI)、

AcceleratedStrategicComputingInitiative(ASCI)の2プ ロ グ ラ ム を 対 象 と し て 行 っ

た 。
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鋪 溺 葺牽ぢ滅
がりのき二つカ・け占

中6的 な研究
セクター

予算
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NationalScience

Foundation(NSF)

凹
DepaHmentofEnergy

(DoE)

数年間に渡 る草の板 違
動的な研究者 とNSF職 員
との非公式な話 し合い

大統領によるイニシアティ
ブ→DoE国 防プログラム

大学 国研

約6mil$

(DU-1平 均 年 間 予 算)

約483mil$

(1999年 度 予 算)

調 査 対象 とす る管 理運 営権 限(機 能)は 、研 究 テー マ選 定 、 実施 管理 、事後 の 取 り扱 い

と し、主 対象 と して は、1)研 究者 の選 択(提 案採択 の メカニ ズム、外 部 との共 同研 究体 制

構 築 プ ロセ ス)、2)予 算 配分 ・管理(予 算費 目、通 年 度 予算 メ カニ ズ ム)、3)プ ロジ ェ ク

トの運 営(予 算 、テ ーマ の評 価 、 目標 変 更や 期 間延 長 も含 めた変 更 ・打 ち切 りな ど)、4)

成 果 の管 理(特 許 、 ソフ トウェアの 著作 権 な ど)、5)成 果物 の帰 属(ベ イ ド一一ル 法適 用 、企

業 との共 同研 究 の条件 決 定権 な ど)の5項 目と した。

また、調 査 対象 階層 はエー ジェ ン シー 以 下 の階層 と した。

(3)検 討の視点

研 究者 の 活動 に与 え られ る大 き な柔軟 性 の背 景 には 、そ れ を支 え る もの がバ ラン ス して

存 在 して い る。 それ に は"ビ ジ ョンの共 有 化"、"モ チベ ー シ ョン/イ ンセ ンテ ィブ"に よ

る+側 へ の 引 き と、"コ ン トロール"に よる一側 の押 さえの 両面 があ る。 本 調査 では 各プ ロ

グ ラムに つ い て、 これ ら総 体 の仕 組 み が どの よ うに形 作 られ て い るか との観 点 か ら整 理 分

析 を行 っ た。

プ
'

今 ト
導きによる+

自律にょる+

コントロー ル 　面の歯止め
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(4)本 章の構成

続 く3.2節 、3.3節 にお い て、そ れ ぞれDLI、ASCIに お ける プ ログ ラムマネ ジメ ン トの状 況

につ い て説 明 し、3.4節 でそれ ま での ま とめ を述 べ る。 さ らに 、3.5節 にお い て そ こか ら導

き出 され る 日本 へ の示唆 に つい て 、検討 を加 え る。
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3.2ケ ー ス ス タ デ ィ1DLI(DigitaiLibrarylnitiative)

3.2.1DUの 概 要

DLIは 「電子 化情 報 を収集 、保存 、整 理す る方 法 を著 しく進歩 させ 、 コ ミュニ ケー シ ョン

ネ ッ トワー ク を通 じた ユ ー ザ ー フ レン ドリー な 検 索 、情 報 入 手 、情 報 処 理 を 可能 にす る

(DLI-1)」 こ とを 目的 とす る、Nationa1ScienceFoundation(NSF)を 中心 と した産官 学 に

よ る共 同 プ ログラ ムで ある。エ ー ジ ェ ンシー のプ ログラムデ ィ レクター 、研 究者 の作 る コ ミ

ュニテ ィー の草 の根 的活 動 が や が て ワー クシ ョップ の開催 へ と結 びつ き、そ の結 果 と して

1994年 か ら1998年 に掛 けDLI-1が 実施 され た。

DLI-1で は6つ の大学 が資金 提 供 先 と して選 ばれ 、 プ ロジェ ク トを実施 した。DLI-1の

成 果 は、Inktomi、Google、LYCOS等 の検 索エ ンジン関連企 業 の起 業 に繋 が ってお り、産業 活

性 化 の意 味 か らDLI-1は 非 常 な成 功 を収 めた プ ログ ラムで あ る と言 え る。

現在 、DLI-2が1998年 か ら2002年 まで の計画 で実施 され て お り、 資金提 供先 の選 定 が 引

き続 き行 われ てい る。

企業 のDLIプ ロ グラムへ の参 加 は 大学 を通 じて行 われ てお り、NSFと 企 業 と直接 の コ ンタ

ク トは特 に行 われ て いな い。 しか し、NSFは 大学 が企 業 と共 同 で研 究 を行 うことを奨励 して

い る。

3.2.2DLiに お ける柔軟 性

NSFプ ログ ラムデ ィ レク ター の役 割

●DLIに お いては、NSFが プ ログラムの主 体 でありNSFの プログラムディレクター に参加 大学 へ の承

認 権 限 は一 任 されている。これ によりプ ログラムがエージェンシー 間 にまたがることにより起 こる

手続 きの硬 直化 、煩 雑 化 を防止 している。
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●NSFプ ログ ラムデ ィ レクター の役 割 は 、研 究 領域 へ の変更最 終 承認 、プ ロ グラム の設計 、

各大 学研 究 状況 の把 握 ・場合 に よって はア ドバイ ス(報 告 書 、現場 視 察、研 究者 との非 公

式 な コ ミュニ ケー シ ョンを通 して)、DARPA、NASAと の コ ミュニケー シ ョン、DLI関 連 ワー

クシ ョップの 開催等 であ り、研 究 チー ムが研 究領 域 につ いて の修 正 を希 望す る場合 には、

NSFプ ロ グラ ムデ ィ レク ター は他 エ ー ジェ ンシー プ ログ ラムマ ネ ジャー/デ ィ レクター と

共 に構 成 して い るプ ロ グラムマ ネ ジ メン トグル ー プの 同意 の上 に承諾 を行 う。変 更過 程 は

電子 メー ル な どで の簡 単なや りと りで あ り、非 常 に柔軟 な対応 が可 能 で あ る。書 類 上 では

この変 更 は次回 の 四半期 報告 書/年 次報告 書 上 に新 た なテー マ につ いて の報 告 が突然 現れ

る形 とな り、変更 に伴 う事務 手 続 き は必 要 ない。なお、プ ロ グラムマ ネ ジ メ ン トグル ー プ

間 では は ミーテ ィン グ、電子 メール な どを通 しての親 密 な コ ミュニ ケー シ ョンが図 られ て

い る。

赫

㌔
ア

出
に
な

濃
密璽 Excitingな テ ー マ

見 つ か った!

研究領域修正を希望
一電話・電子メール等
← 一

非公式に変更承諾

プログラムマネジメントグループ

予算に関する規定

●予算規定は、全てNSFの 規定 に従 っている。特に研究者人件費、秘書等 事務職員人件費に

予算が適用できることが、予算規模 に応 じた柔軟な人事を可能に してい る。NSFフ ァン ド

予算費 目は以下の通 り。
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艶
・プ リン シパ ル イン ベス ティゲ ー ター

・プ ロジ ェクトデ ィレクター

・教 授

・そ の 他 上 級 職

・ボスドク
・研究補助員
・大学院生
・学部生
・秘書(プロジェクトに

直接関与する場合)

蛙雌鍵
{

*プ ロジェクト関連ワーク

ショップ等への参加者補助

その他直接費

・材 料 、備 品
・出 版 等

・コンサ ルテ ィング

・ITサ ー ビス

・外 部 研 究 委 託

雌
・設備
・間接事務

*そ れぞれにつき予算 申請の正当性を書類にて説明の必要あり

*人 件費が年度予算の約50%を 占めるような場合もある

*大 学教員のファンドからの給与は、夏期休暇 中の3ヶ月分相当を超えてはならない

●人件費が予算 によってカバー され ることか ら、大学内でのDLIに 関する人事 は、大学職員

以外 は全てプ リンシパルイ ンベ ステ ィゲー ターの裁量によ り採用 ・待遇 を含 め決定が可

能である。大学職員人事に関 して は、大学が全権 を握 ってい る。

●予算執行 に関 しては、年度 ごとに予算申請が義務付 けられているものの、4年 間 のプ ログ

ラム実施期間内においては予算 ・支 出の次年度への繰越、費 目の振 り替 えも大学側が 自

由に行 うことができ、年度末予算消化な どの問題は起 こ らない。一
予算申請
・承 認

予算 申請
・承認

予算申請
・承認

予算 申請
・承認 ・ここで初めて、予算 消化

努力が起こり得る

・4年分 の予算を超 えた支

出については基本的 に

は不可

_58_



第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

●大学 と研究チー ム間を見てみ ると、大学は予算執行に関 しては一切管理 ・介入 は行なわ

ず、支援の提供のみを行 っている。 スタンフォー ド大学では2人 のプ リンシパルイ ンベ

スティゲ一夕ー(PI)がDLIプ ロジェク トに関す る予算執行の公式な権限を有 し、実際に

は各研究責任者 が各々の判断で支出を行っている。

NSF

プログラム

ディレクター

塑 三碧 繁なヨそユ 灘 器 にて予算執行

・・頻 繁 なコ〉 ニケパ7

ション

$f,500以 下の場合、手続

きなく鹿又できる

*UCバ ークレー校 ではファンドは 一 度ElectronicResear。h研 究 所へ 行きそこか ら再 配 分され るが 、執 行 権 限の 所在 は 同様

研 究 チ ー ム

成果物の取 り扱 い

●成 果物 に関 して は 、DLIで は、Contract、CooperativeAgreement、Grantの3種 類 のプ ロ

グラム運 営形 態 の うち主 にCooperativeAgreementと 呼 ばれ る形態 が採 用 され てお り、大

学側 に成 果 物 の提 出 は一切 求 め られ て いな い。 また、研 究 よ り生 じた 知的 財 産 権 に関 し

て も取 り扱 い は全 く大 学 に一 任 され て お り、大 学 では組 織 だ っ た支 援 の仕 組 み が機 能 し

て い る。 これ らの こ とか ら、成 果 として生 じる知 的財 産権 の 商業 利 用 は非 常 に容 易。
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(参考)NSFの 知的財産権取り扱い規定概要

NSFは 、Cogtract、CcoperativeAgreement、Grant全 てのファンド受領形態の場合にお

いて、ファンドの成果物として生じた知的財産 権の扱いに付き、特別の場合を除き以下

の規定に従う

一
・ファンド琴領者は権利申鯖を行える

・ファンド受領者 が権 利放棄 した場 合、発明 者が権 利 申請を行 える

・ファンド受歯 音 、さらに発 明者 が権利 を放棄 した場 合、もしくは規 定期間 内に権 利申請 を行 わなか った場 合 、
NSFは 権利 申請を行える。但 し通 常 、他エージェンシーからの権 利申請 要望 がない場合 、NSFは 発明 を公

開

・NSFは 全ての 発明 に対 し非独 占的 権利 を有 し、無料 でライセンスを使 用できる

発明者/フ ァンド受領者権利利用にあたっての条件

:欝認議灘 蕊欝欝撫欝 灘怨讐 ρ義援堅

≠これ らはベ イドール法 の実施 機関 であるDepart〃tentofCo〃lmerceが 各

エー ジェンシーに推薦 した規 定原文t:NSFが 一部 変更 を加 えたもの

企業 との連携

●DLI参 加 大学 は、政 府 エ ー ジェ ン シー 以 外 の企 業 、研 究 所等 よ りSatellitesponsorと し

て何 らかの形 で支援 を受 け る こ とが強 く奨 励 され てい る。 しか し、大 学 と企 業 間 の 関係

に は政府 は一切 介 入せ ず 、 この 関係 は大 学研 究 チ ー ム と個 別 企 業 間 の事 情 に合 った協 定

に よ り成 り立 って い る。DLIで は政 府 フ ァン ドと企 業 等 に よ る支援 の割 合 は50:50に もな

ってお り、 ス タ ンフ ォー ド大学 の ケー スで は、 支援企 業 は15企 業。

3.2.3DLIに お ける ビジ ョンの 共 有化

ワー クシ ョップ の開催

●DLIの 研 究 対象 領 域 で あ るデ ジ タル 図書 館 の概 念 は、NSF主 催 の度 重 な る ワー ク シ ョップ

に よって 、定義 ・再 定義 され て き てい る。 これ らの ワー ク シ ョ ップ は、DLI研 究者 コ ミュ

ニテ ィー の形成 に大 き く寄与 して い る。

● ワー ク シ ョ ップ は産官 学 よ り対 象 分野 関係 者 が 出席 し、数 日間 をか け て行 わ れ る。 この

ワー ク シ ョ ップ の存在 に よって 、 産官 学 か らの ニー ズ ・視 点 を反 映 した ビジ ョンの構 築

が可 能 とな って い る。DLI-2の 枠組 を議 論 した サ ン タ フェ ワー ク シ ョ ップ で は、 対象研

究領域 につ いて にみ な らず 、 プ ログラ ムの運 営 体制 に つい て も活 発 に議 論 され 、DLI-2で

の運 営体 制 に反 映 され た。
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プ ログ ラムデ ィ レク ター の資 質

● エ ー ジ ェ ンシー の担 当プ ログ ラ ムデ ィ レク ター は当該 分 野研 究者 と して も一 流 であ り、

プ ログ ラムマ ネ ジ メ ン トグル ー プ 、大 学研 究者 よ り絶 大 な信 頼 を受 けてい るた め、研 究

コ ミュニ テ ィー に お いて信 頼 で きる メ ンバ ー と して ビジ ョン共 有化 過程 にお け る コー デ

ィネ ー ター の役 割 を務 め られ る。

●DLI担 当のNSFプ ログラムデ ィレクター の経歴

・ 対 象領 域 の研 究者 と して の深 い理解(情 報 ・意 思決 定 シ ステ ムで博 士号保 有)

・ プ ロ グラム立 ち上 げに 中心的 役割 を果 た し
、マ ネ ジメ ン トプ ランな どの作成 も手掛 け

る。 以来6年 間(1994-)DLIの 運 営の担 当責任者

・ 上 司(デ ィ ビジ ョンデ ィ レク ター)と の ミーテ ィング義 務 はパ フォー マ ンス評 価 の為

の6ヶ 月 に1度 の ミー テ ィン グのみ。 実質上 は"同 僚"(専 門領 域 にお け る ピアー)。

・ 大 学側 、各 エ ー ジェ ン シー側 か ら非常 に高 い評 価

↓参 考)NSFで は 、 プPグ ラム デ ィ レクター の65%が 正 式職 員 、27%が 他 エ ー ジェ ン シー

か らの出 向者 であ ク、約7%が 数 年間エ ー ジェ ン シー に勤 務 した後、研究 に戻 る

ローチ ー ター。

コ ミュニテ ィー に お け る信 頼 関係

● これ らの ことか ら、産官学 においては、厚い信頼関係 に基づ く研 究コミュニティーが形

成 されてお り、 これが ビジ ョン共有化実現の重要 な下地 となっている。

3.2.4DLIに お けるモ チ ベー シ ョン/イ ンセ ンテ ィ ブ

大'!II'研究 者 ・大'IY'のDLI注 力 へ の モ チ ベ ー シ ョ ン

●大規模な未踏分野への挑戦

・ 大規模 で リスクの高い研究の結果、インパク トの高い論文がキャ リアになる
・ 大規模で リスクの高い研究により、研 究者 としての知的好奇心が満た され る(競 争の

結果、知的好奇心が旺盛 で野心的な研究者 しか一流大学教員 にはいない)。

●プ ログラムへの研 究者ニーズの反映 と、当時者意識の強 さ

・ プログラムの コンセプ トにつ き研究者を招いてワークシ ョップを開催、結果 を反映 さ

せたプログラム設計を行ってお り、為研究者側 のニー ズ ・興味が反映 されてい る。ま

た、プログラム設計 より関わることで、 当事者意識 が生 まれる。

● ファン ド獲得 によるメ リッ ト

・ 研究者側 としてはファン ドか ら給与を受 けられ る、また優秀な研究者 を雇 える
・ 大学側に とってはファン ドの一部は大学間接費(施 設費 ・人件費)と して収入 とな り、

そのため研究者 に とってはファン ドをとることがテニュア獲得 に有利 に働 く
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●企業での活躍の機会

・ 大学職員であっても研究領域の強みで企業で活躍、給与をもら うことが可能。大学職

員は大学か ら支給 され る9ヶ 月分給与の他、3ヶ 月分を稼 ぐことができる。また、PhD

の学生に とっては、企業 との共同研究の場が豊富に用意 されてお り、企業研究所 と交

流を深めつつ就職 の可能性 を模 索できる。

●研究成果の知的財産権 を利用 した起業の可能性

・ 研究成果 として生ず る知的財産権は大学に帰属するため商業利用が容易であること、
ベ ンチャー支援制度が整 っていることか ら、研究者が 自らの研究結果を利用 して起業

す ることが可能である。 また、大学は知的財産権 をライセ ンスア ウ トす ることで莫大

な ロイヤ リテ ィー収入 を得 られ る。

企業 のDLI注 力へ のモ チベ ー シ ョン

● 大学 との 共同研 究 を通 じた りクル ー テ ィン グ

・ 共 同研 究 を行 うこ とで 、将 来性 の 高 い優秀 なPhDの 学 生 を惹 きつ け、採 用す るこ とが で

き る。

● 大学 との共 同研 究 を通 じた研 究所 のlntellectualreputationの 維 持 ・向上

・"開 発"で は な く"研 究"を 行 うXeroxPARCな どの研 究所 では 、学術 的 評価 の 高い 大

学 と共 同研 究 を行 うこ とでそ の 知的 評判 を維 持 、 向上 させ る こ とが重 要。
・ 大 学 と共 同研 究 を行 うこ とで、研 究指 向の研 究所 研 究者 のモ チベ ー シ ョンを維 持 。

●大学 との共同研究 を通 じた先端技術へのアクセス

・ 先端技術に造詣の深い共同研 究先のPhDの 学生をサマータイムジ ョブ等で一時的に雇

用 し、研究所へ先端技術の導入 を図ることができる。 また、その間に学生が出 した研

究成果については企業の保有 とな る。

●課税負担軽減

・ 大学研 究を資金 ・備 品提供等 によ り支援す ることは、税制優遇処置の対象。

3.2.5DLIに お け る コ ン ト ロ ー ル

報告 ・視察受け入れの義務

●プ ロジェク トの開始か ら終結まで、四半期 ごと、年度 ごと、プ ロジェク ト終結時に研 究

報告書の提出義務 、さらに2年 に一度 のエージェンシー職員 による一 日掛 りの現場視察が

行われてい る。結果 に対す る評価プ ロセスは存在 しないが、プ ロジェク ト終結時の次期

プ ロジェク ト継続可否が評価 を反映 した もの となってい る。
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プ ロポー ザル 選定

● プ ロポー ザル の選 定 は 専門 家 に よる ピア レビュー に よって な され る。応 募者 と関係 の な

い全 米 各 地 の ピア レ ビュー ア ー とエ ー ジ ェン シー職員 とが ワ シ ン トンに集 い 、各 プ ロジ

ェ ク トを評 価 、採 択 プ ロポー ザル を決 定す る。

プロポーザル選定プロセス

iiiiiiiiiiiiii:;iiiiiiii、…:・・鐵 ぶ熱……i難…,…i:iiiii:嚢i;i蓼iiii…iiiiiiiii……i…毒㌍ ・繍 ……≡i::i:i}iiiiiiiiiii:iil:iiii:;;iiiiiiiiii…1,…:1…:iiiiiiiliii〕iiiiiiiiiiiiiii:iiliii…i…1…iiiiiliiiiiiiiiiiiiiii蒙:iii:ii…………iiiiiliiiiiiiiiiliiiiiiiiii…ll毒i;iii:iiiliiii灘

綿 騨麟 議難
・ピアレビューアー・各五一ジェンシ

担当者が集まり選定会議を開き、

採択プロポーザ ルを選定
・ポートフォリオ的視点よりどのプ

ロジェクトにどれだけ予算を振 り

分けるかを決定

、………　ii拳iiliiili…・li………1…i;i……:1;…、……、:…;,嚢……　……讐、、…・………1………1:…・………,…,:・・1、…i・、…ii、iiiiiiiiiii灘:ii籍轡 灘iiii…i;iiliiiiiiii………ilii………:…1藷…・i…iiiiii…liiii…i…i馨liii…iiiii≧1::i・…i…i…iiiiliiill…iiiiii…i…:難
灘ii:…:薫iiiiiii…i…:………竺

糖.、冷脳.ぎ ミ≧

↓

liiiiiiiiiiiiii……1………i・……il…liiiilill………1…‖:ii:i…;:llilii…繍il,i鱒"〃 門'　 磯 灘:;;;・…譲……ii麟:…iii:iiiiliii…iiiii…・、○、…1…………,　………iliiililli…i…lliiliiiliiiliii…灘 。…

*各 大学の応募動向、応募研究 内容については、一切公表されない

*ピ アレビュアーは、レビュイーとの間に何らかの組織的、財務的関係がある場合、その旨の 自己申告が求められている

●DLIプ ロポーザル評価 にはNSF規 定評価基準に基づいた基準 が用い られ た。特に注 目すべ

き点 は、研究チームの組織 ・管理体制の十分 さも大きな選定要素 となっている点で ある。
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3.3ケ ー ス ス タ デ ィ2:ASCI(AcceleratedStrategicComputingInitiative)

3.3.1ASCIの 概 要

ASCI開 始の経緯

過去50年 間に渡 り米国は核兵器の製造 と管理を行ってきてお り、核兵器 の性能 ・安全性 ・

信頼性維持 の方法論 は伝統的 に主に核 実験 を実施す るこ とで、国立研 究所、製造施設 によ

り開発 されてきた。

また一方で、科学者、エ ンジニアは最先端の物理学の知識を核貯蔵管理へ適用す る試みを

重ねてきてお り、これは核兵器性能の数学的予測を徐々に可能 に してきた。

コンピューター性能の向上 に伴い このよ うな数学的予測は コン ピュー タープ ログラムへ

と形 を変 え、兵器設計者 に高度な情報提供をで きるよ うにな り、また多 くの経験則 が コン

ピューター コー ドへ と変換 され コンピュー ター コー ドの更なる改良が進め られたこ とか ら、

現在では、 コンピュー ターによる計算 と実験は大 きく相互依存 してい る。

この ような状況下、ク リン トン大統領による"ゼ ロ ・イール ド"包 括的核 実験禁止条約の

提案 を受 け、DoEを 中心 として1995年 にASCIプ ログラムが立 ち上げ られた。

ASCIの ミ ソシ ョン

ASCIは"核 実 験主 体 の方法 論 か ら早 急 に コン ピュテー シ ョン主 体 の方 法論 に移 行す る"た

め、米 国核 兵器 貯 蔵 の安 全性 、信 頼 性 を維 持 し核 の 危 険性 を減少 させ る上 で欠 く こ との 出

来 ない最 先端 の コン ピュー タモデ リン グ、 シ ミュ レー シ ョン能 力 を創 造 す る こ とを ミ ッシ

ョン と してお り、2010年 まで に 、以 下 を 実現す る こ とが期 待 され てい る:

・ 兵 器設 計 、生産 分析 、事故 分析 、検 定 を行 え る、高性 能 、 フル システ ム 、高信 頼性 を有

す る コー ドを開発
・ 米 国 コン ピュー ター製 造産 業 を刺 激 し、これ らの アプ リケー シ ョンが必要 とす る よ り強

力 なハ イエ ン ドスー パー コ ン ピュー テ ィング能力 を開発
・ これ らの コン ピューテ ィン グ能 力へ の ア クセ ス 、利 用 を可能 とす る コン ピュー タイ ンフ

ラス トラ クチ ャー、 オペ レー テ ィン グ環境 を実 現
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－

ASCIプ ログラムでは、DoE所 属の3つ の国立研究所を中心 として、大学 、企業 を巻 き込ん

だ運営体制が構築 されている。

隊 /③ ←＼ くs縮鵠一 ■ 一躍 蛭 竺輿一一

、》
、 ∨/

スタンフォー

ド大学

カル オル
ニア工特大

t 一

ユタ大学

一

ンカゴ大学

.一

イリ イ大

学

| 1

趨5搬 、
ぱ``吋さ初 ち

エ ー ジ ェ ンシー

・ASCIの 取 り組 み は 、m－ レン ス ・リバモ ア国 立研 究所 、ロス ・ア ラモ ス国 立研 究所 、

サ ンデ ィア国立 研 究所3つ の国防 プ ログラム研 究所 に また が って行 われ てい る。

・3つ の国 立研 究 所 の マネ ジ メ ン トの融 合 はASCIの5つ の戦略 の 一 つ。

・3研 究所 とDoEは 緊密 な協 力 体制 に よ りASCIプ ログ ラムの運 営 を行 って い る。

大 学

・大 学 は歴 史的 に 国防 プ ログ ラム国立 研 究所 と緊密 な関係 を有す る。

・国 防 プ ロ グラム 国 立研 究所 は そ の性 質 上得 られ た科 学情 報 の扱 い に関 し非 常 に強い

管 理 下 にあ り、大 学 との間 に は常 に この点で摩擦 が存在 す る。

・しか しASCIプ ログ ラムで は、"シ ミュ レー シ ョンが 高い精 度 で現 実 を反 映 でき る こ と

を証 明す る"と の知 的 目的 が大 学 と国 立研 究 所 に よって共 有 され てい る。

企 業

・初 の ス ーパー コ ン ピュー ター は兵器 開発 の一環 と して コ ン ピュー ター 産業 界 との共

同研 究 に よ り1960年 代 に開発 され た。

・1980年 代 か ら1990年 代 にか けて 、国 防 プ ログ ラムは劇 的 に企 業 との 共同研 究 を減少

させ た。

・この 時 点 よ りコ ン ピュー ター 産 業界 は ビジネ ス用 高性 能 マ シ ンの マ ー ケ ッ トに 注力

を は じめ、 以来 、 国防 プ ログ ラム にお け る超 高性 能 コン ピュー テ ィ ングへ のニ ー ズ

は満 た され てい な い。

・現在 、ASCIを 通 じ、超 高性 能 コ ン ピュー ター の信 頼 で き るマー ケ ッ トの構 築 を 目指

した新 た な提 携 が 行 われ て い る。
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3.3.2ASCI大 学 研 究 プ ログ ラム

(1)ASC1大 学研究 プログラムにおける柔軟性

プロジェク ト領域の変更

●研究チームはプロジェク ト研究領域の変更を希望する場合、大学プ ロジェク トの管理者

となっている担当国立研究所のテ クニカルモニターの承諾を得 る。

●承諾は電話、電子 メール等 を通 じての非公式なもので書類提出は伴わず、基本的にプロ

ジェク ト研究領域の変更に関 しての制約は殆 どない。

シカゴ大学

研究領域修正を電話・
電子メールにて希望

一 →

一

ローレンス・リバモア

国立研究所

電話 ・電子メールにて変更承諾

・書類の行き来はない ・ローレンス・リバ モア研究所 の研

究者
・シカゴ大学 研究 プロジェクトの運

営管 理を行 う

予算執行

●ASCIで は実際に資金が大学に支給 され るのではな く、大学が立 て替えの上DoEに 請求書 を

送付す る。ASCIで も毎年予算 申請が必要だが、予算 ・支出の次年度繰越、年度内での費

目振替は可能。 さらにDoEで は予算増の交渉 も認 めてい る。

大学ASCIプロジェクト(5年間)一

(

予算申請 予算 申請 予算申請 予算申請 予算 申請
・承 認 ・承認 ・承認 ・承認 ・承認

〉 》

仁

lilll,.ll>

・総額 に拘 らず予算

増については交渉
可能

臣 フ,亡恥 ン

難翻
>>甲>>>∀

1鷲 蓬護i
,

、

〉'"

謹

灘

量

フ'冊 ⇔

一轍.澱 号塔 主 謙]cでr.

浪{

=- 攣鞭 騨
鵠

‖D。Eが 余剰予算を一度回収
、改めて次年度予 算‖

に上 乗せ
行う

DoEへ の請求を次年度 に
大学にて費 目振 替処理

(テクニカルモニターが承
認)

‖年 度予算 が余ってしまっ

1た
生じた
年度予算を超えた支出が

申請 と異 なる目的 に費用

を利用 したい(人 件費とし
ての 申請分を機器購入に

使用等)
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● シカ ゴ大学 にお い て は 、全 て研 究チ ー ムの デ ィ レク ター オ ブセ ン ター(=PI)が 予算 執

行 ・人事(除 大学 教員 人事)に 関す る権 限 を有 してお り、大 学 は一 切 関与 しな い。 デ ィ

レクター オ ブセ ン ター は所属 の事 務 ・予 算管 理 ス タ ソフを有 してお り、大学 に よ る予 算 ・

人 事 に 関す る支 援 も特 に受 けて いな い。 予算 に応 じた研 究員 ・事 務 ス タ ッフの 増 強 が可

能。

ローレンス・リバモア

国立研究所

テクニカルモ

ニター

メ

/

シカゴ大学

/

〃

年次報告書にて予算執
行状況を報告

・予算執 行権
・人事権

墾懸鎌'

}

●ASCIに おいても企業 との共同研 究は 自由に設定できる。但 し企業は シ ミュ レーシ ョンに

関 して大学に後れ ていること、プロジェク ト終了後企業にDoEの スーパーコンピューター

が利用可能ではないことか ら、互いに共同研究 をす るインセ ンテ ィブは低 く、実際企業

との共同研究はほとん ど行われていない。

(2)ASCI大 学研 究 プ ログ ラム に お けるモ チベー シ ョン/イ ンセ ンテ ィブ

●大学研究者がASCIに 注力す るモチベー ションとしては、以下の ものが挙げ られ る。

・ 知的興奮が得 られ る

・ 他 の研 究者には出来ない研究ができる

・ 将来的インパク ト及び リスクの高い先端的な研究を行 える

・ 超高速スーパー コンピューターが利用可能

●米国で は教授職(テ ニュア)を 得 るには非常に激 しい競争が必要であ り、 自ず と教授職

を得 られた ような研 究者には リスクが高 く先進性 の高い研究を好む ような野心的な研究

者が多 く、ASCIフ.ロジェクトの提供す る上記の ような状況による知的興奮は教授に とっての

強いモチベーシ ョンとなる。
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(3)ASCI大 学 研 究 プログ ラム に お ける コ ン トロー ル

プロポーザル選定

●DoEはASCIプ ログラムにお ける大学パー トナーの選定に当た り、現場査察を含めた非常に

厳密 なプ ロポーザルの選定 を行 っている。 また単なる選 定だけではなく、個別 のプ ロポ

ーザル を厳密 にDoEの 要求に合 った ものへ と変更をさせ てい る
。

・プロポーザルの提出を希望

する研究者は、まずこの会議
に出席

・ASCIが どのようなプロジェク

トを大学に求めているかにつ
いて複数の例を用いた詳細

な説明を受ける

ξ憲 騰

・産官学より第3者 である専門

家によるレビューパネルを結
成、DoE研 究所、DoEのPMも
含め、第÷次プロポーザルを
レビュー

凝 難 ご

・より良いプロポーザルにする

為のフィードバックを行う
・内容の外れたようなプロポー

ザルを落とす

プロポーザル選定プロセス

報告義務 ・査察受 け入れ義務

●非常に集 中的な現場査察によって、研究管理体制、研究内容、研究進捗状況 が事細かに

チェックされ る。

・ 年2回DoE職 員及 びDoEと は無 関係 の独立 した研究者 の総勢30人 が大学を2日 間 に渡 り

査察
・ 大学研究チームによる発表を受 け、大学職員のみな らず、学生か らも話 しを聞 く
・ プロジェク ト計画 について もチェックを行 う

●書類による報告は、年次報告書 のみ。

●現場視察、年次報告書に基づ く評価は、プロジェク ト開始 よ り3年 目(中 間評価)と5年

目(最 終評価)に 下 され る。 中間評価の結果、プ ロジェク トの 中止 もあ り得 る。最終報

告の結果は、プロジェク トの次期 プロジェク トへの継続可否 に反映 され る。

成果物の取 り扱い

●研究の結果生 じた成果物の取 り扱いは基本的に大学に一任 されてい るものの、DoEは 以下

の3点 を契約条件 に入れている。

1)政 府に ロイヤ リテ ィーの徴収な しでライセンスを与えること

2)ソ フ トウェアへの権利主張にはDoEの 承認が必要であること

3)DoEは ソフ トウェアを使用 しコピーす る制 限付 きの権利 を保有す ること
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・ASCげ ロジェクトの成果 物は全て無料で公開している

・使用によるトラブル発 生時の責 任所在等 について簡単な契約をするのみで
一般に入手可 能

・但し、使 用当たっては製作者 名の明記を求 めている

・企業(エ ンジン製造 メーカー)と共同研究 を行っておリ非公開契約を企 業と結

んでいる
・企業との共同研 究より生まれた成果物(ソ フトウェア)は 企業と共 有化

(エンジン製 造メーカーからは、エンジンに関する技術的支援を受 けている)

成果物取 り扱い事例

33.3ASCI国 立 研 究所 研 究 プ ログ ラム

(1)ASCI国 立研究所研究 プログラムにおける柔軟性

DoEに お け るプ ロ グラ ムマネ ジャー(PM)へ の権 限委 譲

●DoEに お け るASCIの プ ログ ラムマ ネ ジ ャー(PM)は 、DoEに お いて非 常 に高 い地位 に あ る国

防プ ログラム責任者に直接報告をす るため、実質的 にASCI運 営におけるほとん どの権限を

付与 されている。

DoE最 高責任者

D砿 国防プログ

.ラム責任者 ・

ASCI….』 ・『

担 当 者 『;,

"Ai泌1責 往 者 ・・:

Secretary

ofDoE

ASSistant

Secretaryfer
Defense

{轍雛號撚瀧○

糎ASCIで はそめ 規 模 の大 きさか らIXsel責 任 』'・る'・

.璽繰 ㌶織 欝 懸盤 舞舞1奪

,'.AS窃 本 部 チ÷ ム 、・

蘂議難鯵
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●ASCIの 実質的責任者であるPMは 、2年 契約で一時的にDoEに 在籍する一流の研究者である。

PMの 持つASCIの 最先端技術への深い理解は、プログラム遂行 において迅速かつ正確 な判

断 と実行 を可能に している。

ASCI責 任 者 で あ るPMの 経 歴

・ カル フォル ニア 工科 大学 に在 籍 、現 在 は2年 間 の休職(リ ー ブ)中
・ 数 学でPh .D.を 保 有

・ASCIの 扱 う全分 野 に渡 り専 門 知識 を有す る

*そ のほ か、彼 の 下に配 属 され てい る10名 のPMも 全 て、 研 究者 と しての資 質 を有 す る人

材 であ る。

予算執行

●予算執行 は、金額が小 さい場合 には研究所が自由に変更可能。大 きい場合に もDoE側 よ り

文書 での承認が得 られれば、繰越 、費 目振替については変更可能である。

予算使途

↓ロス ・アラモス研究所 の場合ノ

●ASCIな どのプ ログラム予算 は、研究費の他 、人件費を含む。また、研 究所はプ ログラム

予算の一部 をTaxと して徴収、個 々のプログラムの枠 を超 えたインフラ整備、LDRDと 呼ば

れ る自主基礎研究へ充 当 してお り、研究所の自立性があ る程度担保 され る仕組みが存在

する。

・ハ イエンドコンピューティング
・開発環 境の創造

・共同研究の促進

3国立研究所

を融合させたマネ
ジメント体制
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成 果 物 の取 り扱 い

●ASCIプ ログ ラム にお いて 開発 され る ソフ トウェア等 の成 果 物 につ いて は、 実物 が 研 究所

に あれ ば良 く、 ソー ス コー ド等 の提 出 は必要 な い。

(2)ASCI国 立研究所研究プログラムにおけるモチベーシ ョン/イ ンセ ンテ ィブ

・立研 究戸研 究者 のASCI注 力へ の モ チヘー シ ョン

●魅力的な研究環境

・DoE国 防プログラムは世界最 高速度 のスーパー コンピュー タを始め とする極めて高度

な研 究設備を研究者に提供す ることから、研究者に とってこれ らの環境 での最先端の

研 究は純粋 に知的好奇心を満足す るものとして大きな魅力。

背景 国立研 究所研 究者のキャ リア形成(ロ ス ・アラモス研究所 のケース)

〉研究者は通常、大学院、ボス ドクを経 て直接国立研 究所へ就職

〉就職先を選択する際に、ビジネスに興味のある研 究者 はシ リコンバ レー、大学へ、

アカデ ミックな研究に興味のある者は大学へ、比較的応用分野に興味を持 ち先端

的研究環境での研究に魅力を感 じる者がDoEの 国防プ ログラムの研究所に来る

〉研 究所研究者 に とっては、 ミッションの達成が第一 目的であ り、論文作成 はそれ

ほど重要 ではない。 ミッシ ョンの達成の為 に論文作成に時間を割かない ことも多

い(成 果 の約50%程 度が論文 として発表 され る)

(3)ASCI国 立研 究 所 研究 プ ログ ラム にお ける コ ン トロー ル

プ ログラム推進体制

●ASCIプ ログラムの全体設計に際 し、DoEはASCIの 目的実現の為の5つ の戦略を反映 したマ

ネジメン ト体制 を確 立。各戦略チームへ各戦略を具体化 し遂行す る責任を負わせ た。

●DoEと 研究所間での役割分担の視点か ら見ると、プログラム全体の遂行、運営責任 ・権限

はDoE側 が有 し、各研 究所は主に与え られた ミッシ ョン(目 的)の 達成を効率的に研究所

レベル で実行す ることに責任 を負 っている。

●また、研究所内のプ ログラム推進体制を見ると、 ロス ・アラモス 研究所では近年、階層

構造の強化を行 った。 ロス ・ア ラモ ス研究所では、適度 な数の階層構造の導入 によ り研

究推進は効率化 された と受 けとめ られ ている。

●階層構造の存在に よって、プ ログラムの予算執行、配分権限は各階層へ段階的 に権限配

分がなされ てい る。各 階層が責任範囲内での資源配分バランスをコン トロールす ること

で、全体の適切 な資源配分バランスが実現 されている。
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計画 定

●毎年ASCI年 度予算 の獲得後 、極 めて詳 細な年度計画である実施計画 を策定する。実施計

画の策定にはDoE側 が大き く関与 し、3～4ヶ 月をかけてDoE側 と研究所側 とで案のや り

とり'を行 う。

●計画 目標の設定、変更に対する コン トロールの度合いは、 目標の レベルによ り段階的に

異なるように全体設計 されている。

ー具体
的

殴 舗 腱 欝 … 灘"・ 金扇』髄 …z

マイルポスト
DoD傘 、DoE、

国 立研 究 所

・ASCI全 体計画に盛り込まれたASCI全

体の計画目標
・ASCI立 ち上げ時にDoE及 びDoD職 員、

国立研究所PD、PMに より度重なる検討
の上設定された

・達成状況は外部 レビューの対象

マイルストーン
DoE、

国立研究所

・毎年実施計画に盛り込まれる各研

究所毎の達成目標
・違成度は内部レビューの対象

タスク
DoE、

国立研究所

・マイルストーン達成の為の詳細目標
・毎年実施計画に盛り込まれる

サブタスク 国立研究所

・タスクをさらに詳細化した研究者の

具体目標
・文書化するが、DoEへ提出はせず
研究所内部利用のみ

,改.

●しいコントロール

良r更∫ま非常'こ屋7館もしぐ
∫ま不可

ある程度のコントロー'レ

実施計画への慶賀は.
通常年一度程度1の頻度
で行われτいる

柔軟

頻卿こ度更

・1tOl)'tx'paru,IL':1101':X'IL,]1st

査察受け入れ ・報告 ・PI会 議

●外部 レビュー と内部 レビューの2種 類の現場査察、進捗報告書の提 出、PI会 議の開催 を

通 じ、研究所のプログラム進捗状況はDoEに よ り詳細に把握 され、その評価 は次年度の実

施計画策定にあた り反映 され る。

外 部 レ ビュー

・DoE職 員 、外部 ピア レビュア ー(大 学 、,産業 界、研 究 所 の退 職者 等 の研 究者)に よ る レビ

ュ ーo

・全 体計 画 のマ イル ポ ス トを達成 した か否 か を評価(達 成 か未 達 か で 評価。 達成 の 場合 、

DoE内 で大 き く発 表)。

・基本 的 に は毎年 一度 、2～3日 間 に渡 り行 われ る。
・プ ロ ジェ ク トの サイ ズ、状 況 に 応 じて 、 レビュー の間 隔 は柔軟 に変 更 され 、年 数 回 レビ

ュー が行 われ るプ ロジ ェ ク トや 、2,3年 に一度 しか行 われ な いプ ロジ ェ ク トもあ る。

→ 評 価 結 果 は次年 度 実施 計 画 へ反 映。

内部 レビュー

・研究所プログラムオ フィスによる研 究所内部での レビュー。
・実施計画で設定 されたマイル ス トー ンの達成状況を評価。
・年 に一度行われる。
→評価結果は研究所 内にお ける進捗管理、資源配分の決定に利用。
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進 捗報 告 書

・プ ロジ ェ ク トのサ イ ズ 、状況 に応 じて 、 プ ロ ジ ェク ト毎 に異 な る タイ ミン グ(3ヶ 月 ご

と、1年 ご と、2年 ご と等)で 進 捗 報告 書 をDoEへ 提 出。

PI会 議

・3研 究所 の研 究者 が 、研 究 内容詳 細 を発 表。
・半年 に一 度 開催 。
・外 部者 に よ る レ ビュー は行 われ ない が

、DoE職 員 によ る レビュー と して機 能 。
・秘密保 持 の必要 のな い公 開セ ッシ ョンで は企 業

、大学 のASCI関 係 者 も参 加 。

知的財産権 の取 り扱い

●ASCIプ ログラムよ り生 じた知的財産権の取 り扱いは基本的にベイ ドール法に準拠 してい

る。

・ 研究成果 として生 じた知的財産権は、研究所 のオペ レーターであるカル フォル ニア大

学 とDoEに 帰属。
・DoEは ロイヤル ティー料な しで成果物の利用が可能

。
・ 研 究者が成果物に関す るライセ ンスを購入 し起業することは可能であるが、非常に煩

雑なプ ロセスが必要であ り、起業例は非常に少ない。
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3.4 ま とめ

3.4.1 米国モデルに見る鍵となる施策

以上までに見てきた米国政府主導プ ログラムについて、日本にはない形でプログラムの成

果に大 きく寄与 している と考えられ る、鍵 とな る施策の抽 出を行った。

プログラム
流れ

プログラム
対象援関

・ワークショップ

研究者英知の取込み

、

)

・プロポーザルの運定方法

ピアレビュー制度

;《1・PD/PMの#E

.,■PD/PMの キャリア と彼らへの大

幅 な権限養 田

丁'

=岱 法

・PMの 存在

PMの キャリアと彼らへの大幅な
権限委譲

・実施計■の策定

詳細な年度計画の策定

・プロポーザルの選定基準

商業的存続性のある技術開発
のみ選定
5年 以内の商業化を恒務付け

・殴■投責権■

フルドによる研究者の大学インフラ
般鱒投資権限

・PD/PMの

役割/キ ャリア/権 限
・人事抱●

フルドによる研究者の研究員・

学生・スタッフ用用権限
・予算執行複眼

予算繰越、撮 り替え

・実施計■の策定

詳細な年度計画に基づく進捗管
理

・レビュー

内部レビュー/外 部レビュー/
Plミーティング

・予算執行抱■
ハードウェア開発の場合予算執

行状況に関し報告法務なし
費目制限なし

・コスト分担●書付け

企案側予算執行自由度向上

・ 取り 、
ペイドール法/NSF方 針

・公務員■癌規定

教授による企業での兼職
・全章との協力■係

インターンシップを通じた学生と
企粟の交流

・柔軟な契約捗■

成果物提出不要
知的財産権が全集側に帰属

・コスト分担●癌付け

企薬側知的財産権獲得可能

米国政府主導研究開発プログラムにおける鍵となる施策

以下 さらに、これ らの施策がプログラム運営の各段階 において、どのよ うに柔軟 性実現の

仕組 みを支え、その結果官民(国 研)の 役割分担が どのよ うなっているかにつ き分析を行 っ

た 。
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3.4.2米 国モ デ ルに 見 る官 民の 役割

(1)大 学研究プログラムの場合

灘:縁

懸 元'霊'ゆ

・P[YPMを 中 白こ主導されるワー

竃灘.
の方向性、運営形態σ蹴 †が
可能となっている

分野の専門㊧こよって明確拒

鍮 ㌶
る。これ」=より、健全な競争環

境が育成されている

h
臥
毘
■
冒
「
「

」
臥
甑
■
ロ
.
「

〉

〉

●大学研究プ ログラムの立ち上が り期は、先端的なプログラムの性質上官に重要な役割 が

ある。 しか しその中で も、プ ログラム設計へは民間研究者 の英知が有効に導入 されてい

る。

●プ ロジェク ト運営 、成果の技術移転 とい う実施の段階においては、民間にほとん ど役割

が委譲 され、大 きな 自由度が与えられている。
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(2)国 立研究所研究 プログラムの場合

・PMの 存在

・PMの存在
・実施計回の策

定

・[bEのPMはDoE組 織及びプ

.難 灘1
して行うことで、プログラム全体
に一貫性が生まれる

・PMが 国研側の提示するプロジェ

クト計画に対し、研究を理解し
た上でプログラム全椒 こおける
位置付けを判断、研究本意に
プログラムの全体調整が可能

・実施計画の策定によってPMと

国研間でプロジェクト選定にあ
たっての交渉が行われ、一方
的プロセスでなくなる

〉

〉'叩 卯 、 ㌔
一

、rフ{

・.`、ξ函;エi..こ 議.難 き1遅産 覇.亀 ・・窮 函;{ζ.;

・分野の専門家として

・プログラムの詳細な
政府 ■噺 の知見の提供

・プログラム実行機関

全体設計 (●) としてのプログラム

設計への洞察の提
供

・大枠での研究領域

の設定
・研究所策定の個々 政府 国晴

・提示された大枠での

研究領域1コ合った上
のプロジェクト間の
バランスをとり、プロ

4●) で、具体的研究プロ
ジェクトの詳細な年

グラム全体の年度計 度計画策定
画作りこみ

　

灘議 ジ湿 、ぶ ξ 渓一 ぶ三㌶ 已抵 ・宿 報._灸 、苦 紛 擬　

・外部バネ川=よ る現

場査察、Pl会舘によ

るしどユー ・研究舌動

・プbジェク麟 額 田研 ・研究進端 理

理
・プ亡E在クト変更等 4● レ

・研究予算管理と執行

・研究環境(イン万)の

申覇 の妥当性検 醐
討と承認

酬 コほとんどなし

●国研プ ログラムでは国 としての ミッシ ョンの達成 が第一義で あ り、政府 が主導的役割 を

とってい る。研究 内容に深い理解 のあるPMの 存在 は、具体的研 究内容決定にまで踏み込

んだ政府側の主導を可能 に している。

● プ ロジ ェ ク トの運 営 にお いて も、PMを 中心 と した政府 側 の積 極 的 な コン トロール が な され

てい る。この背景 としては、ASCIプ ログラムの研究内容が比較的応用分野 よりであ り計画

変更が起こ りにくく、強い管理型 のプ ログラムマネジメン トが機能 しやすいことがある

●成果技術移転の実績 はほとんどなし。
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3.5 日本 への示唆

3.5.1 日本において官民の役割 を大き く整理すべき部分

(1)大 学研究 プログラムの場合

日本の大学 における研究プ ログラム運営は官 による管理 が圧倒的に強 く、官民の役割

を改 めて見直 し、それに沿った施策の導入 を検討 して行 く必要がある。

'i懇誠

・選定基準が明確でなく、
選定プロセスが透明性
に欠ける }
:難灘}
・国が成果物の権利を共有

しており画集化が困難
・産学の連携に制約があり、
実現へのハードルが高い

・産学連携へのインセンティ

ブに乏しい ト

盲 ぐ ◇

従来

諸 諸 没=澱;i己銃i蘭竪登司三隻

●

あるべ
き姿

レ民

書 くゆ
従来

●

あるぺ
き姿

●民

官 くk)

従来

● ● 民
あるべ
き後

宮 くk)

従来

●)民

あるぺ
き姿

}

ト

ト

》

鍵となる施策
口4」1← ぬ`」'e>^`占".臆

・PD/PM制 度導入とワークショッ

プの開催は、プログラムの全
・PD/PM制 度の導入 体設計への研究者の意見反
・ワークショップの開催 』映を可能にし

、プログラム研
究開発への研究者の意欲的
な取り組みを促進する

・プロジェクトの選定過程を透

・ピア レビュー制度の導

入

明化し、研究者のプログラム
への積極参加を促すとともに、

研究者間に健全な競争環境
が育成される

・PD/PMの 導入

・研究 費への 研究員 ・学生 ・ ・人件費の手 当て、大学インフ
スタッフ等への人件費計上 ラ整備が容易になり、大量の
の認可 事務手続きの必要性が大幅

・研究費への大学施殴インフラ に改善される
設備投資費計上の認可 ・予算消化の問題も大幅に改

・予算繰越、費目振り替え
の認可

善される

・国による成果物に関す

る権利の完全放棄
・大学による成果物管理 ・日本において滞 りがちである

体制の構築 プログラム研究成果の商業
・大学職員景象の認可 化を大きく促進
・インターンシップ制度の

導入・促進

(2)国 立研究所研究 プログラムの場合

一方
、国立研究所 における施策導入の検討に際 しては、国立研究所 の対象 とす る研究分

野の性質(基 礎/応 用)や 、研究所の ミッシ ョン等要因の考慮が必要である。

・プログラムの方向性 検

討において政府の思惑
が強く反映されるため、

研究者 にとって魅 力あ
るプログラムとならない

・選定基準が明確でなく、

選定プロセスが透明性
に欠ける

・進捗管理、評価がほと

んどない
・計回変更の場合煩雑な

手続き・事務処理が必
要、もしくは計画変更は
実質上不可

・人件費は支給研究費で

カバーされない

1鴫㌻ …}

}一躍 「一 一}

}締 言 一ー 一}

鍵となる施策 け。
一ぼ?

・あくまでも政府主導だが研究

・PM制 度の導入 本意のプログラム設計が可
能

・(一 方的なプロセスからプロジェ
・(実施計画策定プロセス クト選定における相互の交渉
の導入) の場を実現)

・(PM制 度の導入)

・PM制 度の導入 ・人件費の手当てが容易にな

・研究費への人件費計上 り、大量の事務手続きの負担

の認可 が大幅に改善される
・予算繰越、費目振り替

えの認可
・(現場査察、Pl会■の導

・予算消化の問題も大幅に改

善される
・(明 確な評価が可能)

入)

■括弧は基礎研究を行う国立研究所への有効性は要検討のもの
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3.5.2日 本 での鍵 とな る施 策導 入 の検 討

日本 における鍵 となる施策の導入にあたっては、中心 とな るコーデ ィネー ターが制度面

での整備 、運用面での醸成 を進 め、さらに総体のバ ランスを見ながら適宜調整を行ってい く

必要が ある。

(1)大 学研究プログラム ・国立研究所プログラム共通
・Fる 戸

F'

潔図ゴ ・… ・,ぷ 度 西::ぶ ∵;.1・ ・ パ'筏 轡w'・ 轡 ㍍麟 ご1適 用 面 〆=.も ・ ・
」 、L

-

∫,ぷ旦 、

.
」 、11.」

賠成すぺ1㍉綿入制度 留意点`・
酷 蚕

りF「
＼
∨ンφ'しF'

、 ㌔'考えられる働きかけの手段'
..ー ヒ,トF

』'1'
・権限を付与・集中

、 、;毛'

..・ ミ ㌧・「

n'「 PD/PMの

・リーダーとしての登場の機会(ス ピーチ等)を設 ける
・ワークショップ/審 議会等での発案 、議長役を職務に入
れる

ひ;・ 弓・・、'」

lPD/PMの.・ 、

茸 入:':μ ・

15」6.28,

30.6|.63

PD/PMの ポジションを

プログラム運営責任者
として省庁内に設置

・PD/PMの 省庁における位置

付け、どこまで権限妻田をす

るか、もしくは可能 かにつき検
討が必要

職務の魅力
度

・初期に個人基礎で注意深い人選を行う(成 功事例 作り)
・米国へ出張、トレーニング目的で現役PD/PMと 議論さ
せる

・支援機能を手当て、また外部支援を使う権限 ・予算を付
・ ・ 、・...L.シ ・'・.・ 七ノ'` 与

・.十.・「

'.'・.`ぶ 』.

....七 ・ ・こ..'.㌧・』:「.

.、ウ.

PD/PMの

キャ リアパ
ス

・初期には出身母体機関の特別承認(任 期後戻れる権

利保証)を 取り付ける

.《.㍗L

.'・ ■■'=L■S'

研 究費への'
研究員言学虫

,スタッフ等べ
の人件費計1

.

17,23、32.6

5
人件費費目の追加

人件費計上の合理性のチェック

機能が必要

(PD/PMの 導入等)

特になし 特になし

上の認可ト

、

予算 繰越 、・・費
目振 り智..

'え の認 可∵

・・油 ∵"、豪.・

18,48.64

プロジェクトを通 じ一括で

予算配布
(政府年度予算との切り
離し)

・年度毎政府予算との折 り合い

を可能にする仕組みが必要
・予算繰越、費目振替の合理性

をチェ ックするPD/PMの 導
入が必要

研究者側の新
たな予算制度
下でのプロジェ
クト運用体制

まず人件費計上を認め、新たな予算制度への迅速な対応
が可能な体制を整える

` 七 七 『・'・'!'寺 .、'

●PD/PMの 導入 、

を検 討す べ き。

させ る)。

予算執行に関わ る認可は、大学 と国立研究所プ ログラムに共通 して導入

ただ しPD/PMの 人事面は特別扱 い的 な準備が特に初期に必須(必 ず成功

(2)大 学研究プログラムのみ

米 国 、「

回事 例

・ .・ …・・;ンi擦'占

'〆>i・ 、

'ノ … ノ,,,'.・

導入制度
r

■

制 度 嬢:;召
.㌘.,r....、 τ.ブ.

パ に 書意点・》:日…灘i'ン

u懲 …
、:i:i…漂'・ ・

.㌶ ・…zふ ・㌘::淫 ・

滝 鮒 や 　;、轡 …・i…毒
舎 ま 、㊦ ノ:晦:'・・… ＼

;::灘・≡ 額 献 黛 、蟻 ・垣 、∵ 竺 『'

ぺ〆 編.ご:_._㌦ 、。.・
"商 え鮪 多働きか けの手無 .・

.'∨..

'

PM/PDに よるプログ 研究者の ワー
・若手研究員を積極 的に招待し、多くの発言の機会を与

編 釜日、膓
'

、」1

..."・三1・ξご

27.29.32
ラム運営前 ・期間 中の
ワークシ ョップ開催

を奨励 ・援助

PD/PM等 ワー クショップを主

導 出来 る人材 が必要

クシ ョップ
への積極的

参加

える
・研究者の意見を反映 したプログラム設計の成功事例を

作る

・プロジェクト提案書選 ・ピア レビュアー選定の為の
選定にあたっ「 、L■F

ピアレピユー
制度の導入

38,39,54,5

5

定をピアレビューによ

り行う
・選定基準を明確に殴

委員会設置が必要
・ピアレビュアー選定基準設

定が必要(レ ビュイー との

ての選定基
準遵守の鳶
職

:靴 自㌃㌶ 諺認㌍㍑課大学名を伏せる

定 師弟関係を制限等)

研究 費へ の'・'
・大学交付金 との鯛整が必要
・大学側へ研究費か ら一部設備'i:大学織 イン

フラ設備投資1 17
大学施設費費目の追加
/費 目規定の廃止

費として徴収する制度の導入
が合わせて必要 なし なし

i漬計上の認 ・設備投資合理性のチ ェック機

.'可 ご・▽
、.L■ ・ ・'㌦ 、 、L

能が必要

● ワー クシ ョップ 、

果 も期 待 で きる。

ピア レビュー制度 などは比較的導入に際 しての障害は少な く.、高い効
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.『 米 国 ド
… べ's縫i擬'〃 仁 ぽ …!0「、.鷲::雛;:'-運 用 面'1.

"'.LL>L"」 「'

事例 導燗 広 ○ 漂 遊 聴 ○ 。醸 愁 ㌻ 考えら襯 ㈱ ナの報

国による成
果物に関す
る権利の放

20.2|、32,

58

第3者が商業化を図る
際には成果物に関する
権利を基本的に放棄す
るとのプログラム方針

大学の成果物管理体
制構築と合わせての
導入が必要

棄 の打ち出し 大学側の成果
物管理・ライセ

・弁護士、弁理士の採用

特許取得、企業とのライセンス交渉等のスキルを持つ人

課の ミッシ ョンを規

ンシング交渉ス
キル

■

材を企業より採用

大学による
成果物管理

、体制の構築
32 大学側に成果物管理

専門の課を設置

定し、特許等取扱に
つき発明者との関係
を明確にしておくこ
とが必要

f

大学ミッショ ・大学ミッションの再定義を根気のいる話合いのプロセス

ンの再 定義 ・ により行うことで、大学教員、政府側の意識変革を進め
、 意識変革 る

、大学教員兼 、
二漂 の認可

、 .'

32
大学教員につき新たな
職務規定の導入

企業からの給与に上
限を設ける等の工夫
が必要

大学教員と企集
との対等な協力
関係

・大学研究者と企業研究者との交流の場の設定(ワーク

ショップ等〕

,LL

:二:,==1,.・'・ .七 さ.・ 『

='・.=.・

研究者の起
業家マインド

・国による起業支援体制の整備

,L㍉ 、,!.

瀦多藤
,二の導 入 〔促 」:

32 なし なし

企業にとって
の、学 生イン

ターン受 け入

・研究者としてほぼ一人前であり企業の採用対象でもあ

る博士課程の学生、ボスドク数の増加
1右1;三遠w言 』き れへの魅力

● 国による知 的財産権の基本的な放 棄は大学側 に成果物管理、ライセンシングスキル等 が醸

成 されてはじめて効果 を発揮するため、醸成 にも注力 が必要。また、大学教職員 兼業認 可

には、大 学 自体のミッションの 「再 定義 」と、それ に伴う大学教員、政府側の考え方 の変革を

進 めてゆく必要 がある。

(3)国 立研究所研究 プログラムのみ

綱 讃 磯 ………i:劇へ
事例"導 旭 度::が

,"無

.、L、 プL、 、L

潮 鱒 …;i,1,礎、、ふ

……織 ぶ=s鰍 ○ 潮▽・
.‥ ∵ ボ1s・ き=1=1.・

.∴ 詫運 荊 夢;㌧ ○ い 詫'
▼L.

》∴ 勇箆 ぐ欝 ○ 牡 らガ樋紗御 報

:実施計画策
・定プロセス
⇔ の導入

《■`㌧

.∵ 〉 」、

75.76

・年度毎に詳細な研究

計画を義務付け
・官庁側と研究所側で

計画につき活発に交
渉可能なプロセスを
導入

・官庁側に研究内容につき深 く

理解 しなおか つ全体を傭磁で
きる資質の専任の人材が必要
(PD/PM等)

・計画策定と現場査察等 レビュー

の仕組み とセットで導入するこ

とで効果を発揮
・評価結果の利用方法につき検

討が必要

研究進捗状況
管理の受け入
れ態勢・姿勢

小さなプロジェクトから導入をはじめ、徐々に受け入れ体制、

受け入れ姿勢を醸成.ア.÷ ・㍗

.・.=、7・・』.・==Lパ.
・.r'r七・.r.r.ミー現場査察ミ、・'

週 鎚 ⑭ 畢ぶ入
バ

77

・年度計画に対し進捗

度評価する査察、レ
ビュープロセス(現 場

査察 、Pl会議等)を導
入

・評価結果のフィードバッ

クプロセスの導入
ピ ・σ ㌦ ・、
・` 「・・毛『',㌧ ・'『 』<、

●実施計画の策定、査 察、PI会 議 の導入 は、応用分野に近い研究を行 う国立研 究所 に関 し

ては、導入検討の価値がある。 ただ し、これ らの施策の効果を引 き出すには、PD/PMの

ような人材が育成 され ていることが不可欠 である。
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第4章 米国連邦政府支援研究開発計画における

研究開発予算の会計処理

これ までの調 査 を通 じ、 日本 と米 国 の研 究 開発 の仕組 み は か な り大 きな違 い が ある こ と

が解 って き た。 特 に 、国 が負 担 す る研 究開発費 用 の費 目 ・内容 に大 きな違 い が あ る こ と、

また会 計 制度 そ の もの の違 い がそ の根底 に あ るこ とが明 らか に な って きた。

また、米 国 では1993年 の政府 業績 結 果法(GPRA:GovernmentPerformanceandResultsAct)

に よ り、 規則遵 守 の行 政 か ら業 績 ・結 果重視 の行 政管理 へ 転換(99年 完全 実施 にむ けて各

省 が準備)が 図 られ てお り、 これ が研 究開発 の運 営 に大 きな影 響 を及 ぼす こ とが予想 され

る。

本 章 では 、米 国 の 国家 プ ロジ ェ ク トにお け る予 算 費 目 と会 計処 理 に つい て、 ま た政府 業

績 結 果法 の影響 に つい て 、具体 的 な事例 に よ り、解 り易 く解 説 す る。本 事例 の調査 は 、MUSE

Associatesに 調 査委 託 し、 と りま とめた もので あ る。

4.1は じめ に

〈〉本調査は以下の2点 に関す る調査を行った。

1.米 国の政府支援研究開発(特 に ソフ トウエア開発に関わ る領域)に おける予算算入費

目のシステム と成果物納入において請負者に認め られ る権利

2.1993年 に成立 した政府業績結果法の意義、及び同法が政府支援研究開発に与 える影響

なお、「成果物納入 において請負者に認 められ る権利」に関 しては、1999年3月 の当研

究所 の資料 「米国の政府支援研 究開発 プロジェク トにお ける知的財産権の取 り扱 いの変

遷の歴史 とその背景」において詳 しく調査 され てお り、本報告書ではその要点を記す る

にとどめた。

〈〉本調査によって、米国の政府 支援研究開発 においては、その委託企業が算入できる費 目の

範囲が広範 にわた り、事実上企業活動において発生す るほぼ全 ての費用を、合理的な配賦

の理 由がある限 り、直接間接に政府契約に賦課できる事が判明 した。このような費用算入

を可能にする仕組みの背後には、連邦政府の費用会計制度(CostAccountingPrinciples)

が、民間の会計基準であるGAAP/FASBを ほぼ全面的に取 り入れ 、費用会計のプ ラッ トフォ

ームを民間 と政府 が共有 していることにある。
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〈〉さらに、現在進行中の行政改革(1993年 政府業績結果法を中核 とす るク リン トン政権の

政府業績評価 タスクフォース)の 下では、委託先企業、調達担当官双方の立場から、「調

達」規則や省庁の内部細則を鵜呑 みにせず に、実情に合 わせた合理的運用(契 約請負者 が

事前 申請 した会計原則か らの逸脱 、費 目間の資金 トランス ファー、規則細則の柔軟な運用

等)が 可能であることもわかった。特に担当調達官による裁量権限の拡大 については、実

情に即 した合理的運用を保証す る 「Waiver(免 除)」 の仕組みが確立 されつつある(1998

年大統領令)。 このク リン トン政権 の行政改革は、「PerformanceBudgeting(業 績に基づ

く予算の作成 ・決定 ・執行)」 を柱 としてお り、FY1999に 初めて全政府規模でのコミッ ト

メン トがスター トし、2000年3月 末に初の業績結果報告書が各省庁か ら議会 と行政府に

提出 され る予定である。
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4.2政 府支援研究開発における費用算入システム

COS亡alloca亡10ηsystθmsoffedθralエy-fundedR&Dac亡ivities

4.2.1調 査 対象 とな る シス テ ム

本 調 査 は 、 以 下 の3つ の シ ス テ ム を調 査 対 象 とす る。 ①FAR(FederalAcquisition

Regulation(連 邦 「調 達 」規 則(連 邦調 達規則)に 基づ く研 究開 発政府 調 達*($25.9B/FY1999、

調 達総 額$173B/1998)、 ② 政 府 省庁 のニー ズ と合 致す る小規 模 企業 の研 究開 発活 動 を資金援

助 す るSBIR(SmallBusinessInnovationResearchProgram、$1.05B/FY1998)、 及 び③企

業(も しくは営利 ・非 営利 の コン ソー シア ム)の 研 究開発 提 案 に応 じて各省 庁 が 部分 的 に

費用負 担 す るATP(AdvancedTechnologyProgram,$204M/FY1999)で あ る。

(*本 報 告書 で 言 う「調 達 」とは、英 語 でProcurementま た はAcquisitionの 訳 語 であ るが 、

日本 語 で言 う 「調 達 」 が 持 つ 「既 製 品 ・消耗 品 の買 い入れ 」 とい う語感 よ りもは る か に広

い概 念 で あ る。 「政府 に よ る物 品 ・サ ー ビスの購 入お よび サー ビス提供 の委託 」 とい った語

感 で ある。研 究開発 活 動 の 「調 達」 もFederalAcquisitionRegulation(連 邦 「調 達」 規

則 と訳 出)に おい て独 立 の章(FAR35ResearchAndDevelopmentContract)と して 論 じら

れ て い る。)
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SBIRやATPは 「研究開発 の支援」 を主 目的 としてい るが、政府調達の基本的性格は 「政

府 のニーズを満たす調達契約」である。

_83一



(1)政 府 調達 、SBIR、ATPの 費 用負 担 ス キー ム

これ ら3つ のシステムの費用負担 は以下のよ うになってい る。

政府調達 SBIR ATP

負担対象費用 「直接費用」+「 間接費用」

=総 費用

「直接費用」+「 間接費用 」

=総 費用

「直接 費用」

負担制限 基本的に無 し。 制限あ り(上 限 ・期間) 制 限あ り(負 担

割合 、期 間)

(直接費用、間接費用の定義は後述。)

◇政府調達:支 払対象費用は 「直接費用」+「 間接費用」の合計。

◇SBIR:支 援 対象費 用 は 「直接 費 用 」+「 間接 費用 」の合 計。但 し上 限金額 と負 担期 間 の制

限 が あ る。 「第1期 」 で は上 限$100kを 最 長6ヶ 月 に渡 り負 担。 「第2期 」 にお いて は上限

$750kを 最 長2年 間 に渡 り負 担。

<>ATP:支 援対象費用は原則 「直接費用」。但 し企業規模 ・タイプにより費用負担項 目 ・割合

の制 限が異なる。単一 中小規模企業(売 上高〈$2.9B)の 場合、企業が間接費用の全額 を負

担、政府は直接費用の うち上限$2Mを 最長3年 間に渡 り負担。 単一大規模企業(売 上高

〉$2.9B)の 場合、企業が総費用の最低60%を 負担、政府は直接費用 の うち上限$2Mを 最長

3年 間に渡 り負担。ジ ョイ ン トベ ンチャーの場合、企業は年間総費用の最低50%を 負担、

政府 は上記条件の下で、直接費用 を上限無 く、最長5年 にわた り負担。
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(2)契 約の種類

政 府 調 達 、SBIR、ATPで は以 下 の よ うな6つ の契約 形 態 が可能 で あ る。

契約形態 適する内容

1.Cost-reimbursement 研究開発の政府調達に最 も適 し、通常はこの契約形態を選

(費用払戻 し契約) 択 。

2.Fixed-priceincentive 費用削減度合や成果に対応するインセンティブを契約上設

(固定価格及出来高払契約) けることが望ま しく、実際上可能で ある場合。

3.Cost-plus-incentive-fee 費用削減度合や成果に対応す るインセンティブを契約上設

(費用及出来高払契約) け ることが望ま しく、実際上可能であ る場合。

4.Short-durationfixed-price 契約者の成果を、事前に短い期間ごとに細分化することが可

(短期固定価格契約) 能な場合。

5.Fixed-price 研究の目的/定 義が事前に明確であり、価格の交渉に際 して

(固定価格契約) の費用の推定が高度に確か らしい場合。または費用分担契約

による研究開発契約に続 く契約で、当該研究開発契約が 「製

造」の必要性 をその内容 に含んでい る場合。

6.Costsharing ATPやSBIRで 採 用 さ れ る 契 約 形 態 。1.Cost-reimbursement

(費用分担契約) (費用払戻 し契約)の1種 である。契約請負者は利益金を受

けず、合意によって合法的費用の一定部分のみを払い戻され

る 。

(3)費 用 捕捉 の スキー ム:GAAP/CAS/FAR

上記 の よ うに、3種 の システ ム は費用負 担 の構造 が互 い に異 な る もの の、費用 を捕 捉 す る

上 で用 い られ る基準 は連 邦政 府共 通 の費用 原則(Federalcostprinciples)、 す なわ ちGAAP

(一般 に認 め られ た会 計原 則)に 基 づ くCAS(CostAccountingStandards、 費用 会 計基 準)

で あ る。CASはFAR(連 邦調 達規則)の 一 部が1992年 にCASB(CostAccountingStandards

Board)に よ って改定 され た部 分 に あた る。CASは そ の ほ とん どはGAAPと 互換性 が あ る もの

の 、 よ り政 府 の利 益 を保 護 す る内容 とな ってい る。

連 邦 政府 の公 会計 制度 は、CASを 通 じてGAAPに 準拠 してい るわ けだ が、GAAP(一 般 に認

め られ た 会 計原則)と は 、本 来 は私 的経 済 活動 を念 頭 にお い た財 務会 計 原則 であ る。1930

年代 の大恐 慌 の経験 に かん がみ 、一 般投 資家 に対 して 、 「真 実 と公 平性 」 を具備 した 、企 業

の財 務状 況 の共 通尺 度 を整備 ・提供 す る 目的 で発 達 して きた もの で あ る。また 、GAAPと は、

そ の全 て が 当初 か ら明示 的 に 条文化 され て きた もの では な く、 「実践 され てい る会計 手法 を
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定 義づ け る、過 去 か らの 因習 、規則 、手続 等 の総 称 」(Statement4、AccountingPrinciples

Board1958-1972)で あ り、暗 黙 的 に広 く一般 に受 容 され た合 意 であ る。GAAPは 財 務 会計 に

関す る最 も広 い視 野 に た った原則 で あ り、CASは そ の 一部 で あ る と言 え よ う。

US★GAAP

FASB

."US"GAAPofcoursemeansthattherearealso"UKGAAP"and"JapanGAAP" ,etcGAAP

refiectsthedifferenthlstoryofeachcountry

GAAP:GenerallyAcceptedAccountingPrinciples(一 般 に 認 め ら れ た 会 計 原 則)

FASB:FinancialAccountingStandardBoard(財 務 会 計 基 準 審 議 会)

FAR:FederalAcquisitionRegulation(連 邦 調 達 規 則)

CAS:CostAccountingStandards(費 用 会 計 基 準)

4.2.2費 用会 計制 度 の実 際

本 項 では 、特 に以 下 の8つ の イ シ ュー に関 し、米 国 で の状況 をみ てい く。

(1)直 接費用 と間接費用の定義、振 り分け方法

(2)直 接 ・間接に賦課可能 な費 目内容(特 に ソフ トウエア開発で大部分 を占める人件費

関連の費 目内容)

(3)既 存の社 内設備 を政府支援研究開発で使用 した場合の費用負担

(4)社 内で既に開発済みの無形資産(特 許、 ソフ トウエア、ノウハ ウ)を 政府支援研究開

発で使用 した場合の費用負担方法

(5)「 人件費基準額 」の設定 とア ップデー トの方法

(6)下 請け契約に関す る条件(全 体の何割 までOKか 。また、外国企業 ・外国人への下請

け依頼 の制限等)

(7)契 約期間前に発生 した費用の負担方法

(8)会 計手法の変更(例:費 目間振替え等)に 関す る条件 ・制度
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(1)接 費用 と間接費用の定義 、振 り分け方法

CAS(費 用 会 計基 準)の 下で は 、 「総 費 用」 とは

「直接 費 用 」+「 間 接 費 用 」 一 「対 政府 払戻 し金 」+「 資 本(資 産)コ ス ト」

とされ る。

費用の名称 定義(FAR/CASに おける定義 よ り抜粋)

直 接 費 用(Directcost) 直接費用 とは、ある特定の最終費用 目的(例 えば特定の政府調達契

約)の 為にのみ発生 したと明確に把握することができる費用であ

る。直接費用とは、単に最終製品の内部に原材料や人件費として含

まれ る費用項目のみに限定 されない。その特定の調達契約の為に発

生 したと判別できる費用全てを直接費用 として計上する。

間接費用 ある特定の単独最終費用 目的(例 えば特定の単独の調達契約)に 直

(Indirectcost) 接貢献す る費用とは認められないものの、二つ以上の最終費用 目的

にまたがって、または最終費用 目的に至る中間費用 目的に貢献する

費用 として特定できるいかなる費用も間接費用として計上する。間

接費用 は、ある一定の 目的毎に間接 費用 プール を設定 し、その 中に

積算 され てい く。通常、製 造オーバーヘ ッ ド、販売費、管理費(G&A)

とい ったプール を設定す る。

対政府 払戻金(Credits) 契約者(請 負人)に 発生 した リベー トや各種報奨金 ・奨励金等の収

入は、当該契約の費用減算か政府への直接納付によって同契約 に帰

属する部分が政府に還元されなければならない。(例:配 賦部分の

年金積 立金 に発生 した利 息、原材 料の大量仕入れ によるDiscount

や リベー ト等)

資本(資 産)コ ス ト 設備等の資産に投下された資本のコス ト。資産価額(償 却対象 とな

(CostofMoney) る定形 ・非定形資産の残存簿価)に 財務省指定の年間利子率(付 属

資 料:Costofmoneyrate)を 乗 じ た 額

直接費用/間 接費用の振 り分け、間接費用の配賦のメソッ ドに関 しては、一元的に明示 ・

限定す る規則はない。 全ての契約応募者は 「DisclosureStatement」 を事前(契 約前)に

提出す ることが義務付 け られ ている。 このステー トメン トに より、契約請負者 は自社 の間

接 ・直接費用の配布 に関する会計原則 ・メソ ドロジーを事前に申告することを求め られる。

〔注:こ こで重要なのは、 このステー トメン トを提出 させ る趣 旨が、政府の既 定の コス ト

配賦規則 に契約請負者 を一元的 に従属 させ るとい うこと(政 府規則 の下での一元的公平

性 ・一貫性)で はな く、各請負者が 自社 の事業全体において、すなわち自社内で遂行 中の

他 の政府調達契約案件や 自社独 自業務 をも全て通 じて、統一 した会計規則 を適用す るよう

に求めている点(各 社それぞれの内部統一性 を重視する多元的公平性 ・一貫性)で ある。

契約請負者 にとっては、 自社 の既存の会計原則をそのまま適用できるので無駄 が無 く、都

合が良い といえる一方、政府契約には別の配賦手法を用いて余分に経費を算入す る等 のご

まか しが きかない。 この方策は、連邦政府がGAAPを 基 に したCASを 採用す るなど、産業界
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との シー ム レス な会 計原 則 を基盤 と して共 有 してい るか らこそ 可能 な ので あ り、 大 変合 理

的 な 方法 で もあ る。〕

DisclosureStatementは 、複 数 の政府 契約 に共通 して 用い るこ とがで き る。 す なわ ち、

自社 の会 計原則 が変 更 され な い限 り、契 約 毎 にStatementを 出す 必要 は な く、最初 に出 し

たStatementが 継 続 して有 効 とな る。

契約 内容 のProposa1を 受 け 、各 省庁 の担 当ContractingOfficersは 、契約 に記載 され

た費用 請求 、配賦 方法 が妥 当で あ るか ど うか を審査 す る。そ の際 、まず は 「Reasonableness

(合理 性)」 と 「Allocability(配 賦 可能性)」 に 関 して検 討 され 、 そ こで 妥 当で あ る場合

に 、最後 にCAS/FARに 基 づ く 「Allowability(合 法 的賦 課 可能 性)」 が審 査 され る。

AIlocability:以 下の条件のいずれかを満たす場合、その費用は政府契約に 「配賦可能」である。

1)そ の費用がある特定の契約のためのものである、と判別できる時。(直接費用として配賦可)

2)そ の費用による便益が当該契約以外の契約/業務にも貢献 し、それら複数の業務間での相対

的貢献度によってその費用が配分可能な時(間 接費用として配賦可)

3)そ の費用による便益が、当該契約業務を含む契約請負者の事業全体の遂行に不可欠であるが、

特定の費用目的への直接的貢献は認められない場合(間 接費用、特にいわゆる管理費、G&A

として配賦可)

(2)直 接 ・間接に賦課可能な費 目内容

CAS/FARの 下で のCost-reimbursement契 約(直 接 費用 ・間接 費用 ともに政 府負 担)に お

い て賦課 が認 め られ る費 用 の うち、 特 に ソフ トウエ ア 開発 で大部 分 を 占め る人 件 費 関連 の

費 目内容 は次 ペー ジ の表 の よ うに な ってい る。 大変 広範 囲 の費 用 が算入 可能 とな って い る。
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〈人件費関連賦課可能費目とCAS/FARに おける賦課可能性〉

働 ゴ

剖k随liw

A五denun土 町inFAR÷N㎜e(f(頒 ㎞B

aUσ醐e 31.205」6一 ノ人日チ モご)ス↓こ文寸ず獺 州

aU(,醐e 3L20シ13一そ⌒ 健康、福祉、食事 並び}こ寮 蹴 る費用・手当

all(,岨e 31.2勝18一 覆虫自の研≧究開 発2支 び.入 ホL … シ以こ関わる費用

an(,醐e 31.ぴ21-=こ 関 ヲつる蕎 目

ano岨e 31.205-24一方協と・言蹴 、齢6繊 月

品k醐e 31.2αテ25一難 及び 圭輌 ジヒアリング～慣 用

訓(醐e 31.2αL29一工場 施鰭 隻費用

品b醐e 31.20シ33一専門家 コンサルタントサーヒツの費用

albw画e 3L泌34_採 用費

訓(,w醐e 31.205-35一韻 ρ業 麺E車云}こよ鵠 繊 ヨ

alk,醐e 3L2α}43一業界団体、産業男1団歪本等に掲ナる働 定期刊行物購読費用

allσ醐e 31.20図4一 孝嬬ll練 費用

alb岨e 31.脳6一 旅費

oo㎡6α 回 3L205」38一貝蹟(涯 繍
一
インク言」1画費用

画10刷e 3L20シ22一 ロビー活動、政治活動 π費 用

u刷1σw画e 31.205-27一 糸目麟 クニゾこ噸 ヨ

特 に「31.205-6人 的 サービスに対す る報 酬 」は主 に以 下の ような費用 項 目を含 むとされる。

General Compensationforpersonalservices

allowabilitv

a‖owable 給与 ・賃金

allowable 上級管理者 、ボー ドメンバ ーへ の報酬

allowable 社外勤務手当

allowable 勤務地の物価水準の相違による生活補助手当

allowable 従業員保険料

allowable 付加 給付(有 給休 暇 、傷病休暇 、バケーシ ョン、軍隊休 暇等)

a‖owable 駐在 員等 に対す る国情 に応 じた勤務手 当(HardshiDDav)

allowable 改善提案や安全提案に対す る報奨金

allowable 生 産 性 や 費 用 削 減 にi章動 した奨 励 給(IncentiveDav)

allowable その他退職 後給付(健 康保 険、生命保険、授業料援 助 、デ イ ケア等)

allowable 年金費用(積 立て費用か支払発生時費用かを選択特定)

conditional ボーナ ス(株 式付与 に よるボーナ スを含む)

conditional 失 業 給 付(SeveranceDav、Dismissalwage)

albwable 従業 員ス トックオ プシ ョン

allowable 従業 員持株会費用

上記 を見れば明 らかなよ うに、企業の事業活動遂行の上で必要 な費用 のほぼ全 てが政府

研究開発調 達契約 においても賦課可能 となってい ることがわかる。

昨今導入がめ ざま しい 自社株式取得 に関連す る報酬については以下のよ うに定め られて

い る。
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株式付与 ・ス トックオ プシ ョン

CAS9904.415に 定める株式ベースの報酬(自 社株式の付与やス トックオプシ ョン)は そ

の費用額が固定金額 と して測定 され る限 りにおいて 本、繰 り延べ報酬 と して契約期間相

当部分は賦課可能である。固定金額 と しての測 定とは、株式付与の場合は付与株式数の

決定日における市場価値であり、ス トックオ プシ ョンの場合は付与す るオ プシ ョン数 と

オプシ ョン価格が決定 した日における[(市 場価格一オ プシ ョン価格)*オ プシ ョン数]

で計算 され る。測定 日においてオ プシ ョン価格 が市場価格を上回 っている場合は費用計

上できない。
*FAR31

.205-6に 、企業債券の市場価値の変動に応 じて計算 され る報酬は賦課不可能 、と

され て いる 。

(3)社 内設備(Tangibleassets)を 政府 支 援研 究 開発 で使 用 した 場合 の 費用 負担

CAS/FARの 下で、既存施設利用の費用 は二通 りの方法 で 「賦課可能」とされている。一つ

は 「資本(資 産)コ ス ト(Costofmoney)jと して、も う一方は 「減価償却費」 としてで

ある。

「資本(資 産)コスト」(FAR31 .205-10)の 算 出方法は既 に記 した通りであるが、同規貝1」ではさらに、

この資本はその源 が自己資本であるか借入金であるかを問わない、としている。

「減価償却費」(FAR31.205-11)と は、説明す るまで もなく、有形固定資産の有効寿命期

間にわたってその資産価値 を消費 していくことを費用の発生 として捉 え、それ を一定の利

用期間毎に最終費用 目的に対 して配賦 ・賦課 してい くものである。 資産の簿価か ら残存価

値 を減 じた額を有効寿命期間に割 り当ててい くものである。

減価償却費 を賦課す る際に、 「間接費用」 と 「直接費用」のどち らとするかにつ いては、

ケースバイケースである。CAS9904.409-40(b)の(1)か ら(3)で 以下のよ うに説明 されている。

(1)減 価償却費は、実際の使用ベー スで賦課 され、かつ同様 の有形資産が似 たような費用

目的に使用 され る場合 にも同 じ方法で費用計算が行なわれている場合 にのみ、直接費

用 として賦課で きる。

(2)も しもある有形資産が1組 織(ビ ジネスの単位 、部や課 など)の 一部またはその組織

が機能す る上で一体不可分の ものであ り、かつその組織で発生す る諸費用が他 の最終

費用 目的 に賦課 されている場合 、その償却費はその組織の費用の一部 として取 り扱わ

れね ばな らない。(当 該政府契約 に賦課不可。)

(3)上 記(1)(2)に 該 当 しない償却 用は 適当な間 －L用 プールに計上されねばな らな

い 。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度の あ り方

(4)社 内 の 無 形 資 産(1ntagibleassets)の 使 用 コ ス ト

特 許 、 ソ フ トウエ ア 、 ノウハ ウ とい った社 内で 開発 ・醸 成 され た 無 形 資産(Intangible

assets)は 「資産 化」 が 可能 で あ り、それ らが政府 調 達契約 で使 用 され た場合 、GAAPに 基

づ い て 「原 則 として」配 賦 ・賦 課 が可 能 で ある。

ケース1.政 府契約 による研究開発活動でのパテン ト使用 コス ト

FARに おいて、契約者が保有す るパテン トの使用料は契約額本体 に上乗せ され ること

が明記 されている。

FAR27.204-3-Patents-NoticeofGovernmentaslicensee

(a)(政 府、契約者 、パテン トホル ダーが別 々の場合)

ある特許(政 府が既 にライセ ンシー)が 政府契約に よる研究開発内容に抵触 し、政府

が特許使用料 を支払わねばな らない場合、政府 は契約希望者 にその 旨を事前 に告知 し

なければな らない(該 当特許及びその数、特許使用料率等)。

(b)上 記の場合、政府は契約希望者 に彼等 も同特許のライセ ンシーであるか ど うか、

もしくは同特許の保有者であるか どうかを確認 しなければな らない。これ らの情報に

基づいて、1)政 府は契約希望者が特許保有者である場合は使用料分の上乗せ支払い

を、また2)契 約希望者が同特許のライセ ンシーで あって、彼等の ロイヤルテ ィーが

よ り有利 な(よ り低額/低 率の)条 件の場合、政府は調達契約においてその分の割引

(値引き)を 交渉す ることができる。

ケース2.コ ンピュー タソフ トウエア使用 コス ト

ソフ トウエ アの開発 もしくは取得費用の取 り扱いについては、その ソフ トウエアが

「商業化」 目的であるのか、「研究開発活動 もしくは特定のパイロッ トプ ロジェク ト

の一貫」であるのか、 「政府調達契約以外の用途」があるのかといった条件によって

3種 類の異なる規則が適用 される(次 頁フローチャー ト参照)。
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Pilot

P「ヅect

SourceCPAJournalFebruaryf999

SFASNo.2,AccountingforResearchandDevelopmentCostsbyFASB

る。特 に研究開発費用として計上されるべきソフトウエアとしては、以下のように本規則で指摘

されている。

1)研 究開発活動で使用することを目的として開発/取得され、その以外の用途が将来に渡わた

って存在 しないソフトウエア

2)特 定のパイロットプロジェクトのため、もしくは特定の研究開発活動の為だけに開発/調 達さ

れたソフトウエア

SFASNo.86,AccountingfortheCostSofComputerSoftwaretoBeSold,Leased,

orOtherwiseMarketedbyFASB

本規則は社外へ販売することを目的として開発されたソフトウエアのみをカバーする。本規則の

内 部 利 用 目的 のソフトウエア開 発1調 達 費 用 も資 産 化 され るべきである、とい う声 がNational

AssociationofAccountantsか らあがったが 、FASBは 「大 多数 の企 業において、内部 利用 目

的 のソフトウエア開発 は経費 として費 消 され てお り、FASBは それ が 著 しく妥 当性 を欠 くとは認

識 していない」として要 望 には応 じていない。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み・制度の あり方

SOP98・1,AccountingfortheCostSofComputerSoftwareDevelopedorObtained

forlnternalUsebyAcSEC(AICPA'sAccountingStandardsExecutiveCommittee)

本規則は、SFASNo.86で は対象外とされた「内部使用 目的のソフトウエア」の開発1調達費用

を資産化し、償却対象とするよう定めている。

ここでいう「内部使用を目的とする」という判断基準は以下の通 りである。

1)そ のソフトウエアが組織内部での必要を満たすために取得されるか、内製されるか、変更

(modify)さ れた場合。 かつ、

2)そ のソフトウエア開発/変 更(modify)中 に、そのソフトウエアを社外に販売する為の実質的

な計画が存在しないこと。

ifsuccessful,sharerevenueswiththeoriginalc|ient.SOP98-10bservesthefollowing:

Arranementsrovidinforthe'ointdevelomentofsoftwareformutualinternaluse

arenotsubstantiveplanstomarketsoftWare.

studiesarenotsubstantiveplanstomarketsoftware.Assuch,thistypeofarrangement

wouldnotconstituteamarketingplan,andtheprovisionsofSOP98-1wouldbe

applicable.

し か し な が ら 、 い わ ゆ る 財 務 会 計(CASの 手 本 と な っ たGAAPは こ ち ら の 部 類 。)と 税 務 会

計(IRSCode)と で は 、 「内 製 さ れ た ソ フ トウ エ ア 」 の 取 り扱 い が 異 な っ て い る 。 す な わ ち 、

財 務 会 計 系(FASB)で は ソ フ ト ウ エ ア の 開 発 費 用 が 資 産 化 ・減 価 償 却 が 可 能 と さ れ て い る

の に 対 し 、 税 金 徴 収 に 関 す る 費 用 基 準 で あ るIRS(歳 入 庁)Codeで は 償 却 不 可 、 と さ れ て い

る 。 例 外 と し て は 、 「Anylicense,permit,orotherrightgrantedbyagovernmentalunit

oragencyorinstrumentalityofsuchanorganization,anycovenant(取 り決 め)not

tocompete,andanyfranchise,trademark,ortradename,evenifself-created」 カミ

あ げ られ 、 こ れ ら は 償 却 可 能 で あ る 。(USCODETITLE26-INTERNALREVENUECODE,Subtitle

A-IncomeTaxes

CHAPTER1-NORMALTAXESANDSURTAXES,SubchapterB-ComputationofTaxableIncome,

PARTVI-ITEMIZEDDEDUCTIONSFORINDIVIDUALSANDCORPORATIONS,Sec.197.Amortization

ofgoodwillandcertainotherintangibles)

上 記 のIRSCodeに よ る 「内 部 開 発 さ れ た 無 形 資 産(Self-createdlntagibles)」 を 償 却 対

象 外 と す る 規 則 に は 批 判 が 集 ま り 、 そ の 改 正 を 促 す 機 運 が 産 業 界 で 高 ま っ た 。 そ れ に 呼 応

し て 、IRSは1997年 に コ ン ピ ュ ー タ ソ フ ト ウ エ ア の 資 産 化 、 償 却 を 認 め る 規 則 改 正 案 を 公 表

し た 。
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lRSProposedRegulati6nsRelatingtoAmortizationofCertainIntellectual

Property,1997(Thisproposedregulationsaretoimplementsection1970ftheOmnibusBudget

ReconciliationAct("OBRA")of1993)

本 規 則 は 、コ ン ピ ュ ー タソ フ トウ エ ア の 償 却 を 、そ の ソフ トが 使 用 され 始 め た とき か ら36ヶ 月 間

に 渡 っ て 償 却 す る こ とを 認 め る も の で あ る 。同 様 に 、ソフ トウ エ ア の 内 部 開 発 費 用 が 第167条

(次 頁)で い う「償 却 可 能 」な 資 産 を 形 成 す る こと に つ な が る 場 合 に 、納 税 者 が 償 却 を選 択 す る

際 も本 項 が 適 用 され る 。

Sec.167.Depreciation.

(a)Generalrule
ThereshallbeallowedasadepreciationdeductionareasonablealIowanceforthe

(1)ofpropertyusedinthetradeorbusiness,or

(2)ofpropertyheldfortheproductionofincome.

(A)lngeneral
lfadereciationdeductionisallowableundersubsection

AT&Tの 事 例

本 事例 は必ず しも政 府 支援 案件 に 関す るもので はな い が、CAS/FARに よって、政 府 調達 契

約 に も社 内の会計 原則 と一貫性 を持 たせ るこ とにな ってお り、 この事例 が その ままCAS/FAR

下で の ソフ トウエア の 取 り扱 い とい うこ とに な る。AT&Tは 、 自社 開発 ソフ トウエ ア の取 り

扱 い と して 、前述 のSOP98-1とSFASNo.86を 使 い 分 けて い る。

「AT&TはSOP98-1に 準拠 し、 ソフ トウエ ア の開発 に関す る直 接/間 接 費 用 を他 の 資産 と共 に

資産 計上 し、3年 間 を超 えない期 間 で償 却 して い る。 事前 プ ロジェ ク ト段 階 での費 用や そ の

後 の メ ンテ ナ ンスや 教 育 訓練 に関 しては 資産 化せ ず発 生 の都 度 費 用 と して 費消 して い る。

また、AT&Tは 初 期 のOSソ フ トウエ ア費 用 に 関 しては それ を資 産化 し、そ のOSの 関 与す るハ

ー ドウエ アの有 効稼 動期 間 に合 わせ て 償却 してい る。」

「AT&TはSFASNo.86に 準拠 し、ア プ リケー シ ョン ソフ トの開発 費用 を資産化(capitalize)

して 、資産(Property)、 工場 、設備 に含 め、3年 間 を上 限 に償却 して い る。 この 償 却 の配

賦 期 間 は、 当該 ソフ トウエ ア技 術 の 実現 可 能性 が確 定 した時 点 か ら、顧 客 にサ ー ビス を提

供 で き る よ うに な るまで の間 で あ る。j

(Sourcθ:AT&T1998annualrθpor亡Financialhighlig/lts,ノVo亡esonConsolidate(f

FinancialS亡 ∂tements,SU㎜ary・fSignif'icantACC・untingPrinciρ1θS)
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(5)人 件費基準額 のアップデー ト

CAS/FARの 下 で、 契約 者 は直 接 人件 費(Directlaborcost)の 計算 にお い て、標 準 単 価

(Laborrate)を 使 用 す る こ とが で き る。 この標 準 単価 を算 出 し、DisclosureStatement

を通 じて提 案す るの は契 約 者 で あ り、政 府 では な い。 この提 案 を受 け、政府(各 省 庁)の

調 達 契約担 当官(Contractingofficers)が 、そ の合理 性 を評 価 ・判 断 す る。

一 般 に政府 調 達 契約 にお い て
、契 約者 は個 々 の従 業員 の実 際 の賃 金ベ ー ス で直接 人 件 費

を算 出す る こ とも選 択 で き るが 、多 くの場合 、 契約者 は 「標 準 単価 」 を設 定 、事 前 に提 示

す る。 この標準 単価 に基 づ いて 、契 約者 は直接 人件 費 の 見積 も り、積算 、会計 報 告 を行 な

う。ほ とん ど全 ての 大 中規模(従 業員500名 超)の 契 約企 業 が 「平均 労働 賃率(Averagelabor

rate)」 を採用 して い る。 この賃 率 は 、そ の契約 企 業 の各職 種 の 中の 労働者 の グ レー ド毎

に平 均 賃金 を算 出 して設 定 され て い る。 会計 原則 の 一貫 性 を維 持 す るた め、1会 計 年 度 中

の賃 率変 更 は認 め られ な い。

当然 な が ら、賃 金相 場 の急激 な変 化 な どで現 実 に発 生 す る人 件 費 と標 準賃 率 の 間 に差 異

が生 じる。 この差 異 は 、一 定 の コス トプール に積 算 され 、 最低1年 に1回 は精算 され な け

れ ばな らない。

(6)外 注(Subcontracting)に 関 す る 制 限

研究開発に対する政府支援 とい う文脈では、外注 に対する制限が1)そ の仕事内容 と2)

全体の金額に対す る割合、3)外 注部分が契約者の費用負担分 としてカ ウン トされ ない等、

外注への制限やdisincentiveが 設定 されてい る。

SBIR:Phaselで は 、少 な くとも3分 の2の 「研 究 及び(も し くは)分 析 的業務(research

and/oranalyticalwork)」 が主 た る契約者 に よ って遂 行 され なけれ ば な らない 。Phase

llで は 、少な くと も2分 の1以 上の 「研究及 び(も しくは)分 析 的 努 力」主た る契 約者 に

よ って遂 行 され な けれ ば な らな い。

ATPProposalPreparationKit:EXHlBIT6.FORMNlST-1262Subcontracts

契約 希望 者 は プ ロジ ェク トへの 応 募 に際 し、外 注 先 を明示 しな くては な らな い。 しか

しな が ら、正 当 な理 由 な く、ATP資 金 の大 幅 に外注 され る よ うな プ ロジ ェク ト提 案 は、

採 用 す るか 否か の評 価 が 低 くな る。 その理 由は、 主契 約者 の プ ロジ ェク トへ の コ ミ ッ

トメ ン ト(真 剣 に取 り組み 、資 源 を投入 す る姿勢)に 懸 念が 生 じるか らで ある。 また 、

外 注 先 に支 払 う金額 は 、 コス ト分 担契 約 にお け る契約 者側 の コス ト分担 部分 とは 見 な

され な い。
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FAR35.007一 募集(Solicitations)ニ

プ ロジ ェク トの 募集 に あた っ ては 、 「§cientificortechnicalwork」 の いか な る外 注

計画 に つ いて も、 契約 応募 者 が応 募 時 に必ず 明 示す る よ う、要求 しな けれ ばな らな い。

FAR35.009一 研究開発活動の外注(SubcontractingResearchandDevelopmentEffort.)

そもそも、研究開発の契約者の選考にあた っては、最高の科学的技術的能力を備 えた契

約者候補 のプール(「Source」 という=)を 母体 と しているわ けであるか ら、それ ら契約

応募者は調達契約担当官の事前の認可・(Approval)な く技術的科学的業務 を外注す るこ

とはできない。

費用払戻 し契約の交渉においては、調達契約担当官は、研究開発のいかなる部分の外注

に関 して完全な情報を得なければならない。また、固定価格契約の場合は、担当官は こ

れ らの情報 を十分吟味 しなければな らず、場合によっては政府がその外注によって不利

益 を蒙らない旨の合意文書 を作成す ることがで きる。研究開発に限 らず、外注全般 に関

して も同様の事前認可の取 り決めが ある(FAR52.244-2)。

一般 に
、連邦政府 は契約者 による研 究開発活動の外注 を好ま しい ことだ とは考えていな

い よ うで ある。本来その契約応 募者 が固有 に持つ科学的技術的能力の高 さに よって契約

先 ・調達先を選 定する とい うのが政府支援研究開発 、政府調達研究開発の本来の意義だか

らである。

また、外国人、外国企業への外注に関 じて も制限がある。特 に明 白に外国企業への外注

を実質上禁 じているのはATPで ある。

ATPProposalPreparationKit:EXHlBlT6.FORMNlST-1262Subcontracts

ATPの 目的 は米国経 済 の成 長 を創 り出す ことに あ る。ATPか ら支援 を得 た者 は、米国 に存

す る米 国の 外注業 者 を使 用 し、その 外 注 によ る便益 が 米国 内 で与 え られ る こ とが期 待 さ

れ て い る。従 って 、外 国の 外 注先 を含み 、それ を完 全 に正 当化 す る事 由 を述べ て い ない

提 案 は、経 済 的便 益 が米 国 に帰 属 せね ばな らな い と い う判 断 基準 に基 づ くATP選 考 にお

いて 、低 い評価 を受 け る。

(7)契 約期間前に発生 した費用の 負担方法

FAR31.205-32に よ り、契 約 期 間開 始 前 に発 生 した費 用 は 、 それ が そ の契約 を期 日ま で に

完 了す る為 に必 要 と認 め られ る場合 、賦 課す る こ とが で き る。
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(8)会 計手法の変更(例:費 目間振替 え等)に 関する条件 ・制度

契約者 は、基本的 に承認 されたDisclosureStatementで 申請 した会計原則 を守る義務 が

ある。調 達契約担 当官に無断で会計原則 を変更/実 施 した場合 、罰則 がある。 この罰則は、

その会計原則変更によって政府 がよ り大 きな費用負担を強い られ ていた ことが判明 した場

合に適用 される。

罰則(Penalties)

FAR42.709-1-一 般事 項(GeneraD

(a)ThefollowingPenaltiesapPlytocontractscoveredbythissection:

(1)配 賦 され た間接 費 用がFAR、 及 び各省 庁 の細 則 に照 ら して 明 らか に 賦課 で きない も

ので あ った場 合 、罰金 は以 下の よ うに な る。

(i)賦 課 が認 め られ な い間接 費 用 と同等 の金 額

(iD政 府 か ら契 約者 に既 に支 払 われ た部 分 に つい ての利 息

(2)既 に 当該 間接 費 用 が 契約 応 募前 に賦 課 で き な いもの と して 公 表 され て い るに も関

わ らず、契約者 が 契約 期間 中に会 計原 則 を変更 して配 賦 を行 な って いた場 合、罰金

は2倍 とす る。

CAS/FARと 契約者の実際の会計原則 の運用に食い違いが出て くるのは以下の3つ の場合で

ある。

1)契 約締結の直前 もしくは時 を同 じくして政府 の調達規則 が新 しくなった り、変更 され

た りした場合。

2)契 約者の会計原則 の運用がそ もそ も最初からCAS/FARに 反 してい る場合。

3)契 約者が 自発的に会計原則の実際の運用に変更を加 えた場合。

上記の うち、3)の ケースでは、契約者による会計原則 変更によって生 じる政府への費

用賦課額 の変化が著 しく小 さい場合、契約者 は合法的に事前に申告 した会計原則 を自発的

に変更す ることができ、罰則 も適用 されない。

FAR30.602-3一 自発 的変 更(VoluntaryChanges)

(a)一 般 事 項(General)

(D契 約 者 は 、(上 記 条件 の 下 で)自 発 的 に、事前 に 申請 され た 、 ま たは確 立 して い

る会 計 原則 を変 更 す る こ とが で き る。

(2)契 約金 額 は、 この 自発的 変 更に よ り生 じた差額 分 を調 整 され る 。 しか し、上級 契

約 担 当官 が会計 原 則の 変更 が必 要 で あ り、政 府 に著 しい不利 益 を生 じさせ ない 、

と判 断 した場 合 は 、増額 分 が契 約金 額 か ら差 し引かれ る こ とはな い 。

このよ うに、契約者による会計原則変更が条件付で認 め られ るケースがある一方で、各

省庁の契約担 当官が第3章 に述べ るGPRA(政 府業績結果法)の 下で、 「適用除外」を認め ら

れ、FARか ら逸脱 した費用会計 を行な うことが可能である。
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FARSubpart1.4-FARか らの逸 脱(DeviationsFromtheFAR)

1.402一 基 本 方針(Policy)

法律 、大統領 令 、規則 に よ って禁 じられ て いな い限 り、各省 庁 のニー ズ を満 たす ため に

必要 な場 合 には 、FAR(連 邦 調達 規 則)か らの 逸脱 が認 め られ る(granted)場 合 が ある。

新 た な調達 技術 や 方法 を開 発 した り試 した りす る こ とが 、 単 に既存 のFARに 抵 触 す る と

い うだ けで 妨 げ られ る こ とは避 けな けれ ばな らな い。

4.2.3連 邦政府の研究開発契約における基本姿勢

以上、CAS/FAR下 での政府研究開発契約における費用取 り扱いに関す る個別イ シューを仔

細に分析 してきた。総 じていえることは、連邦政府は、研究開発契約 にあたって、丘理的

な理 由に基づ く柔軟性(例:契 約者の自発的会計原則変更やFARか らの逸脱を認 める等)と

契約者に対す る行政/事 務的負荷 の最小化(例:民 間の会計原則の全面的採用、自社内の会

計原則を一貫 して使用することを認める等)、 を基本精神 としていることである。

FAR-Part35

研究開発契約(ResearchandDevelopmentContracting)

35.002-一 般事項(GeneraD

研究開発 プロジェク トを委託契約する主要 目的は、科学技術知識の高度化 と、その知識

を省庁や国家 レベルの 目標 を達成するために適用す ることである。消耗品や諸サー ビス

の調達契約 と異な り、多くの研究開発契約は、その実現に必要な業務の内容や方法が事

前に確定で きないよ うな 目的 を持 っている。プロジェク トの成功確率や特定の技術的ア

プローチの困難度 などは、事前に判断が困難 である。 研究開発契約はこのような独特の

性質を持っているが故に、その契約 プロセスは産 業界の最 も優秀な能力が プロジェク ト

に参画することを促進するようなものでなければならず 、プロジェク トが合理 的な柔軟

性 と最小限の事務的負荷でもって遂行され得 るよ うな環境 を保証 しなければな らない。

4.2.4プ ロジ ェク トの 成 果物 に 対す る条 件

本項は、1999年3月 の当研究所の資料"米 国の政府支援研 究開発 における知的財産権の取

り扱 いの変遷の歴史 とその背景"に おいて詳細が報告 されているため、要点 をごく簡単に

記述す るにとどめる。

各省庁に姿勢のば らつきはあるものの、連邦政府 レベルの公式見解 は、「政府契約の下で

開発 した ソフ トウエアに対す る権利 は民間契約者が保持 し、政府はその後の使用に対 して

はロイヤ リティーベースの使用権 を確保す る」、 とい うものである。
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ソフ トウエアの ソースコー ドに関 しても、契約者がその後の商業化 を求めている場合は、

政府への納入 を求めない よう考慮す る旨がFARに 明記 されている。
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4.3政 府業績結果法の役割

TheroleofGPRA

4.3.1そ の使 命 と歴 史 的経 緯

(1)そ の使 命

1993年 政府 業績 評価 法(GPRA)は 、 ク リン トン政 権(ゴ ア副 大統 領 が リー ド役)の 行 政

改 革推進 母体 、NationalPerformanceReview(国 家 業績 評価)タ ス クフ ォー ス の核 とな る

法 制で あ る。(NPRは 現在 、 「上 意下 達 」では な く 「省 庁 との対 等 の協力 関係 」 を印 象 付 け る

よ うな表 現 で あるNationalPartnershipforReinventingGovernmentと 名 を変 え てい る。

中味 は同 じで あ る。)GPRAの 意 義 はNPR全 体 の文脈 の 中で評 価 され ね ばな らな い。

公式 的 には 、NPR/GPRAの 使 命 は 「21世 紀 に 向 けて 、政府 を よ り上手 に、 よ り安 く、米 国

民 の望 む仕 事 をや り遂 げ る こ と」 と表 明 され て い る。

実質 的 にNPRの 背後 にあ る真 の 目的 とは、

1)各 省 庁 が 自己の 「業績 」 や 「結 果 」 に基 づ く予算 立案 と執 行 を行 な う環境 を整 備 す る

こ と。

2)』 註(国 民 と産業 界)の 満 足 」を最 重要 の優 先事 項 、業 績/結 果 の評価 尺度 とす る こ と。

3)政 府 のサー ビス の質 を低 下 させ ず に経 費/予 算 を削減 し、 よって均 衡財 政 を実 現す る こ

と。

また 、 これ らの 目的 を達 成す る方策 と して 、

1)産 業 界のベ ス トプ ラクテ ィス を積極 的 に公 会 計 や調 達 制 度 に取 り入 れ 、主 顕 理 を働

かせ ること。

2)「 顧客」や 「市場」 との接点 を持つ前線の官吏へ 「権 限」 と 「説明責任」の双方 を委譲

す るこ と。

3)業 務効率 を改善す ると共に効果的サー ビスを提供 してい くため、情報技術 を積極的に

活 用す る こ と。

(2)業 績 に基 づ く予算 編成:「PerformanceBudgetingＬ

fPerformanceBudgeting」 と は 、 ミ ソ シ ョ ン に 導 か れ た 結 果 重 字 の 予 扁成 を 意 味 し、

ま さにNPRの 使命 を体現 す る コ ンセ プ トで あ る。 ク リン トン大 統領 は政府 の予 算 に対 す る

責任 説 明の尺 度 ・体制(AccountabilitySystem)を 、 これ までの 「プ ロセ ス、 手続 き、誰

が い ら'の か か ら 「予 を どれ だ け'と ロが達 で に ど こまで'さ
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れ た のか(Performance&Result)へ 根 本的 に シ フ トさせ る ことの重 要性 を強調 した(ゴ

ア副大統領 による方針宣言文書は下記)。

PerformanceBudgeting実 現 へ 向 けた3つ の方 策

WWlSSlONDRlVEN,RESULTSORlENTEDBUDGETlNG"(AccompanyingReportoftheNational

PerformanceReviewOfficeoftheVicePresident,Washington,DC),September1993

「結 果 」 へ の 説 明 責 任 を強 化せ よ

政治 的 リー ダー シ ップの 下 に政 策の優 先順 位 を定義 し、何 を達 成 す る ことが 求 め ら

れ 、そ の結 果 が どの よ うに評 価 され るの か を各担 当官 と政 府の 間 で しっか り合意 す

る こと。

前 線 担 当官 へ 権 限 委 譲 せ よ
一旦 政 策実 行 の決 定 を した ら、前 線 の担 当官 へ必要 な 資源 を供 給 し、期 待 され る 目

的達 成 の為 に権 限 を委譲 し、過剰 に詳 細 を極 め る規 制 ・規 則 ・制 限 か ら解 放 す る こ

と。

2-1各 担 当官 が資源 を有 効 かつ 効果 的 に使 用す るた めに 、 こ と細 か く設 定 され た 歳 出内

容 の費 用項 目 ・制 限項 目、報 告 書 の書 式指定 等 は著 し く削減 され な けれ ば な らな い。

ま た、 予算 執 行 の単 位 や費 目は、政 策 を実行 す る プ ロジ ェク ト単 位 に よ りよ く合 致

す るよ うに設 定 され 、費用 は その プ ロジ ェク ト単位 で捕 捉 され な けれ ば な らな い(組

織 横 断 的 プ ロ ジ ェク トは一 体 と して費用 把握 せ よ)。

2-2よ り多 くの 予算 を 、1年 単 位 でな く、複 数年 も し くは年限 を切 らな い予 算 と して計 上

すべ きで あ る。また 、た とえ1年 単位 の 予算 で あって も、未 消化 部 分の500fOま で は次

る。

予算編成 プロセスを簡素化 ・合理化 ・改良 し、1)担 当官がよ り多 くの時間 をプロ

ジェク トそのもの に割 けるように、2)担 当官がよ り有効に資源 を使用できるよう、

各政策の優先順位 やそれ に対す る財政支援 レベルをタイム リー に情報提供 し、それ

らを通 じて3)予 算資源、政策 ミッション、その数値 目標、そ して結果が しっか り

(3)NPRの 時代 背景

NPRが 立 ち上が っ た1993年 は 、そ の前年 に連 邦政府 予算 が 赤字 の ピー ク($300B超)に

達 し、累積 財 政赤 字 が$5,000Bに 到達 しよ うか、 とい う状 況 で あ った。1993年 には 、連邦

予 算総 額 の14%が 累 積 赤字 の利 息支 払 であ った。 歳 出削減 の プ レッシ ャー は 日に 日に増す

ばか りで あ った。 この よ うな状況 の 下で 、 「政府 サ ー ビス の質 の低 下 を招 かず に(願 わ くば

向 上 させ っ つ)コ ス トを削減 すること」が大命 題 として浮 上してきたのである。
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(4)NPRの フ レー ム ワー ク及 び マ イ ン ドセ ッ ト

連 邦 政府 に とって 顧 客 」 とは 、 政府 か ら直接 に何 らか のサ ー ビス を受 け る国 民及 び 企

業 で あ る。

"Customers"

AmericancitizenAmericanindustry
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(5)NPRの 先 駆者 達

ク リン トン政権 のNPR以 前 に も、米 国 には 「業 績重 視 の予 算 を推 進す るプ ラ ン」が4っ

も存在 した。 しか し、今回のNPRは その中でも最 も長期 に継続 してお り、達成度 も最 も高

い と考 え られ る。

これ ら先達 とNPRの 違 い は、 予算 立 案 、予算 決議 、業績 を よ り明確 に リンク させ 、 現実

に実施 で き る具体的 メカ ニ ズム(後 述)を 作 り上 げ た こ とに ある 、 とい われ て い る。
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1.1949年 、第1期 フー バ ー 委 員会(共 和 党)に よる行 政改 革(肥 大 化 してい た第2次 大戦

直後 の 連 邦 政府 の ダ ウ ンサ イ ジ ング を企 図)

2.1965年 ジ ョン ソン大 統領(民 主 党)に よ るPlanning-Programming-Budgeting-System

(PPBS)

3.1973年 ニ ク ソ ン 大 統 領(共 和 党)に よ るManagementbyObjeGtives(細0)

4.1977 .年 カー タ:大 統 領(民 主 党)に よ るZero-BaseBudgeting(ZBB)

(6)NPRの 経緯

現在 に至 るまで 、NPRは 数 々の 法律 、報 告書 、イ ベ ン トを生 み 出 して きてい る。

20003に は1993のNPR立 ち上 げ£ の 止FY1999が

期限を迎える。 その報告書が どの よ うに予算決定プロセスに活用 され てい くのか、その後

の展開に要注 目である。
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4.3.2 全体構造

(1)NPR・PerformanceBudgetingの 実 行 メ カ ニ ズ ム

NPRは 、以 下の よ うに計 画 、 実施 、業 績 フ ィー ドバ ックの 仕組 み を作 り上 げ た。

Plarining

StrategicPlan:5yearstrategicmissionstatement

withoutcome-relatedgoalsandobjeCtives.Tobe
revisedevery3years.

PerformancePlan:Annualplanonhowto
implementstrategies.Quantifiableandmeasurable
objectives.

EvaluationlReporting

CustomerSatisfactionSurvey

basedonACSl

AnnualPerformanceReportto

theCongressbythe

AdministrationandAgencies

－
lmplementation

GovernmentWide=Performance

BudgetingwithPBOs,procurement

includingIT,personnel,

Agencylevel:ReinventionLabs,

HammerAwards

(2)計 画(Planning)

1993年 政府 業績 結 果 法 は 、各省 庁 が 「戦 略計 画(StrategicPlan)」

(PerformancePlan)」 の二つ を提 出す る こ とを義務 付 けて い る。

と 「年間業績計画
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戦略計画

行政管理予算庁(OMB、 実質的に大統領)に5年 ごとに提出、3年 ごとに見直 しが義務付

けられ る。

本計画は以下の事項 を明記 していなけれ ばな らない。

(1)当 該省庁の包括的 ミッシ ョンステー トメン ト

(2)全 般的 目的 と目標:実 現すべ きアウ トプ ッ ト、当該省庁の主たる機能や業務内容

(3)目 的 ・目標 を達 成す るための方策:業 務プロセス、及び必要 とされ る資源(ス

キル、技術、人材、資本、情報等)

(4)業 績関連の目的 ・目標(年 間業績計画に記載)と 本戦略計画の全般 的目的 ・目標

がどのよ うに リンク しているのか

(5)全 般的 目的 ・目標の達成に重大 な影響 を及ぼす可能性のある、 コン トロール不能

の外部制約

(6)全 般的 目的 ・目標の評価基準 と再評価のスケジュール

年間業績計画

本計画 は以下の事項 を明記 していなければならない。

(1)各 プログラム毎に達成すべ き業績 目標

(2)よ り客観的に計測可能なように数値化 された業績 目標

該 当 し、免除される場合を除 く)

(3)ご く簡単 に記述 された業務 プロセス、及び必要 とされ る資源(ス キル、技術、人

材、資本 、情報等)

(4)業 績 を測定す る具体的尺度

(5)実 績 と業績計画 を比較する(達 成度測定)た めの尺度

(6)測 定 された数値の信悪性、正確性 を確保 ・証明するための方策

Subsection(b):も しも業績 目標 を客観的、定量的、測定可能 な形式で表現できない

場合、業績計画は定性的表現で、1)達 成失敗のケース(達 成度が最低の場合の プ

ロジ ェク ト状況)、2)成 功 したプロジェク トの状況、を記述 していなければな らな

い。
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(3)実 施(lmplementation)

(a)ReinventionLaboratory(刷 新 の 実験 室)

PerformanceBudgetingを 実 施 す る に あ た り、 そ の 実 行 部 隊 と してReinvention

Laboratory(刷 新 の実験 室)な るチ ー ムが各省 庁 の前 線 の職場 に設 け られ た。1998年 現在

でそ の数 は325を 越 え た と され る。 これ らの 「実験 室 」は 、民 間企 業のQCサ ー クル に も

似 た チー ム指 向の ボ トム ア ップ戦 術 で あ るが 、QCサ ー クル に無 い強力 な武器 が存在 す る。

それ が各省 庁規 則やFARか らの必 要 に応 じた 「Waiver(免 除)」 の権 利 で あ る。

NPR

NatiOnalPartnershipfor

ReinventingGovernment

(AIGorelTheClinton
Administration)

Agency

Directors

=selectedteamsofempioyees

with"HammerAwards"asanincentive

NPRは 、このReinventionLabを 「官 僚制 の波 間に浮 かぶ 革新 の た めの橋頭 墾 」 と呼 んで

それ への期待 を表 明 した。 このLabは 「NPRタ ス クフ ォー スの先 兵 と して、全 く新 しい仕

事 のや り方、情 報 共有 の仕 方 、失 敗 と成 功 の省 庁 横断 的相 互 学習 の方 策 を積 極 的 に試 して

み るた めの組 織 で あ る。」

しか し、1999年 の全 省庁 レベ ル で のGPRA展 開(FY1999か らの年 間業績 計画 提 出開 始)

と ともに、 このLabの 役 割 も終 わ って いる とい え る。1998年 末 以 降、ReinventionLabの

ホ ー ムペ ー ジの更 新 も一切 行 な われ て い ない。す なわ ち、ReinventionLabは 、FY1999年

の 全 面展 開 へ 向 けて の 、緻密 に計 算 され たパ イ ロ ッ トプ ロジ ェク トと して位 置 付 け る こ と

が で きる。 背 後 にはAndersenConsulting等 、優 秀 なOC(組 織 変革)エ ー ジ ェ ン ト ・コ ン

サ ルテ ィング集 団が 存在 して い た。
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(b)HighImpactAgencies

ReinventionLabよ りも も う1ラ ンク上の レベル で のNPR実 施 の仕組 み は、1998年 に決

定 され たHighImpactAgenciesで あ る 。 こ こ で は 、 特 に 国 民(GtoC)と 産 業 界(GtoB)

に 直接 関 わ る度 合 い が最 も高 い32の 省庁 ・組 織 をHighImpactAgenciesと 認 知 し、特 に

強力にNPR運 動を展開す るターゲ ッ トとして設定した。

DepartmentofLabor

17.Occupa肋nalSafetyandHealthAdministration

DepartmentofState

18.BureauofConsularAf「ails

DepartmentofTranspo螂on

19。FederalAviationAdministration

DepartmentofTreasury

20.CustomsService

21.lntemalRevenueSeM◎e

22.0而 ◎eofDomesticFinan◎e

'FinancialManagementServi◎e

DepartmentofVeteransAffairs

23.VeteransHealthAdrηinistration

24.VeteransBenefitsAdministration

25.U.S.PostalSeMce

lndependentAgencies

26.EnvironmentalProtedionAgency

27.FederalEmergencyManagementAgency

28.GeneralServicesAdministration

29.NationalAeronauticsandSpaoeAdministratbn

30.O而 ◎eofPersonnelManagement

31,Smal旧usinessAdministration

32.SocialSecurityAdministration

(c)Performance-BasedOrganizations(PBO:業 績 指 向 組 織)の 認 定

PBOは 、1996年 に創設 されたNPRの 連邦政府の予算及び業務遂行 をマネー ジす る概念で

ある。議会が、省庁か ら申請のあった特定の部署 をPBOと して認定すると、その部署の長

は連邦調達規則や人事規則からの広範な免除を受けることができる(逸 脱が裁量で認めら

れ るよ うになる)。 そ の代償 として、その部署 は厳 しい業績評価 を受けることになる。 し

か しなが ら、 △はこ まで この
をあま り してお FY2000£1のPBO■

は無視 されっづけていた。 よ うや く2000年 度か ら少 し動 きが出てきた。

〈FY2000のPBO申 請済み政府組織(議会承認待ち)〉
・t.t.:層1ビ ∵ 『t=.N.・,'』'f"「'←'.・t ,t.』'"..一 『 ・-、

FY2000CandidatesofPBOsthatappliedfortheCongressionalapprovalthisyear

・PatentandTrademarkOfftce

・DefenseCommissaryAgency

・St .LawrenceSeawayDevelopmentCorp.

・U.S.Mint

・AirtrathcservicesdivisionoftheFederalAviationAdministration

.SeafoodlnspectionService

・RuralTelephoneBank

・Nationa|TechnicallnformationService

・FederalLandsHighwayProgram
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(d)InformationTechnologyManagementReformActofl996

(ITMRA:情 報 技術 管 理 改 革 法)

情 報技術 の調 達 を よ り組織 的 ・効 果 的 に行 な うこ とを企 図 したITMRAの 要点 は以下 の よ

うにま とめ られ る。

1)調 達権限をGSA(総 務庁)か らOMB(行 政管理予算庁)へ 移行す ることによ り、情報

技術 を国家予算 と連動 した形 で、よ り組織的 ・全政府的に足並み をそろえて導入す

ることを意図 してい る。

2)行 政管理予算庁の長が業績/結 果重視の業務管理を行 な うこ とに責任 を負 うことに

なった。

3)行 政管理予算庁の長は、各省庁 にCIO(ChiefInformationOfficer)を 任命 し、IT

の調達 と管理を専門に行なわせ ることとした。

4)議 会は、各省庁が情報技術関連運営/維 持費用を最低年間5%削 減 し、業務効率は逆

に5%向 上 させるよ う要望を表明 した。

5)連 邦調達規則委員会(FARCouncil)は 、情報技術調達のプロセ スの簡素化、効率化

を通 じて、 リスク管理や継続 的調達、情報技術 の進歩 に合わせ たタイム リーな導入

を約束 した。

6)各 省庁の長は、 「ModularContracting(モ ジュール単位 で切 り分けた調達)」 の推進

の義務 を負 った。

7)連 邦調達政策行政官(AdministratorofFederalProcurementPolicy、OMB内 の組

織)は 、各省庁 による新たな情報技術調達を試験的 に運用す るパイ ロッ トプログラ

ムを実施 しなければな らない。

8)連 邦調達政策行政官は成果報酬型 の調達パイ ロッ トプログラムを実施す ることが許

され るようになった。すなわ ち、最大2省 庁に関 し、民間の契約請負者が連邦政府

に情報技術導入の代案 を提供 し、その民間業者はその代案 の実施 によって従前の方

法 よりもどれだけコス ト削減 を実現 したか、を基準に報酬 が支払 われ るとい う仕組

みである。

9)連 邦調達政策行政官 は、連 邦政府の代表者 と情報技術産業の代表者か らなるワーキ

ングパネルを設置 し、上記のパイ ロッ トプログラムの計画策定を行なわなければな

らない。
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(4)業 績評価

GPRAに 定 められたご とく、各省庁は業務 に直結 した数値 目標の進捗状況を、年度業績報

告書 を通 じてOMBと 議会に提出す ることが義務付けられている。それに加 え、以下の顧客

満足度指標 も用いられ てい る。`

(a)各 省庁 の顧客満足度基準

大統領令12862号(1993年9月)に より各省庁は以下のア クシ ョンをとらねばならない。

大統領令12862:SettingCustornerServiceStandards.

TheWhiteHouse,11Sept.1993

Section1.Cust㎝erServiceStandards.

NPRの 基本原則を実行に移すためには、連邦政府は顧客指向でな くてはならない。国民に対する

サー ビスの質は民間/産 業界における最高の レベルを目指 さねばな らない。 ここでいう 「顧客」

とは、政府機関/省 庁か ら直接サー ビスを受ける個人または組織 を意味す る。「民間/産 業界 にお

ける最高の レベル」 とは、当該政府サー ビスと類似/同 等のサー ビスを提供す る民間組織 によっ

て市場の顧客に提供 されている最高の品質 レベルを意味する。

国民に直接サー ビスを提供するHighlmpactAgenciesは 、以下のアクシ ョンを取 らなければな ら

ない。

各省庁毎に誰が顧客なのか、誰が顧客であるべきなのかを特定せ よ。

民間の手による同様/類 似のサー ビスで最高のものと、当該政府サー ビスを比較せよ。

(Benchmark)

前線の担当官に調査を実施し、民間最高レベルと同等のサービス提供を妨げている原因、お

よび最高レベル提供のためのアイデアに関する意見を収集せよ。

顧客にサービス提供者や提供方法に関する選択権を与えよ。

情報、サービス、苦情受付のシステムが顧客から容易にアクセスできるようにせよ。

各担当官に顧客の苦情に対処するための手段 ・資源を提供せよ。

(b)AmericanCustomerSatisfactionInitiative(ACSI)

民 間 との シー ム レス なベ ンチ マ ー キ ン グを さらに徹底 す るた め、連 邦 政府 は ミシ ガ ン

ビジネ スス クール に よ って開 発 され た顧 客満足 度指標 を採 用 、1994年 か ら民間企 業 と全

く同列 の基 準 に よって 各省 庁 のサ ー ビスに対す る顧 客 満 足度 を測 定 し始 め た。

(….acsi.asq.org/results.htmlに て 、個別 企 業/政 府 組 織 別 の調 査結 果 を閲 覧可 能。)
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〈1994-1999産 業/セ ク タ ー 別ACSI総 合 指 数 〉

1994 1995 1996 1997 1998 1999

Manufacturing/Nondurables 81.6 81.2 79.0 78.5 78.8 80.0

ManufacturingDurables 79.2 79.8 78.8 78.4 77.9 77.3

Transportation/Communications/Utilities 75.1 75.1 75.5 71.6 7t2 70.3

Retail 75.7 73.6 74.6 73.2 70.8 74.7

Finance/lnsurance 75.4 74.8 74.1 74.5 74.6 74.4

Services 74.4 74.2 7t2 67.7 72.2 70.4

Pμb〃Cハdmjη'stmt'0η/Govefη π7θηt 643 67.9 59.2 62.4 646 68.7

Fθdθ τ●'Agθnc'θs η.8. n.8. η.∂. η.∂. η.a. 68.6

ACSIの 導入 と関連 して、民間のベス トプラクテ ィスの評価 も積極的 に行 なわれている。

フェデ ラルエクスプ レス等、個 々の企業名 を指摘 し、その効率 と効果 の高 さを分析、評

価 し、各省庁の手本 とすべ く公表 している。 日本 であれ ばさしずめ 「A社 」 「B社 」 とす

るところか。

4.3.3PerformanceBudgetingと フ レ キ シ ビ リ テ ィ

(1)経 営 管理上 の フ レキ シ ビ リテ ィと 「Waiver(免 除)」

ここに言 う 「Waiver」 とは、存 在 す る省庁 内 規則や 方 針(Policy)か ら逸脱 す る権 限/裁

量 を与 え られ る ことを意 味す る。 この 「Waiver」 は、PerformanceBudgetingの 基本 方針 を

具現 化す る 「経営 管理 上 の フ レキ シ ビ リテ ィー 」 を実現 す る上 で、 重要 な政 策 ツー ル/手 段

とな ってい る。 大 統領 は1998年 、 各省 庁 の内部 規則 に関す る 「Waiver」 授 与 のプ ロセ ス を

促 進/効 率化す るた め に以 下 の よ うな メモ ラ ンダ ムを発表 してい る。Waiver申 請 と授 与 が ス

ム ー スに進行 させ る実 効性 の 高 い内 容 とな ってい る。
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MEMORANDUMFORTHEHEADSOFEXECUTIVEDEPARTMENTSANDAGENCIES

THEWHITEHOUSE,April21,1998

Subject:StreamliningtheGrantingofWaivers(「Waiver」 授 与 プロセスの 合 理化)

(要約)

「これ らのWaiverは 、多 くの 場合 、より効 果 的 効率 的 な政 府を実 現 しようとする前 線 の担 当官

によって要 請 され る。各 省 庁の トップにおかれ ては、彼等 により多 くの権 限 を委譲 し、その莫 大

な潜 在 的能 力を引き出す ようにお願 い したい。一ー一 さまざまな成功 事 例 が挙 が ってきている。」

「Waiverを 積極 的 に授 与 していく次 のような運 用が 行なわ れている。以下 の方 法 を貴 省 庁でも

どん どん取 り入 れていっていただきたい。

1.Waiverの 要 請 は30日 以 内 に審査 お よび授 与の 可否 の 決 定 が行 なわ れ る。30日 を超 え

てなお結 論 が 出ない場 合 、そのWaiverの 申鯖 は認 め られ たもの として実 行 に移す ことが

できる。

2.省 庁の 内部 規則 を改 変 する権 限を持 っている担 当官 はWaiver申 請 を「認 可 」することは で

きるが 、「却 下」できるの は各 省 庁 の長 の み である。」

但 し、本 メモ ランダム は補助金 によ って運 営 され るプロジェク トには該当せず、また法律 に

よ って必要 とされて いる業務 に関 しては及 ばない。本 メモ ランダム は連 邦法に よって定め ら

れ ていない各省庁の内部規則についてのみ妥 当す る。

一方
、GPRAで は 、連 邦予 算費 目を 「逸脱 」して費 目間の 柔軟な移行 を認 める「Waiver」に関 して

言及 している。

1993GPRASEC.5.MANAGERIALACCOUNTABILITYANDFLEXIBILITY.

Chapter970ftitle31,UnitedStatesCode,Sec.9703.Managerialaccountabilityand

fiexibility(a)

「FY1999よ り、GPRAに より提 出 が 定 め られ た年 間 業績 計 画 書 におい ては 、人 員 配置 、報

酬 、費 用 負担 等 の事 務 手続 に関 する「Waiver」 を提案 することが認 め られ る。また、本 来 は禁

止 され てい る 予 算 費 目間 での 資 金 の 流 用 を 、以 下 の 費 目コー ドの 範 囲 で 認 め る ような

「Waiver」 に関 しても同計 画 書を通 じ提 案す ることができる。 予 算 費 目分類20お よび 小分 類

11,12,31,32で ある。こうした費 目間流 用 が 認め られ る代 わ りに 、そ のプロジェクト1部署 で

は、業績 目標 を達 成す ることに対する説 明責任 が 要求 されることは言うまでもない。」
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上記のごとく、GPRAで 費 目間流用 が認 め られ る予算分類は以下のものである。

ObjectClassCode20:ContraCtualServicesand

Supplies

21、OTravelandtransp◎rtationofpersons

22.OTransportationofthings

23.1RentalpaymentstoGSA

23.2Rentalpaymentstoothers

23.3Communications,utilities,andmiscellaneous

charges

24.OPrintingandreproduCtion

25.1Advisoryandassistan◎eservices

25,20therservices

25.3Purchaseofgoodsandservioesfrom

Govemmentacc◎unts

25.40perationandmaintenanceoffacilities

25.5ResearchanddevetopmentcontractS

25,6Medica|care

25.70perationandmaintenanceofequipment

25.8Subsistenceandsupportofperson5

26,0Suppliesandmaterials

11.1Full-timepermanent

11,30therthanfu‖ ・timepermanent

11,50therpersonnelcompensation

l1.7Militarypersonnel

11.8Specialpersonalservicespayments

12.1Civilianpersonnelbenefits

12.2Militarypersonnelbene徹s

ObjeCtsubclassin30.AcquisitionofCapitalAssets:
31.OEquipment

32,0Landandstructures

ここで は、予算 分類25.5「 研 究開 発 契約 」

に 注 目 した い。 上 記分 類 コー ドの範 囲内 で 、

もこの費 目間流用の対象に含まれてい ること

他の費 目か ら、また他の費 目への資金の流用

が 可能 にな る。 この予 算 費 目間 の流用 はFARに 「Waiver」 の範 囲 を拡 大す る もの で あ る。

次 に紹介 す る国防省 の例 は、FAR/DFARSに 対 す る 「Waiver」 が認 め られ たケ ー スで あ る。

NPRWaiverClearinghouselnforrnation

DepartmentofDetense,DefenseLogisticsAgency

AuthoritytQDeviatefromtheFARandDFARS

Synopsis:DefenseProcurementhasgrantedcontractingactivitiesparticipatingas

designatedNationalPerformanceReviewReinventionLaboratoriesauthoritytodeviate

fromtheFARandDFARS

Description:TheFARSandDFARSauthorityappliesonlytothosedeviationsnecessary

tosupportareinventionobjective.ltdoesnotapplytothosedeviationswhichrequire

publicationinaccordancewiththerequirementsofFAR1.50 .1(thesolicitationofagency
andpublicviews,thosereservedfortheDirector,DefenseProcurementinaccordance

withDFARS201.402(1)(1)requirementsimpo$edbystatute,orrequirementsthat

implementtheregulationsordirectivesofotheragencies.

AnticipatedResuits:ProvideauthoritytodeviatefromtheFederalAcquisition

Regulations(FARortheDefenseFederalAcquisitionRegulationSupplement(DFARS)

ProgressandAccomplishments:Waiverapproved

LastUpdate:04116/98
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

(2)PerformanceBudgetingの 進 展 の 遅 れ 、 問 題 点

「Waiver」 授 与 の シス テム は決 して順 調 に進 んで きて い るわ けでは な い。FY1998/1999で

は 、省 庁 内規 則 に 対す る 「Waiver」 授 与 のパ イ ロ ッ トプ ロ グラム が企 画 され た が、 申請 さ

れ た 「Waiver」 の数 が そ もそ も少 ない 上 に、 そ の ほ とん どが却 下 され る とい う憂 き 目を見

た結 果 、 当該 会 計年 度 の 同 パ イ ロ ッ トプ ログ ラム は事実 上 お流れ に な って しま った。 その

結 果 、OMBへ 提 出 され る年 間業績 計画 で 「Waiver」 の 申請 を行 な った省 庁 は なん と皆 無 だ っ

た。

〈関係担当官の談話〉

DeidreLee,OMB'sactingDeputyDirectorforManagement

「各省庁が 言うには、彼等はまだ業績評価の尺度や新 しい予算構造の構築が済 んでおらず 、予算

要求と業 績を連 動させ る準備 ができていない、ということです。各省庁 はまた、業績 に関する情報を

予算 に使 うことで議会 の注 目を浴びてしまい、逆 に予算カットの餌食 になってしまうのでは、と憂慮

しています 。」

「しか しながら、FY2001に はパイロットプログラム省 庁が選 定 され 、予 算を要 求 するさまざまな

フォー マットを実 験 的 に試 していくことになっています。例 えば、異 なるレベル の 予算 額 でどの く

らい政 策プロジェクトの成 果 に差 が 出るか 、といった感 度 分析 のようなものもそこには含 まれて

います。」

PaulPosner,GAO'sDirectorofBudgetIssues(政 府 経営 、情 報 、技 術 に関す る下 院政 府

改 革 小 委 員会 での議 会 証 言)

「たい てい の省 庁 は 、議 会 や 大統 領府 と同様 、いまだに予算 要求 を「意 図され た結 果 」よりも、

人 件費 や旅 費 、設備 費 といった「費 用そのもの 」にリンクさせ て考 えている。」

「予算作 成 ・決 定プロセスは生 来的に政治的選択(要 は資源の取り合い)の 実践 である。業績 に関

する情報 は究極 の決断の背景となる一要素ではあり得るが 、決して唯一のものではない。」

上記 の談 話 に 見 られ るよ うに 、各省 庁 レベ ル で の躊躇 、そ して 予算 プ ロセ ス が本 質 的 に

持 っ てい る政 治的 要 素 が、PerformanceBudgetingを そ う簡 単 には実 現 させ な い要 因 と して

立 ち はだ か って い る よ うで あ る。 行政 管 理予算 庁(OMB)は 、2001年3月 、 その 時点 ま で

に連 邦政 府 が 得 たPerformanceBudgetingの 経 験 につ いて 、報告 書 を議 会 に提 出す る こ と

に な って い る。
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4.3.4NPR/GPRAの 限 界 、 問 題 点

前 項 のPerformanceBudgetingか らも明 らか な よ うに、NPR/GPRAの 成 功 の鍵 は 、い かに

行政(予 算要 求 を行 な う大統領 及 び 各省庁)と 立法府(予 算決 定権 者)が 密 接 に リン ク し、

業績 情 報 に基づ く予 算配 分 を効果 的 に行 な えるか 、 とい うとこ ろに あ る。第2次 大戦 以降4

度 にわた り試 み られ た業績 主 義予 算 へ の 取 り組 み は 、行政 サ イ ドの業 績 に基 づ く予 算要 求

と立法 府 の 資 源 配 分 プ ロセ ス の リン クに 失敗 し、 うま く行 か な か った。 そ れ に比 較 し、

NPR/GPRAは 各省 庁 の戦略 計画 策定 に際 して の両者 協議 を よ り明確 に義務 付 け、Performance

Budgetingの 実行 メ カニ ズム を よ り詳 細 に設 計 して い る点 で成 功 す る確 率 は 高 い と考 え ら

れ る。

しか しな が ら、前 項で 明 らか にな っ たPerformanceBudgetingの 問題 点(予 算 プ ロセ ス

が本 質的 に持 つ政 治 的要 素)は 、や は りそ の ま まNPR/GPRAそ の もの の弱点 であ る と言い か

え るこ とがで き る。 よ り踏み 込 んで 言 え ば、NPR成 功 の鍵 を握 る行 政 と立 法の 連携 は、異 な

る原則 の下 に成 り立 ち、本 来 的 に拮 抗 す る よ うに設 計 され てい る二 つの 権能 の連携 な ので

あ り、両者 の協力 関係 は本 質 的 に脆 弱 で あ る といわ ざるを得 な い。

す な わ ち、克 服 す べ き課 題 とは 、行 政 と立法 の 予 算協議 をい か に 実質 の 伴 うもの と し、

時 に矛 盾 し、 資源 をめ ぐっ て あい 争 う省 庁 の プ ログ ラムの利 害 を どの よ うに調 整 して い く

の か、 とい うこ とで ある。

会 計検 査院(GeneralAccountingOffice)は 独 立 した権 限 を持 つ組 織 で あ るが、議 会 へ

の 報 告 書 「PerformanceBudgeting:PastInitiativesOfferInsightsforGpRA

Implementation」 で 、以 下の よ うな 問題 点 ・背 景 を指 摘 して い る(要 約)。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

1.生 来的に拮抗 ・競 争関係にある行政と立法の関係

立法府と行政府のチェック&バ ランスの関係は常に存在していなけれ ばならない。であるが故

に、立法府は 自身の監視者としての役割 に集中し、短期 的業績を追求する傾 向がある。一

方、行政府の官吏は長期的 目的の達成を強調し、変化するニーズへの適応性、政策実施に

おけるフレキシビリティを重要視する傾 向にある。

2.業 績評価作業自体が省庁の重荷になるという懸念

GPRAの 要求事項は、既存の情報公開や報告書提出の義務にさらに上乗せ され るものであ

り、ことのほかわず らわ しい厄介 なものとなる可能性がある。

3.予 算削減圧力とGPRA推 進圧力の相乗効果(負 の効果)

複数の省庁関係者 は、 この二つの圧 力のおかげで、省庁のスタッフの間にはよ り守 りの

姿勢 を強 めるか もしれないと指摘 している。

4.省 庁による情報操作の可能性(モ ラルハザー ド)

立法府のスタッフは、「省庁 と議会が連邦政府歳出を削減す る方策をめ ぐって議論す るこ

とになると、省庁間や プロジェク ト間の業績をめ ぐる軋礫や利害衝突がより頻繁に表面

化す るだ ろう。そうなると、省庁サイ ドは、あ らか じめ情報 を再加工 して業績のば らつ

きを少な く見せか けるなど、情報操作 を行なう心配がある。」 と述べている。

5.プ ロジェク ト廃止決定 と省庁のGPRAへ のサポー ト

GPRAに よって業績 と予算配分 を連動 させていく以上、自省庁のプロジェク トが廃止 され

る決定が され る場合もあろう。その際、行政サイ ドでのGPRAへ の支持 を維持することが
一 体 で き るだ ろ うか

。

これら一連の問題は、大統領府、省庁、議会のうちどれか一つ欠けても解決 はできない。全ての

利害関係者がその解決に参加せねばならないのである。
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4.3.5NPRの 達 成 度 ・今 後

上 記 の ご とく様 々な 問題 を抱 え るNPRタ ス クフ ォー ス であ るが 、過去4度 の 業績 ベ ー ス

の予 算編 成 への 挑戦 の教 訓 を活 か した仕 組 み作 りが な され て い る。 この タス クフ ォー ス に

よるPerformanceBudgetingはFY1999に 本格稼 動 したば か りで あ り、 これ までの達 成度 を

語 るに は時期 が まだ早 い。2000年3月 末 に議 会提 出 され るAnnualPerformanceReportが

最 初 のア ウ トプ ッ トで あ り、 これ の 内 容 にまず は注 目す べ きで あ る。 今 後 も仔 細 にモ ニ タ

リングが欠 かせ ない で あろ う。 一 方 で 、 ク リン トン政 権 は1993以 降 、莫 大 な額 の歳 出削減

を達成 し、っ いに均衡 予 算 を達成 した。 しか しこれ は 政府職 員 の削減 な どを通 じて で あ り、

PerformanceBudgetingが 実 った 、 とい うもので は ない こ とを明記 してお く。
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第1編 わが国の研究開発の仕組み ・制度のあ り方

4.4調 査結果の意味するもの

Implica亡ions

本章を通 じて、1)連 邦政府 によるCAS/FAR/GAAPベ ースの費用会計システム、2)民 間

契約請負者 への手厚い知的所有権保護、そ して3)ク リン トン政権 に見 られ るGPRAに よる

業績ベースの予算実現 による行政改革への真剣 な努力を見てきたわけであるが、ここか ら

三者に共通す る 「米国連邦政府の信念」とでも言 うべき根本原則 を抽 出することができる。

すなわちそれ は、

1.競 争に基づ く 「市場原理」が、資源や人材の配分を効果的かつ効率良 く行な う最善の

方策である。

2.政 府 は、競争 を促進す る市場機能に手助 けこそすれ、決 して邪魔立てを してはな らな

い 。

3.競 争に裏打 ちされた市場で鍛え られた民間の能力/論 理 を導入す ることは、政府部内の

業務の効率/効 果 を向上 させ るために不可欠である。

4.こ うした政府 による活動 は、究極的に米国民の生活、米国経済をより豊かにす るため

に役立つ もので無 けれ ばな らない、

とい うことである。

さらに、本 レポー トでカバー した3つ のイ シューをお しなべて考 えてみると、これ らに

共通す る根本的問題へ立 ち返 ることにならざるを得ない。すなわち、

「政府 とは一体誰の利益 を最大化す るための存在なのか?」 とい う疑問である。それは、

1.国 民の福祉 とい う総体であろ うか、

2.国 家経 済 とい う総体であろ うか、

3.国 内の産業全体 であろうか、

4.個 々の米国企業で あろ うか、

5.個 々の米国民であろ うか?

少な くとも本 レポー トか ら言えることは、米国政府は個々の米国企業が政府支援 によっ

て経済的利益 を得 るこ とは、それ ら企業が市場原理 によって選 ばれ、それ ら企業が政府支

援 に基づ く便益を基礎に さらに市場での経済的発展 を企図 してい るかぎ り、望ま しいこと

だ と考えてい る、 とい うことである。すなわち、競争を通 じて切磋琢磨す る意志 と能力の

あ る個 々の企業に対 しては積極的 に便益 を与え、それがひいては国家経済の発展や 国民福

祉の増進に長期的に寄与するであろ う、 とい う信念 である。
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付属資料 Costofmoneyrate

PubicLaw92-41,RenegotiationActRates,SecretaryoftheTreasuryRates

Year Jan-Jun Jul-Dec TotalYear

2000 6.75% 6.75%

1999 5.00% 6.50% 5.75%

1998 6.25% 6.00% 6.13%

1997 6.38% 6.75% 6.57%

1996 5.88% 7.00% 6.44%

1995 8.13% 6.38% 7.25%

1994 5.50% 7.00% 6.25%

1993 6.50% 5.63% 6.06%

1992 6.88% 7.00% 6.94%

1991 8.38% 8.50% 8.44%

1990 8.50% 9.00% 8.75%

1989 9.75% 9.13% 9.44%

1988 9.38% 9.25% 9.31%

1987 7.63% 8.88% 8.25%

1986 9.75% 8.50% 9.13%

_118_



第II編

情報先進国の情報化政策と研究開発動向

および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針





第ll編 情報先進国の情報化政策と研究開発動向および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

第1章 情報先進国の情報化政策およびわが国の
情報技術開発における重点分野の選択指針

1.1調 査 の 背 景 と方 法

(1)諸 外国における情報化 ビジ ョンの動向

情報通信 に関す る急速な技術革新 は、産業 ・社会に対 して、多大な影響を与え始 めてい

る。多 くの識者 は、21世 紀 にかけて工業経済か ら情報経済への転換が起 こると指摘 してい

る。 このよ うな変化に対応すべ く、各国では情報通信環境を整備 し 「情報社会」の実現に

取 り組 んでいる。その さきが けとなったのは、ア メリカのク リン トン政権が提唱 した 「情

報スーパーハイ ウェイj(lnformationSuperhighway)と 関連す る一連の情報通信政策 であ

った。 ゴア副大統領 によるGII(GlobalInformationInfrastructure)構 想や1996年 にブ

リュッセルで開催 されたG7情 報サ ミッ ト等 を経て、情報化施策が世界各国で活発に展開 さ

れている。情報社会 の進展は情報産業の育成 にも大 きな影響 を与える。各国では、情報産

業を これか らの戦略産 業 と位 置づけ、その育成策にも力点を置いている。

以上のよ うな世界各 国の状況を踏まえ、昨年度は、 ソフ トウェア技術 を中心 とす る情報

技術の国際的競争力確保 を 目指 し、わが国の研究開発のあ り方を検討するための基礎デー

タ収集の一環 として、 「先進諸国にお ける将来の社会 システムの情報化 ビジョンに関する動

向」を調査 した。

その中では、情報化 に関 して先進 的 と思われ るアメリカ、EU(欧 州連合)1、 シンガポー

ル、マ レー シアに関 して、政府のイ ンターネ ッ トホームペー ジか ら情報化に係 わる声明 ・

ビジ ョン ・計画を調査 した。 また、 日本に とって特に重要なアジア ・太平洋地域 の他国の

政府 ホームページを調べ、情報化に係 る ドキュメン トが公開 されていたオース トラ リア、

イン ド、韓国に関 して も同様 に調査 を行った。

今年度 は、「情報技術開発 における重点分野の調査」の一環 として、まず各国に関す る昨

年以降の動向を調査 した。

1欧 州 に 関 して は 国別 で は な く、EUレ ベ ル の政 策 を 対 象 と した 。
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調査対象国

◆ ア メ リカ

◆EU(欧 州連合)

◆ シンガポール

◆ マ レー シア

◆ オー ス トラ リア

◆ イ ン ド

◆ 韓国

(2)わ が国の情報技術開発におけ る重点分野の選択指針

諸外国の情報化 ビジ ョンに関す る調査に加 え、わが国の情報技術 開発にお ける重点分野

について、図1-1に 示す よ うな流れに より、検討 を行った。

まず 、今後必要 とな る情報技術の発展方向を、社会 ・産業の将来像か ら検討 し、今後の

情報技術を規定す る新 しい領域構成 の考え方 と基軸 を設定 した。

次に、領域 ごとの技術開発分野 と開発すべき内容を明確 に した。

最終的に、それ らの結果を踏まえ、わが国がその領域の中で どの分野に取 り組むべきか

の考 え方、指針 を提示 した。

情報革命以降の情報技術の新しい構成領域と基軸

図1.1調 査研 究 の 流 れ
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1.2諸 外国 における情報化 ビジ ョンの動 向

1.2.1各 国 の 動 向

(1)ア メ リカ

2000年2Rに 発 表 され た、米 国 の2001年 度予 算 案に見 られ る情 報技 術研 究 開発 計 画 を概

観 す る。

予算 案 の 中で ク リン トン大統 領 は 、1999年 か ら起 こ した21世 紀 基礎研 究 フ ァ ン ド(21st

CenturyResearchFund)を 強 調 して お り、そ の要 求額 は428億9,500万 ドル に な って い る。

これ は研 究開発 費 予算 全 体(853億3,300万 ドル)の50%で あ り、 非軍 事研 究 と して は過去

最 大 の前年 比増 額(29億 ドル)要 求 となっ てい る。 このフ ァン ドの狙 い は、NIH、NSF、DOE

で の基 礎研 究 を 中心 に 、 コ ン ピュー タ、通 信 、エ ネル ギー、環 境 等 分野 で 、基 礎 と応用 の

相 互 に関連 す る領 域 の研 究 開発 を組 み合 わ せ て 、成 果 を増 幅す る よ うなバ ラン スの 取れ た

資源 の投 資 を 行 うこ とで ある。

この21世 紀 基礎研 究 フ ァン ドをベ ー ス に、科 学 技術イ ニシア チ ブが構成 され てい る。 主

な特 徴 は 、① 基礎 研 究 の 強化 と連 邦 政府研 究 ポー トフォ リオの バ ランス 、② 大 学ベ ー スの

基 礎研 究 の 強化 、③NSTCに よるマル チエ ー ジ ェン シ研 究イ ニ シアチ ブの推 進 で あ る。 この

③ で強調 され て い るの が 、新 た に加 わ った ナ ノテ クノ ロジ、バ イ オベ ー ス の ク リー ンエ ネ

ル ギー と ともに情 報技 術 への 支援 増加 で あ る。

この情 報 技術 につ い て は、過去10年 間 に わた って実施 され て きたHPCC計 画(NGIを 含 む)

と、2000年 度 予算 か ら盛 り込 まれ たIT2計 画 を合 併 して、情報 技術 研 究開発(Information

TechnologyResearchandDevelopment)と い う新 しい計 画名 称 に な ってい る。 これ はHPCC

計 画 とIT2計 画 の差 異 につ いての 理解 ・認識 に混 乱 が あった こ とを是 正す るた め と国家 経 済

会 議 の上級 ス タ ッフは述 べて い る。この計 画 ではIT2計 画 に8億2,300万 ドル 、NGIに8,900

万 ドル を含 む総 額 で23億1,500万 ドル(35%増)の 予 算 を要 求 して い る。特 にIT2計 画 の額

は 対前 年比 で166%の 増 額 とな って お り、科 学 技術 イ ニシア チブ の 中で も、二番 目の伸 び 率

で あ る。

2001年 度 予 算教 書 とは別 に、IT2計 画 の強 化継続 策 と して、5年 間 とい うスパ ンで計画 的

に 情報 技術 分野 へ の政 府 支援 を行 うこ とを 目的 と した 「ネ ッ トワー キ ング及 び 情報 技 術研

究 開発法(NITRD法:NetworkingandInformationTechnologyResearchandDevelopment

Act)案 が 、第106議 会 下院 本会 議 に上 程 され 、2000年2月15日 下院 を通 過 し上 院 に送付

され た。

この法 案 は 下院科 学 委員 会 が提案 した もの で、1991年 のHPC法 を修正 し、NSF、NASA、DOE、

NIST、NOAA、EPA、NIHの 研 究 開発 支 出を2000年 度 か ら2004年 度 ま での5年 間 につ い てあ

らか じめ認 可 しよ うとい うもの で あ る。
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(2)EU

EUレ ベル の研 究開発 政策 は 、長 年 フ レー ム ワー クプ ロ グラム と して 実施 され て い る。 現

在 は、1998年 に始 ま った第5次 フ レー ム ワー クプ ログ ラムが 実施 され て い る。

情報 関 連 に 関 して は、 次 の よ うな分 野 の プ ロ グラ ムが設 定 され てお り、公募 プ ロ ジ ェク

ト等 を とお して 、展 開 され て い る。

の た め の シ ス テ ム と サ ー ビ スSstemsandservicesforthecitizen

高品質 で利用が容易なシステムとサー ビスを開発することを 目的 としている。 高齢者 ・

心身障害者看護、保健機関における遠隔サー ビス、環境問題、交通問題等 を重視 している。

しい 方'と Newmethodsofworkandelectroniccommerce

事業経営や取 引効率 を改善す るための研 究開発を行 う。モバイル業務 システム、売 り手

と買い手の取引システム、情報 とネ ソ トワークの安全性(プ ライバ シー、知的財産権、認

証等)を 重視 してい る。

マ ル チ メ デ ィ ア 関 連(Multimediacontentandtools)

各種マル チメディア製品 ・サー ビスに利用 され るイ ンテ リジェン トシステムや コンテン

ツの開発 を目的 とす る。会話型電子出版(電 子図書館、仮想博物館等)、 教育訓練 ソフ ト等

を重視 している。

重 要 技 術 と イ ン フ ラ 基 盤(Essentialtechnoloiesandinfrastructures)

情報 社 会 の基 盤 に必 要 な重 要技 術 の 開発 を 目的 とす る。 コン ピュー タ通 信 技術 、 ソフ ト

ウェア工 学 、移 動 体通 信 、各 種 セ ンサ ー イ ン タ フ ェー ス、 マイ ク ロエ レク トロニ ク ス等 を

重視 して い る。

(3)シ ンガポー ル

シ ンガ ポー ル政 府 は 、古 くか ら情報 技 術 を 比較 優位 を持 て る分 野 に育 成 す るた めに 、長

期 的 な戦略 的 投 資 を行 っ てい る。 政府 は、 情 報 化国 家 を ビジ ョン と して掲 げ た 「IT2000」

を1991年 に作成 し、そ の実 現 を加 速 す るた め、1996年 に は シンガ ポール ・ワン計 画 が策 定

され た。 これ は、 シ ンガ ポー ル全 土 に広 帯 域 の 通信 イ ン フラ を整 備 し、対 話 型 マル チ メデ

ィア のア プ リケー シ ョン とサ ー ビス を家 庭 、学 校 、 オ フ ィス に提 供 しよ うとい うもので あ

る。シ ンガ ポール ・ワンは着 実 に シン ガポー ル の情 報通 信 イ ン フラの 向上 に貢 献 して い る。

1999年 には 、IT2000の 次 の国家 計 画 の策 定 に着 手 し始 めた。2010年 まで の基本 計 画 で あ

るICT21(InformationandCo㎜unicationTechnology21)を 起 草 中で あ る。
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(4)マ レー シア

マ レー シ ア も シンガ ポール と同様 に、 情報 産業 を国 の戦略 的産 業 と して位 置付 けて い る。

マハ テ ィール 首相 は 、1991年 に行 っ た講演 の 中で 、2020年 ま でに 同国 を先 進 国 にす る とい

う国家 目標Vision2020を 打 ち出 した。 今後30年 間 にわ た り年平均7%の 経 済成 長 を実現 さ

せ 、GDPの9倍 増 、所 得4倍 増 を達成 す る とい うもので ある。そ の一環 と して、情報 通信 産

業 を戦略 的 に育成 す る こ とを推進 してお り、 それ を実現 す るた めの 開発 計画 がMultimedia

SuperCorridor(MSC)で あ る。

MSC計 画 の 中で重 要 な事業 が フラ グシ ップ アプ リケー シ ョン と呼 ばれ る応 用 開発 で ある。

大 き く2つ に 分 け られ 、1つ は政 府 が主 導 し、公 共 セ ク ター 、国 民 が活 用す る 「マル チ メ

デ ィア 開発 」 で あ る。 も う一 方 は民 間企 業 の活 力 を利 用 し、民 間企 業 の 活性 化 を図 って い

く領 域 で あ る 「マル チ メデ ィア環 境 」 であ る。 マル チ メデ ィア開発 フ ラグ シ ップ ア プ リケ

ー シ ョン と して
、電子 政府(首 相 官邸)、 多 目的 カー ド(BankNegara)、 スマ ー トス クール

(教 育省)、 遠 隔 医療(厚 生省)が 取 り組 まれ てお り、マル チ メデ ィア環 境 フ ラグシ ップア

プ リケー シ ョン と して、研 究 開発 クラス ター(科 学技術 環 境省)、 ワール ドワイ ド製 造 ウェ

ブ(通 商産 業省)、 ボ ー ダ レス ・マー ケテ ィング ・セ ンター(MDC;MultimediaDevelopment

Corporation)が 取 り組 まれ て い る。 これ らの 中で、電 子政 府 、多 目的 スマ ー トカー ド、遠

隔 医療 、 スマ ー トス ク ール の4プ ロジ ェク トに つい て は、入 札 に基 づ き受 託 業者 が 決 定 さ

れ た。

情 報通信 企 業 を誘 致 す るサ イバ ー ジ ャヤは 、当初 の予 定 よ り半年 遅れ1999年7月 にオー

プ ン した。 プ トラ ジャ ヤ には 首相 府 が入居 し、 サイ バー ジャヤ で は、 プ ロジ ェ ク トの 中核

事業 体 であ るMDC社 等 の主要 企業 が事 業 を開始 してい る。 しか し、進 出予 定 の企業 の中 に

も、イ ン フラ整備 状 況 を見極 めて い る企 業 も多 い様 子で あ る。

(5)イ ン ド

イ ン ドは 、情 報技 術 産 業 を強化 し、10年 の うちにイ ン ドを世界 最大 の ソフ トウェア生産

国/輸 出国 とす るため の政策 を展 開 してい る。 まず 、1998年5月 、 「情 報技 術 ・ソフ トウェ

ア 開発 タス ク フォ ー ス 」(NationalTaskForceonInformationTechnology&Software

Development)を 設 置 し、 国家 情報 政策 の 立案 に着 手 した。

1998年7月 に タス ク フォー スは 、「情 報技 術 ア クシ ョンプ ラ ン」(lnformationTechnology

ActionPlan)を 発 表 し、10月 にはハー ドウェアに焦 点 を充 てた 「情報 技術 ア クシ ョンプ ラ

ンパー トII」 を発表 した。

情報 技術 ・ソフ トウェア 開発 タス ク フォー スは、情 報 技術 ア ク シ ョンプ ランパー ト1の

実 施状 況 を ヒア リン グ等 に よ りレ ビュー し、2000年3月 にその進 捗状 況 を発 表 した。 それ

に よる と、108の ア ク シ ョンプ ランの 内、実施 済56、 未 実施27、 実施 中22、 未採 用3と い

う状況 で あ った。
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(6)オ ー ス トラ リア

オー ス トラ リア連 邦政府 の ジ ョン ・ハ ワー ド首相 は 、1997年 末 に 「成 長 のた め の投 資 」

と題 す る計 画 を発表 し、 そ の 中で今 後5年 間 に12億6,000万 ドル を投入 し、投 資、輸 出 貿

易 、新 しい高成 長 産業 の 革新 な どを促 進 して い くこ とを表 明 した。

情報 政策 に関 して は、情 報経 済 大 臣の管 轄 下 に国家 情報経 済局(NationalOfficeofthe

InformationEconomy)を 設 け 、次 の よ うな情 報 化政 策 を推進 して い こ うと してい る。

◆ 柔軟 な規 制 ・枠組 み に基 づ き産 業 と消費 者 の間 の信頼 関係 を醸成 す る

◆オ ー ス トラ リア連邦 が 先端 技術 のユ ーザ ー とな る

◆情報 産 業 の基盤 を改善 す る

◆情 報化 時代 へ のア クセ ス、特 に地 方や 遠隔 地 、障 害者 な どの た めの ア クセ ス支 援 と社会

にお け る情 報 関連 技術 習 得 を支 援 ・促進 す る

さらに、1999年1月 に は、 「情報 経 済 の ため の戦略 フ レー ム ワー ク」を リ リー ス した。そ

こでは 、優 先課題 と して、

1

2

3

4

5

6

7

8

9

01

全ての国民が情報経済か ら得 る便益を最大化する

情報経済に参加す るために必要な教育 とスキルを国民に提供す る

情報経済に対応 できる世界一級のイ ンフラを整備す る

国内産業において電子商取引の利用 を増大 させ る

電子商取引を促進す るための法規制の枠組みを整備す る

情報経済の中でのオース トラ リア文化の健全な発展を促進す る

オース トラ リアの情報産業 を育成する

医療セ クターの潜在力 を有効活用す る

電子商取引の国際的規範作 りに貢献する

電子行政サー ビスに関す る世界一流のモデルを実現す る

を掲 げて い る。 そ して 、1999年7月 に は第1回 の進 捗 レポー ト、2000年3月 には第2回 目

の進 捗 レポ ー トを発表 してい る。

(7)韓 国

韓 国 の情報 化政 策 に関す る主管 官庁 は1992年 まで通信 部 と商 工部 に分 かれ て いた が、 同

年 統合 され 、情 報 通信 部(MIC;MinistryofInformationandCommunication)が 新設 さ

れ た。金 大 中政権 発 足後 は 、情報 産 業 がIMF体 制克 服 のた め の産業 効 率化 にお ける 「戦 略

産 業 」で あ る と位 置づ け、情報 化 政 策 を強 化推 進 してい る。

1995年 に ス タ ー ト し た 韓 国 情 報 基 盤 イニ シ ア テ ィ ブ(KII;KoreaInformation

InfrastructureInitiative)に 基 づ き、翌年 情報 化促 進基 本 計 画が 策定 され 、1997年 に は

情 報化 促進 ア クシ ョンプ ランが 明 らか にな った。

さらに、1999年3月 、韓 国情 報 通 信省部 は、サイバ ー コー リア21と 題 す る レポー トを発

表 した。 これ は21世 紀 が知識 ベ ー ス経 済へ移 行 す る とい う認 識 の 下、 次 の4年 間 で注力 す
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る3つ のテーマ として、知識ベース社会のための情報基盤の強化、情報基盤 を活用 した国

の生産性の向上、情報基盤上の新規事業の育成 を掲 げている。

1998年 には、アジアのシ リコンバ レーを 目指 した 「メデ ィアバ レー計画」がスター トし

た。 これ は建設 中の ソウル新空港隣接地域に、広大な埋 め立て地 を造成 し、先端技術 を持

つ国内外のIT企 業を集 めた情報産業工業団地を建築す るものである。

メデ ィアバ レーには、政府 と地方 自治体の支援の もと、 コンベ ンシ ョンセンターや人材

育成機 関、海外 との高速通信網等が整備 される。海外企業には、免税措置等多 くのイ ンセ

ンテ ィブが与 えられ る。

1.2.2ま と め

昨年度及び今年度 の調査か ら、情報技術、情報産業を戦略的に認識 し、重点的に投資 し

てい る国では、社会の情報化 、電子 商取引等産業の情報化の進展が加速 されている とい う

印象 を持つ。

その結果は、情報化水準を示す指標にも表れている。た とえば、ワール ドタイムス とIDC

社が経年的に行 っている情報社会指標(1999)に よれば、ス ウェーデン、米国が トップグ

ループを形成 し、他 国を引き離 している。注 目すべ きは、日本(10位)、 イギ リス(12位)、

ドイツ(14位)と いった伝統的な先進国の情報化が ここ数年鈍化 している反面、シンガポ

ール
、台湾、マ レー シアなどのアジア諸国が急速に指標 を伸ば していることであ る。

昨年度及び今年度 の調査結果か らは、情報化社会指標 を高め、情報革命 の中で世界的に

競争力 を高めている国の特徴 として、次の点が指摘できる。

情報化が21世 紀の国の戦略課題 であることの認識

調査 した国は、いずれ も情報技術 が社会、経済に多大な影響 を与 え、経済活動を効率化

し、国民生活 を豊かにす る上で情報化が極めて重要な要素であることを指摘 している。ま

た、情報通信産業を、それ'を実現す るため、経済発展のための戦略産業 として位置づ け、

国際競争力の強化 ・育成 を図ろ うとしている。

また、このよ うな認識の背景 と して、工業経済か ら情報経済へ のシフ トが進んでいるこ

と、その中で情報や知識 の付加価値 が高まるこ とを理解 し、産業界等関係者 に対す る啓発

を進 めている。

トップ レベ ル組 織 に よ る強力 な リー ダー シ ップ

情 報 化 に係 るイ ニ シア テ ィブ 、 プ ロ グラム を、 国の 元 首直轄 の組 織 と して統 括 し、強 力

な リー ダー シ ップ を も って実 施 して い る場合 が多 い。 ア メ リカ の ク リン トン=ゴ アや 、マ

レー シア のマ ハ テ ィー ル の よ うに 、 国家元 首 自身 が リー ダー シ ップ を発 揮 し、情 報 化 ブ ロ
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グラムを推進 している場合 もある。 また、それ以外の国においても、省庁の壁 を超 えた機

能横断委員会 を設置 し、国家 レベルの重要課題 として情報化プ ログラムを推進 している。

また、省庁 レベルで も、情報 と通信 ・放送の技術的 ・サー ビス的融合 を踏 まえ、 ここ数

年間で情報産業 と電気通信産業の主管官庁を統合 した国が多い。

政策立案過程でのイ ンターネ ソ トによる対話の利用

情報社会では政策立案過程 自体の変革 も求め られ る。各国の政策立案過程において、イ

ンターネ ッ トが有効に使われていた。 インターネ ッ トで政策案 を開示 し、それに対す るフ

ィー ドバ ックコメン トを受け付 けているケースが多い。例えば、イン ドにおいては、イン

ターネ ッ トによ り政策課題に関 して広 く意見を集 め、計画策定 してい くとい う方式 を採用

していた。

国の役割 と民間部門 との連携、基礎研 究 と商用化の連係

国 と民間部門 との連携 も重要な側面で ある。調査 した国の情報化 ビジ ョン ・政策では、

国の役割 として次の点がカバー されていた。

◆情報社会のための高速 ・大容量通信ネ ッ トワークの整備

◆情報通信 ・放送等デ ィジタル化 に伴 う関連業界の規制緩和 と競争の促進

◆情報社会に必要 となる法体系(知 的財産権 、プ ライバ シー保護、決済等)の 整備

◆電子商取引等新たなアプ リケーシ ョン構築に必要な技術 開発の支援(助 成等)

◆イ ノベーシ ョン と公正競争、そ して リスク回避のための規格 ・技術標準の調整

◆電子商取引等新たなアプ リケーション立ち上げのためのパイロットプロジェク トの推進

◆情報通信産業を育成す るためのベ ンチ ャー企業の支援(税 制支援、助成等)

一方、民間企業は、パイ ロッ トプ ロジェク トへの参画、研究開発 を通 した商品化 ・商用

化、起業等 によって貢献す ることになる。 商品化や起業化に関 して国が どこまでコ ミッ ト

できるかについては議論が分かれ る。

他 国、他地域 との連携

情報社会 においては、い ろいろな面でグローバル化 が進展す る。 したがって、各 国の情

報化 ビジ ョン、政策 も地球規模 の視野を有 している。規格 ・技術標準や取引ルール に関 し

ては、国際標準化機構(ISO)、 世界貿易機関(WTO)、 世界知的所有権機関(WIPO)と いっ

た国際機 関 との調整が必要であ り、 また業界にお けるワール ドクラスの リーダー企業を無

視することはできない。 また、 自国の産業競争力を高めるためには、国際的な分業 とアラ
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イア ンス とい う観点か ら自国産業のポジシ ョニングをす る必要があ る。 さらに、技術、資

金の国際調達が必要であれば、それに適 した優遇税制等の環境づ く りが必要である。調査

対象国では、他国、他地域 との連携範囲は異なるが、いずれ も地球規模 での情報社会の進

展 を見通 している。

人的 リソースの整備 と教育の重視

情報技術 を開発 し、活用 してい くのは人間自身である。 その意味で、研究面、開発面、

利用面に係 る人材の育成 を重要視 しなければな らない。調査 した国にお いては、アメ リカ

を始め各国 で、教育にお ける情報化プログラムの拡充が行 われていた。 また、オース トラ

リアでは中国等アジア諸国か らの情報技術者の受 け入れを支援 し、マ レー シア、韓国では

海外企業の誘致 を奨励 している。
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1.3わ が国の情報技術開発における重点分野の選択指針

1.3.1情 報革命以降の情報技術の新 しい構成領域 と基軸

(1)企 業 ・産業の発展方向と1T

コンピュータが企業に導入 され て久 しいが、製造オペ レー シ ョン、経理事務な ど経営活

動 のさまざまな領域で情報 システム化が進み、業務の省力化が図 られてきた。 コンピュー

タの性能 向上 とともに、通信技術 との融合 を含 め、情報技術が企業経営に占める割合はま

すます高まっている。その結果、単なる業務効率化 ・省力化の道 具 とい う位 置付 けではな

く、企業の競争力を決定する戦略的な武器 とい う役割 も担 い始めた。特に、企業間情報ネ

ッ トワークによって、取引先や顧客 との関係の強化や、密 な情報連係 により大幅な コス ト

低減や、経営サイクルの劇的なスピー ドア ップが進んでい る。

近年では、イ ンターネ ッ トの急速な普及により、電子商取引(ElectronicCornmerce)が

拡大 し、その結果、企業間関係や産業構造が再編 される とともに、企業 の組織編成のあ り

方 も変わろ うとしている。今後次の ような変化が新たな情報技術 のニーズを創造す ること

になるだろ う。

●企業間ネ ッ トワー ク、Eコ マースの拡大

●大規模 ・統合組織か らダイナ ミックで有機的な組織構造への転換

●リアルタイム経営の精緻化

●省力化から増力化のための情報活用

(2)家 庭 ・生活の発展方向 とIT
－方

、ITや 各産業の発展に よって家庭 ・生活 も大きく変貌 してお り、生活の質は加速度

的に高まっている。今後 も引き続 き次の ような方向での発展が期待 され、それによって新

たな情報技術ニーズが生まれ る。

●ライフラインの安定的供給、高機能化

●情報化の空間的広が り～家庭、街、道路を包み込む情報網

●福祉 ・医療機能の拡充

●娯楽 ・文化の良質化

(3)情 報 技 術 を分 類 す る新 しい構 成 領域 と基 軸

以上 の発 展 方向 か らは 、情 報技 術(IT)を 捉 え る軸 が新 規 に追 加 され た り、 重点 が 移 っ

て い る こ とがわ か る。 本調 査研 究 で は、図1.2に 示す よ うに、 プ ラ ッ トフ ォー ム、 コンテ

ン ツ、ユー ザイ ンタ フェー ス の3つ の領域 か ら情 報技 術 を捉 え る こ ととす る。
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⊆れまでの情報技術の構成領域 IT革 命以降の情報技術の構成領域

応 用ソフト・ユーザインタフェース

ミドルウェア

〔コ
デバイス

ネットワーク

ユーザインタフェース

コンテンツ

プラットフォーム

図1.2情 報技術の構成領域

(4)プ ラ ッ トフォー ム

プ ラ ッ トフォー ム は、ITの 基本機 能 で ある情報処 理 と通信 を提 供す る レイ ヤ であ り、 中

央 処理 装 置 、各 種 プ ロセ ッサー 、記 憶装 置 と、内部 バ ス 、外 部バ ス 、ネ ッ トワー ク の構成

に よって具 現化 され る もので あ る。 プ ラ ッ トフ ォー ム に求 め られ る技術 革 新 の方 向 は、 「高

速 化」、 「広 域 分散 化 」、 「高 セ キ ュ リテ ィ化」 で あ る。

●高速化

分野を問わず、プラ ッ トフォームの処理能力向上は、ITの 発展 にとって最 も中核 となる

性能改善課題である。

環境 ・気象 ・医学 を始 め科学技術 のフロンテ ィアを開拓す るためのシ ミュ レーシ ョンに

おいて、より高速に計算処理することは、解決 され ることのない永遠の課題である。特 に、

新たな探求方法である計算科学の進展が今後の科学進歩を加速す る原動力であ り、計算機

の高速化はそのための重要な前提条件 となっている。

また、企 業 ・行政 の業務アプ リケーシ ョンでも扱 うデータ件数 は加速度的に増加 し、 し

か もそれ らを瞬時に処理す ることが求め られている。 さらには、意思決定の最適化 、デー

タマイニング、金融工学、取引仲介のエージェン トな ど新たな分野 ・領域にITを 利用 して

い く上で も、 これまで以上の処理能力が要求 され る。

●広域分散化

広域分散 した機器 ・プロセ ッサーが、協調的 に情報通信処理す るプラ ッ トフォームの開
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発が期待 され る。

ITの 利用形態は、大型計算機による集中的な処理形態から、ネ ッ トワー クを介 し、 さま

ざまな装置が連携 しあ う分散形態 に移行す る。インターネ ッ トの急拡大 はそれ を如実に示

してい る。従来のパー ソナル コン ピュー タや端末だけではな く、電話、身に付 け られ る情

報機器 、家電等多様な機器がネ ッ トワー クを介 して協調動作す ることになる。

また、製造業の工場においては既 にNC装 置 ・ロボ ッ ト、搬送装置等を分散制御 している

が、今後は複数の工場を遠隔的に監視 ・制御す るバーチ ャル ファク トリーが現実化 しつつ

あ る。 また、電力会社ではよ り効率的 な電源供給 を行 うために、発電 ・送電 ・需要家側の

機器が連携 し合いなが ら、計画 ・制御 ・監視 を行 う必要がある。

これ らのアプ リケーシ ョンにおいては、ネ ッ トワークを介 した分散デー タへのアクセス、

協調分散制御方式の高度化が要求 され る。

●高セキュ リテ ィ化

ITの プラッ トフォームが広域分散化 し、社会 の至る所 で機能を果たす ことになると、停

止や誤動作等を始め とする障害が生活 ・企業活動に大 きな混乱や危険を与えることになる。

社 会が安全で安定的であるために も、プラッ トフォー ムにはこれ まで以上 に耐障害性 の向

上、セキュ リテ ィの確保 といった高セ キュ リテ ィ化が求め られ る。

電力 ・ガス ・水道等 ライフラインの供給はITに よって監視 ・制御 されている。 また、高

速道路におけるITS、ETCや 金融ネ ッ トワー クに代表 され るよ うに社会イ ンフラの多 くもIT

の基盤の上 に成 り立っている。 一般 の企業において も、情報 システムは基幹業務 に直結 し

てお り、情報 システムがス トップす る と事業の運営を継続することが不可能になっている。

これ らのアプ リケー ションの可用性 、安全性を高めるための技術開発 とリスク管理が必要

となる。

また、広域分散化 したシステムやネ ッ トワークの中に、重要な情報が流通 し、処理が実

行 され ることか ら、暗号技術 を中心 としたセキュ リテ ィ基盤 の高度化 も求 められ る。

(5)コ ンテ ン ツ

コ ンテ ンツ は、情 報 処理 、通 信 の対 象 とな るデー タ、情 報 、知 識 で あ り、デ ー タベ ー ス

管 理 技術 、 マル チ メデ ィア符 号化 等 の技術 に よ って具 現 化 され る もの で あ る。 コンテ ン ツ

に求 め られ る技 術革 新 の方 向は 、「マル チ メデ ィア統合 」、「異 種分 散統 合 」、「概 念意 味統 合」

で あ る。

●マル チ メデ ィア統 合

ITが 対 象 とす る コンテ ン ツは、 数値 、 テ キス ト等 の単純 なデー タオブ ジ ェ ク トか ら、 図

形 、イ メー ジ等 を含 む 文書 、 さ らに は音声 、動画 等 を含 む よ うに な って い る。

しか し、扱 うオブ ジ ェ ク トの種 類 が多 様化 して い る もの の、 それ らを能 率 よ くデ ィジ タ
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ル化 しデー タベースを作成す るコンテンツ作成技術や、それ らを一元的に管理できる仕組

み は必ず しも十分で きてお らず 、今後マルチメデ ィアオブジェク トの効率的作成環境や統

合的管理技術 の開発が必要である。

●異種分散統合

ITで 扱 うオブジェク トは、タイプが多様化するだけでな く、地理的に分散 し、かつ異な

った形式 を統一的に処理す ることが求 められ る。

異なった りレーシ ョナルデータベース(RDBMS)処 理系に対す るネ ッ トワー クを介 した統

合方式 としてはRDAが 提案 されて きたが、今後はXML等 異なったタイプの コンテンツを統

合的に扱 うことができる機構が求 められ る。

●概念意味統合

さまざまな形態、タイプの コンテ ンツを蓄積 ・管理 ・活用す る上で、 コンテンツが有す

る意味概念 、文脈を含 めたア クセスパスを用意することが重要である。現在では、テキス

トオブジェク トに関 して意味概念検索機能が提供 されてきたが、今後は図形、画像、動画

等を含む意 味概念検索、 さらには状況に応 じて必要 なものにアクセ スできる文脈依存検索

等の機 能がますます重要 となる。

(6)ユ ー ザ イ ンタ フ ェー ス

ユー ザイ ン タフェー ス は、 人間 とITと の接 点 で あ り、そ のた めの入 出 力技術 に よって具

現 化 され る。 ここで入 出力技 術 とは 、 コン ピュー タ の入 出 力装 置 だ けで な く、セ ンサー や

ア クチ ュエ ー タ等 も含 ん でい る。ユー ザイ ンタ フェース に求 め られ る今 後の発 展 方 向は 「マ

ル チモ ー ダル 」、 「人 体 ・環境 との一 体化 」、 「擬 人 化(AI化)」 であ る。

●マル チモ ー ダル化(五 感 化)

コン ピュー タ は これ まで数 字 、 文字 列等 を中心 に入 出力 が 行 われ て きた が 、高度 なユ ー

ザ イ ン タフ ェー スの一 つ の方 向 は、人 間 の五感 をサ ポー トす る こ とで あ る。ITが 、 人間活

動 の創 造 的 ・知 的領 域 や 、娯 楽 ・エ ン ターテ イ メ ン トの領 域 に 関与 して い くた めに は、視

覚 、聴 覚 、嗅 覚 、触 覚 、味覚 を駆使 したイ ンター ラ クシ ョンが 求 め られ る。

●人体 との一体化

マルチモーダル化 とも関連 してユーザインタフェースは人体 と一体化す る方向に向かっ

ている。現在 では、携帯情報機器、携帯電話等小型で持 ち運び可能な端末が実用化 され て

い るが、それが ウェアラブル(身 に付け られる)に な り、 さらには身体への接近が進 む。
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●擬 人 化(AI化)

コン ピュー タを機 械 と して で はな く、人 間 レベル で コ ミュニ ケー シ ョン し、や り取 りす

る こ とは 、 コ ン ピュー タの 用途 を広 げ 、 よ り知 的 な レベ ル で人 間 の支援 を行 う上で 重 要 な

要 件 であ る。 具体 的 に は、 自然 言 語 に よ る理解 ・創 作 、音 声 に よ る認識 ・発 話や 、 知識 の

獲 得 、蓄積 等 の高 度化 が必 要 で あ り、人 工知 能(AD、 知 的 イ ンタ フェー スの応 用 が 望 まれ

る。

1.3.2情 報技術の領域 と技術開発分野

これまで情報技術 はプラッ トフォーム技術 を中心に発達 し、「情報技術≒プラッ トフォー

ム技術」 と捉え られ てきた。 ところが、パ ソコン、イ ンターネ ッ ト、携帯情報機器 の出現

とその発達、普及 によ り、情報技術 の及ぶ範囲が、従来の科学 ・工学、文書作成 ・事務作

業等か ら、 ビジネ ス全般、 日常生活にまで広が り出 した。 これによ り、情報技術の扱 う対

象が従来の数値や図形 か ら、よ り人間に身近 な音声や映像 な どに拡大 している。今や 、そ

れ らが どのよ うなメデ ィア(デ ー タ形式)か とい うことより、 どのよ うな中身か を問 うこ

との方が意味のある視 点 となってい る。それ らの対象 を 「データ」でな く 「コンテ ンツ」

と呼ぶ ことが多いのは この事情 を反映 してい る。

また、従来、プラッ トフォームはそれが使 いやす い場所 と方法で利用 されてきたが、ユ

ーザ層 ・場所 ・用途が広が った結果 として、新たな相手 と状況に より適 したユーザイ ンタ

フェースの実現が重要 となった。逆に、改良 されたユーザインタフェースはさらに情報技

術の適用範囲を広げる。

このよ うに、コンテンツ、ユーザイ ンタフェー スの領域が大幅に拡大 した結果 として、

情報技術の重心が従来のプラ ッ トフォーム中心か ら移動 しつつある。新 しい情報技術 を捉

えるパラダイムは、もはや従来の 「プラッ トフォーム中心」でなく、「3つ の領域(プ ラッ

トフォーム、コンテンツ、ユーザイ ンタフェース)か ら構成 され る技術の総体」が適切で

ある。 「目的はコンテンツとユーザインタフェースの実現にあ り、その手段が プラッ トフォ

ーム技術である」 と理解す ることが適切 な場面が増 えるであろ う。情報技術 が社会経済一

般や娯楽 ・芸術にその対象世界を広 げるにつれ、情報技術 を担 う人材 も従来の情報技術者

を中核 としなが ら、各分野の専門家 ・従事者 にまで広げて考 えて行 くべ きであろ う。

この ように、情報技術は内部的 なバ ランスを変化 させなが ら、全体 として産業 ・経済 ・

社会全体における比重が大幅 に増 大す る(そ の中で、プ ラッ トフォーム技術の絶対的重要

度 も高まる)。 そ して、情報技術の成長発展が今後の経済社会の発展 の重要な部分 を担 うと

予想 され る。

以下、各構成領域 において、今後5年 ～10年 スパ ンで重要 なもの として研究 され うる主

な技術及び課題を示す。
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第llfi情 報先進国の情報化政策と研究開発動向および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

(1)プ ラッ トフォーム

.プラ ッ トフォームの領域では、高速化、広域分散化、高セキュ リテ ィ化の方向.への発展

が求め られ、それ らを実現する技術 も現在急速 に発達中である。 よ り高速な計算機 の構築

を目指す計算 システムの研 究、現状のインターネ ッ トの百倍 ～千倍 以上のバン ド幅を持つ

広域高速ネ ッ トワークイ ンフラの構築が進んでいる。 また、計算 ・デー タベ ースと広域ネ

ッ トワークが融合 したグローバル コンピューテ ィングや電子図書館 とい った新 しい研究開

発分野が生 まれ ている。 これ らは、現在の電力網や公共サー ビスのイ ンフラに匹敵す る、

計算イ ンフラ、情報イ ンフラの実現を 目指す ものである。

プラッ トフォーム技術 は、コンテンツやユーザインタフェースの前提 となる技術 であ り、

ま さしく情報技術のプラン トフォームとして絶対的な重要性が減ずることはない。

アーキテ クチャ&新 計算モデルの階層、基本 ソフ トウェアとミ ドル ウェアの階層、応用

システム&応 用分野の階層 に関する重要な技術分野は下図の とお りであ る。

Petabit

Network

Ubiquitous/Pervasive

Computing

超 高 速Mobile

ル ー タComputing

グローバ ル

コンピューティング

Synergistic

Simulation

ソフトウェアDeep

無線 Computin

盗 テム ミツドレンジ
超並 列 型マシ'

シングルチップPetaFlops

マル チプロセッサ マシン

プラットフォームの領域

アーキテクチャ&新 計算モデルの階層

UltraScale

Computing

図1.3プ ラ ッ トフ ォー ム の 領 域

(a)ア ー キ テ ク チ ャ&新 計 算 モ デ ル の 階 層
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巨大ネットワーク向 け

ルーティング・アルゴリズム

プロトコル

セキュリティ管理ツール

プロトコル

電子図書館構成

ライブラリ

(マルチメディアDB管 理,

分散 資源 統 合,知 的 財産 権 管

理,配信制御_)

メタコンピューティング用

ライブラリ

(分散した計算機 プラットフォーム ・デ
ータセットの仮想的統合 、可視化.

超並列・分散システム用

科学技術計算アルゴリズム
とライブラリ

並 列プログラミン

用支援ツール

プラットフォーム の 領域

基本ソフトウェア&ミ ドルウェアの階層

図1.4プ ラ ッ トフt－ ム の領 域

(b)基 本 ソ フ トウ ェア と ミ ドル ウ ェア の 階 層
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第 ∬編 情報先進国の情報化政策と研究開発動向および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

電子商取引

電子モール

SecureHouse

SecureCity

(防 犯 、防$《

遠隔専門教育

訓練システム

㎎
魂

劇
空

高
陸

㎞owbot

(自律 的知識 探索ロボット)

グローバル調達

グローバルオークション

(資材 、電力 、計算時間など含む)

アプリケーション

ソフトウェア・サーバ

情報家電

(情報端末,生活用品,車)

地球 環境 モデリン

気象シミュレーション

実時間マルチメディア

スーパーパソコン

プラットフォームの領域

応用システム&応 用分野の階層

図1.5プ ラ ッ トフ ォー ム の 領域

(c)応 用 シス テ ム&応 用 分 野 の 階 層

(2)コ ンテンツ

今後、情報技術があ らゆる経済活動 を把握 し、管理 ・分析 ・効率化等に関わることを 目

指す とすれば、経済活動の対象 とな る実世界のあ らゆるものの仕様、性質な どの電子的表

現が必要 となる。また、著作物な どの知的財産、ひいては文化資産全般の電子化にまで、

ニーズは広が り、実現技術が開発 され るであろ う。

インフラ整備 としては、商品 ・製品の電子的表現(仕 様 、性質、機能な ど商取引上の必

要 ・参考情報 な ど)な どの標準化、国土の詳細な地理情報 、各国語に対応 した電子辞書、

概念の辞書、 さらには知識 を集大成 したエ ンサイクロペデ ィア、な どの基礎的 コンテンツ

(インフラコンテンツ)が 重要 となろ う。 これ らインフラが整備 され(望 ま しくは社会の

共有物 として無償で公 開されれば)、 その上に様々な用途 向けイ ンフラ(ミ ドル ウェア ・コ

ンテンツ)、 応用(ア プ リケーシ ョン ・コンテンツ)が 発展す ると予想 され る。 コンテンツ

には人類共有財産もあ り、また文化的財産 もあ り、後者 についてはそれぞれの文化圏にお
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いて整備が必要である。それは文化圏間のコンテ ンツ電子化 の競争であ り、また、各文化

圏が固有性 を確保するための重要な政治社会的な手段 ともなろ う。

このよ うなコンテンツをベース として、現在 、新聞や雑誌、ラジオやテ レビが供給 して

い る文字情報、音楽情報、映像情報 などがデ ィジタル化 され、仮想現実な どと結びついて

新 しいコンテ ンツ ・ビジネスの世界 を作 り出す ことが考え られ る。

コンテンツのカバー範囲が拡大 して行 くためには、知識表現、情緒表現の基礎研究が必

要である。 また、実世界の事物の電子化のためには、紙媒体の書物 ・資料のデ ジタイズ技

術(画 像 レベル 、文字情報 レベル)、 三次元物体のデジタイズ技術な ど様 々な観測技術の研

究開発や 、衛星画像か らの地理情報 の作成な どの認識技術 な どの研究開発 も重要 となる。

コンテンツは表現技術で終 るのでな く、表現 された コンテンツを活用す る際に、 コンテン

ツに関す る財産権 、プ ライバ シー な どの問題 が生 じる。それ らに関す る法的な取 り決 め、

権利関係 を処理する機関ない しインフラの整備等 をすることが、 コンテ ンツ作成 ・利用に

関す る経済社会活動を可能 にす るこ とにも注意が必要である。

コンテンツの領域 の有力な研究分野及びイ ンフラ整備課題 と考 えられ るものを下図に示

す。

概念表現言語
知識表現言

感情表現
情緒表現

電子図書館

インフラストラクチャ

図1.6コ ンテ ン ツの 領 域
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第口偏 情報先進国の情報化政策と研究開発動向および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

(3)ユ ーザイ ンタフェース

ユーザイ ンタフェースの 目指す方向は、人間に密着 し、人間の意図を理解 し、個人の活

動 を支援す ること、 さらには個人の活動を増幅す るこ とである。 また、その延長 として、

グループワークにおけるコ ミュニケーションや協働 の支援 を行 うことや、環境 との相互作

用 を仲介す ることも、ユーザインタフェースの 目的に含まれ るであろ う。

また、理性 的な活動 のアシス トだけでなく、快適 さを与えた り技能を訓練す る等、物理

的存在 としての人間の状態 を安定化 させた り向上 させた りす るためのユーザイ ンタフェー

スも社会経済的な重要性 を持つだろ う。活動支援のた めには意図を正確 に理解す ることが

必要だが、環境 としてのユーザイ ンタフェースではその よ うな正確性 は求め られず、また

環境側 か らの働 きかけが主になるため、アシス トのためのユーザイ ンタフェー スよ りも、

む しろ実用化 は早い と考え られ る。

知的環境

発想支援

ThingsThat

Think/See/Hearユ ニバー サル ・アクセス
準 化 コミュニケーション支 援

協働 支援

ウェアラブル

知識獲得
発

創作支援

携帯情報機

オーサ リング

ツー ル

自然言語理解

ユーザインタフェースの領 域

ジュスチャー認識

図1.7ユ ー ザ イ ンタ フ ェー ス の領 域
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1.3.3わ が国における情報技術開発の重点分野選択指針

本調査研 究では、情報革命以降の情報技術革新 を的確に捉 えるための情報技術 の新たな

構成 と基軸を示 し、その中での技術 開発領域 を検討 してきた。最後 に、そこか ら考 え うる

わが国における情報技術開発の重点分野選択指針 を示す。

研究開発の重点化の必要性

安定成長、成熟時代においては、研 究開発投 資の効率性 ・有効性 が問われ る。アメ リカ

を先頭 とす る世界的な情報技術開発競争の中で、フルライ ンで取 り組み、全領域で良好な

研 究開発成果を達成す ることは現実的に難 しい。何 らかの考え方、戦略 に基づ き重点分野

を明確化 し投資を集中す るこ とによ り、わが国の情報技術開発 の成果を高め、情報産業の

競争 ポジシ ョンを向上 させ ることがで きる。

娃 術開発領域に関す る基本的認識

本調査では、情報革命 に伴 う情報技術の適用領域の拡大等 によって、従来の情報技術の

中核部分だったデバイス、 コンピュータ、周辺装置、ネ ソ トワーク等 を総合的に 「プ ラッ

トフォーム」 として捉 え、今後技術革新の高度な発展が期待 される 「コンテンツ」 「ユーザ

インタフェース」をそれ と同列 に位 置づける構成 を提示 し、その各領域において想定 され

る技術開発分野 を検討 した。これ らの技術分野に対 して、わが国の重点分野を考える上で、

まず第一 に次のよ うな基準が基本 として考え られる。

●今後の成長性が高 く、波及範囲が広い領域 ・分野

●ベース となる技術、周辺技術の研 究 ・技術の蓄積が高 く、比較優位 が得 られ る領域 ・分

野

その結果、領域 レベルに関 しては、次の点が指摘できる。

● 「プ ラ ッ トフ ォー ム」は 、超 並列 処 理や 広域 分 散処 理 の統合 化技 術等 を始 め、ア メ リカ

の長期 にわた る研 究が先 行 して い る領域 で あ る。一朝 一 夕で は対抗 しに くい とい う認 識

の 下、着 実 に キャ ソチア ップ してい く とい うア プ ロー チ が望 ま しい。

●これ に対 して 、 「コンテ ン ツ」、 「ユ ー ザイ ン タフ ェー ス」 は 、今 後 開拓 す べ きテ ーマ が

多 く、世界 的 に も研 究開発 の 蓄積 の 差 は少 な い。 わが 国 と して は 、両領 域 に関 して、今

後積 極的 に重点 を置 いて い くべ きで あ る。

以上の ような基本認識に基づき、各技術領域 ごとに重点分野選定の指針 を示す。
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第ll編 情報先進国の情報化政策と研究開発動向および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

●プラッ トフォーム

プラッ トフォー ムに関する基礎研究においては、前述のよ うに、アメ リカの長期 にわ

た る研究が先行 してお り、アメ リカの状況をフォロー しなが ら、キャッチア ップ してい

かなければな らない分野が多い。研究成果が開示 されていた り、Linuxの よ うなオープ

ンソース化 され ているものについては、それ らを導入 し、改善型研究を行 ってい くとい

うアプ ローチが可能であ り、わが国が得意 としている方法でもある。

一方
、短期的な技術開発では、情報家電、携帯電話、ゲーム機器 、工作機械 といった

わが国が強みを持 ったコンポーネン トを活か していける可能性がある。この点に関 して

は、産業界に負 うところが多いが、国 として も規制緩和や競争促進 、標準化支援等の施

策を積極的に行 うことによって、日本発の次世代型プラッ トフォームを開発す ることを

支援で きる。

●コンテ ンツ

わが国は、ゲーム機器、ゲーム ソフ トの分野では世界的に高い競争力を有 している。

今後良質な コンテ ンツを作る上では、ハイパフォーマンス コンピュー タを援用 したコン

ピュータグラフィックスの応用が重要 とな り、ゲーム機器等のエンターテイメン ト系 コ

ンテ ンツ開発用 ミ ドル ソフ トでわが国が リーダーシップを握 ることは可能である。

また、わが国は、アジア文化圏、漢字文化圏の中で最 も高い技術力 と経済力 を有 して

いる。そ こで、漢字及び多文化 ・多言語 を扱 うためのコンテンツ作成 ・管理 ・活用のた

めの技術開発 を行い、これ らの文化圏に貢献 していくことが望 まれ る。マルチバイ ト系

文字 コー ド、フォン トに関わる処理技術 、アーキテ クチャ開発等が求め られ る。

知識 の管理は、言語処理、テキス ト処理、概念検索 といった要素技術 に加 え、人間及

び集 団が どのよ うに知識を創造 し、管理 、活用 しているかとい う知識管理プロセスモデ

ルが重要 となる。わが国における知識創造プロセスや、組織的品質管理に関す る研究実

績を活か した技術開発が求 められてお り、知識管理のための要素技術及び ミ ドル ウェア

の開発 も重点分野の一つ となろ う。

コンテンツに関 しては、要素技術や方式の研究開発だけではな く、現存す る様 々なデ

ータを電子的表現化(デ ィジタル化)す るコンテ ンツ作成技術や作成環境 の研究開発
、

商用化、普及促進のためのインフラとなるコンテンツ作成やそのデータベース整備 も重

要な政策課題 といえる。言語処理、知識処理のための辞書 ・シソー ラスや、地図情報等

の整備 を支援 することも国の役割 といえる。

●ユー ザ イ ン タフ ェー ス

ユ ーザ イ ン タ フェー スで は、コン ピュー タ システ ム内 で行 われ る複 雑 な処 理 結果 を い

か にわ か り易 く人 間 に伝 達 す るか とい うコン ピュー タか ら人 間 に 向 か うイ ン タフ ェー

スの 高度 化 が先行 して い る。仮 想 現実(VR)な どがそれ に 当た る技術 で あ り、 この 分野

の研 究ニ ー ズ は今 後 ます ます 高 ま る と思 われ る。

も う一 つ は、人 間か らコン ビュー タへ 向か うイ ンタフ ェー スで あ る。 ここで は知識 処
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理技術が中核技術の一つであ り、わが国の人工知能研 究の実績を活かせ る分野であ る。

今後 は感性情報処理、マル チモー ダル等非言語系の情報処理の重要性が高ま り、これ ら

は非英語圏であることの弱みが影響 しない分野で もある。

また、パ ッケージング技術や、材料技術等の優位性を活か した ウェアラブル コンピュ

一 夕の開発が重点 となると考え られ る。
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第 五編 情報先進国の情報化政策と研究開発動向および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

第2章 米国の情報技術開発政策 と関連予算の動向

本章 では1990年 代 、主 にク リン トン政権 下の米国連 邦政府 が実施 してきた情報技術

開発政策 をハ イエ ン ドコンピュ・一一・一テ ィングを中心 に概観 し、次に2001年 度予算 に提案

され た情報技術観 覧研 究 開発 の動 向をま とめる。

2.11990年 代の米 国政府のハイエ ン ドコン ピュー テ ィング研 究開発支援政策

(1)連 邦 政 府 組 織(http://….ccic.gov/orgchart.htmD

1976年 に設 置 され た科 学技術 政 策局(OSTP:OfficeofScienceandTechnologyPolicy)

は科学 技術 に関 す る政 策 お よび予 算 につ い て大統領 に助 言す る組 織 であ り、国 家科 学技 術

委 員会(NSTC:NationalScienceandTechnologyCounci1)を 統 括 して い る。 この 国家

科 学技 術委 員 会 は連 邦 政府 と して科学 技術 へ の投 資 につ い ての 明確 な 目標 を立 て るた めに 、

閣 僚 レベル で科 学 、宇 宙 、技術 政 策 を連 邦政府 と して横 断的 に コー デ ィネー トす る こ とを

そ の タス ク と して1993年 にク リン トン政権 によ り設 立 され た。

ハイ エ ン ドコ ン ピュー テ ィ ング に対 応す る もの と して 、 国家科 学 技術 委 員 会配 下 の技 術

委 員会(CT:Co㎜itteeonTechnology)の 中に設 置 され て い る コン ピュー テ ィ ン グ ・情

報 ・通信 小委 員会(CIC:Subco㎜itteeonComputing,Information,andCo㎜unications

R&D)が あ る。

このCIC小 委 員 会 で マル チ エ ー ジ ェン シー の 高性 能 コ ン ピ ュー テ ィ ン グ お よび 通 信

(HPCC:HighPerformanceComputingandCo㎜unications)計 画 を立 て 、予算 化 、実施 、

レビュー を行 ってい る。 ここで ま とめ られ た通 称 ブル ー ブ ックが予 算 教 書へ の科 学 技 術 に

関す る補 足 を してい る ドキ ュメ ン トであ り、 一般 に公 開 され て い る。 この ブル ー ブ ックの

内容 を調 査 す る こ とに よ りア メ リカ の高性 能 コン ピュー テ ィン グ開発 動 向 を あ る程 度 読 み

とる こ とが 出来 る。(http://www.ccic.gov/pubs/blueOO/)

(2)政 策の流れ

1990年 代 の米 国に お け るア メ リカ のハイ エ ン ドコン ピューテ ィン グ開発 を 目的 と した政

策 、主 なイ ニ シアチ ブ を表2.1に 示 した。 なお 年号 は特 に断 らない 限 り予算 年度 で は な く

暦 年 で あ る。

こ こ10年 間 の米 国 にお けるハイ エ ン ドコ ンピュー テ ィ ング開発 の道 筋 は1991年 当時上

院議 員 であ った ゴア現 副 大統 領 が提案 した高性能 コ ン ピューテ ィン グ法(HighPerformance
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ComputingActof1991)で 決 定的 に な り、HPCC計 画 、CIC計 画 と発 展 し、1999年 か6は 「21

世 紀基礎 研 究 フ ァン ド」 と して 予算 項 目に あげ られ 、基 礎研 究へ の 投資 も手厚 くす る よ う

に な っ た 。 更 に 大 統 領 直 属 情 報 技 術 諮 問 委 員 会(PITAC:President'sInformation

　

TechnologyAdvisoryCo㎜ittee)の 報 告 を受 け て 「21世 紀 に向 け た情報 技 術:IT」 イ ニ

シ アチブ を作 り、民 間企 業 で は実施 が難 しい 、行 われ る こ との少 ない ハ イ リス クか つ長期

間 の基礎 研 究 に重点 を置 いた 追加 予算 措 置 を とった。PITAC勧 告値 では2000年 度予 算 での

1999年 度 予算 に対す るHPCC予 算 増 額 は、4億7,200万 ドル で あ った が、予 算要 求額 は3億

6,600万 ドル 、 認 可 額 はPITAC勧 告 値 の 半 額2億3,600万 ドル と な っ た 。

(http://www.ccic.gov/it2/)

過 去 に連 邦政 府 が行 った基礎 研 究 支援 の成 果 で あるイ ンター ネ ッ トを利 用 した経 済活 動

に よ り建 国以 来最長 期 間の経 済成 長 を遂 げた とい う事実 を背 景 に して、21世 紀 での 国家繁

栄 の ため には 科学 技術 の基礎研 究 が ます ます 重 要 にな る とい う認 識 の も と、 下院 の科 学委

員 会で は、情 報技 術分 野へ の研 究 開発 予算 を単年度 で はな く、 向 こ う5年 間 にわ た り予算

を認 めて 、 よ り長 期 の 開発 を実 施 しや す くす る こ とを 目的 と した 「ネ ッ トワー キ ングお よ

び 情報 技術研 究 開発 法(NTIRD法:NetworkingandInformationTechnologyResearchand

DevelopmentAct)」 案 を提案 し、2000年2月 には 下院 を通過 し上院 に送付 され た。

表2.11990年 代 米 国 の政 策

西暦 政策(法 案、主なイニシアチブな ど)

1991年 高 性 能 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 法(HPC法:HighPerformanceComputingActof1991)

成 立(た だ し5年 間 の 時 限 立 法)同 時 にHPCC計 画 立 案

1991年 ペ タ フ ロ ップ スイニ シアチ ブ発 足

1995年 加 速 的 戦 略 的 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ イ ニ シ ア チ ブ(ASCI:AcceleratedStrategic

ComputingInitiative)本 報 告 書 で はASCI計 画 と 称 す

1996年 CIC計 画(HPCC計 画 の継 承 計画)

96年 度 でHPC法 が失 効 した が 、立 法措 置 は と らず。

1998年 次 世 代 イ ン タ ー ネ ッ ト研 究 法(NGIR法:NextGenerationInternetResearchAct

of1998)成 立 。1991年 のHPC法 の 修 正 。

1999年 「21世 紀 に向 けた情 報技 術:IT2」 イ ニ シアチ ブ

2000年 度 予算 と してHPCC計 画 予算 とは別枠 で予算 要 求。

2000年 NTIRD法(NetworkingandlnformationTechnologyResearchandDevelopmentAct)案

2月 下 院 通 過 。

1991年 のHPC法 の 修 正 。2000～2004年 度 の 支 出 認 可 案 。

ま た 、 ク リ ン トン 政 権 発 足 当 時 か ら 取 り 組 ん で い る 包 括 的 核 実 験 禁 止 条 約(CTBT:

ComprehensiveTestBanTreaty)を 批 准 す る と い う 目 的 に 密 に 対 応 し た 活 動 と し て 、 エ ネ

ル ギ ー 省(DOE:DepartmentofEnergy)の 行 っ て い る 核 兵 器 保 全 管 理 計 画(Stockpile

StewardshipandManagementProgram)を 高 性 能 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ で バ ッ ク ア ッ プ す る

加 速 的 戦 略 的 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ イ ニ シ ア チ ブ(ASCI:AcceleratedStrategicComputing
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Initiative)が ある。 このASCI計 画 は1995年 か ら2004年 まで の10年 間で10億 ドル を投

資 す る とい う計画 で あ る。
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2.22001年 度 予算 に 見 る研 究 開 発

米国 の2001年 度予 算 案 は2000年2月7日 に ク リン トン大統領 に よ って発 表 され た。

(http://w3.access.gpo.gov/usbudget/fy2001/pdf/budget.pdf)

各省 庁 か らも議 会説 明用 の予 算 資 料 が公 表 され て い る。 それ らとは別 に 、 ク リン トン大

統 領 は年 明 けか ら重 点施 策説 明 のた めの遊 説 を全 国 各地 で行 っ てい て、 発言 内 容 は文 書化

され 国務省 か ら公 開 され て い る(http://usinfo.state.gov/)。 以上 の公 開情報 を も とに情

報 技術 分 野で どの よ うな研 究 開発 を計 画 してい るのか とい う点 に的 を絞 って 見 てい く。

以 下 に、内容 に重複 があ るが ク リン トン大 統領 が説 明 の 中で強 調 してい る21世 紀基 礎研

究 フ ァン ド(21stCenturyResearchFund)と 情 報 技 術 研 究 開 発(lnformationTechnology

Research&Development)を 先 に見 て 、そ の次 に大統 領 予算 教書 に示 され た連 邦政 府 予算 案

ぐ

(BudgetoftheUnitedStatesGovernment)、IT"計 画 の強 化継 続策 の 「ネ ッ トワー キン グ

お よ び 情 報 技 術 研 究 開 発 法(NetworkingandInformationTechnologyResearchand

DevelopmentAct)」 案 、DOEのASCI計 画関連 予算 の概要 を順 次 紹 介す る。

連邦 政府 の研 究 開発 予 算 内容 を細 か に紹介 した文 書 は身 近 に あ ま りな い と思 われ るので 、

冗長 の感 は あ るが取 り組 み テー マ が あ る程度 把 握 で き るよ うに した。

2.2.1予 算 の 概 要

2001年 度 の連邦 政府 予算 は総 額1兆8,350億3,300万 ドル 、そ の うち研 究 開発費 予 算 は

853億3,300万 ドル で あ り、4.6%に 当た る。研 究 開発 費予 算 の 内訳 は次 の表2.2の よ うに

な ってい る。 基礎 研 究 は13億 ドル 増 と大 き くの び てい る。

表2.2研 究 開 発 費 予算 の推 移(単 位.100万 ドル)

種別 1999年 度

実算

2000年 度

見込み

2001年 度

要 求

2000年 度比

増分(%)

基礎研究 17,468 19,027 20,328 7

応用研究 15,915 17,193 18,026 5

開発 44,302 44,017 44,321 1

機器類 1,015 1,026 1,137 11

設備類 1,612 1,427 1,521 7

合計 80,342 82,744 85,333 3

(出典:予 算 教 書99ペ ー ジTable5-2よ り抜 粋)
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以下の説 明での予算金額 は、切 り口がイニシアチブによるもの、あ るい は担 当省庁 に

よるもの な どが適 宜用 い られ てい るので注意 していただ きたい。

2.2.221世 紀 基 礎 研 究 フ ァ ン ド(21stCenturyResearchFund)

428億9,500万 ドル の予算要求で、非軍事研究 としては過去最大の前年度比増額(29億 ド

ル)要 求 となっている。 主要計画は下記の4項 目である。

(1)NIHで のバイオ医療研究に10億 ドルの増額。糖尿病、脳機能障害、ガン、遺伝子薬

品、疾病予防計画、AIDSワ クチ ン開発 に関す る研究支援。

(2)新 しく起 こした国家ナノテクノロジー計画に4億9,500万 ドル。 トランジスタ とイ

ンターネ ソ トが情報時代 を切 り開いたよ うに、原子分子 を操 作す るナノテ クノロジ

ーは21世 紀を革命的 に変化 させる
。議会図書館の蔵書 を角砂糖一つの大き さに格納

できる分子 コン ピュー タといったブ レー クスルーが期待できる。

(3)大 学ベースの基礎研究を活性化するためにNSFへ6億7,500万 ドル増額。科学 と工

学のバ ランスの取れた支援 を行 う。

(4)情 報技術の基礎研究に5億9,400万 ドル増額 し、総額で23億 ドルの支援 を行 う。高

速無線ネ ッ トワーク、ハ リケー ンや竜巻 をよ り高精度 に予測す るためのスーパ ーコ

ンピュータ、救命 医薬品の開発への支援を行 う。次項に内容の詳細を示す。
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情 報 技 術 研 究 開 発(ITR&D)の ハ イ ラ イ ト

(http://www.ccic.gov/highlights/itrd-4pager.pdf)

これ は前項 の(4)に 対 応す る計 画 で あ り、情 報技 術 分野 の研 究開 発費 は2000年 度 比5

億9,400万 ドル増 の23億1,500万 ドル の予 算要 求 とな ってい る(表2.3)。 増額 の 内訳 を見

る とNSFが2億2,300万 ドル 、DOEが1億5,000万 ドル 、DODが1億1,500万 ドル 、NASAが

5,600万 ドル 、DHHSが4,200万 ドル とな って い る。

表2.3情 報技術研究開発予算要求額(単 位:100万 ドル)

省庁 2000年 度予算 2001年 度予算 増分(%)

DOC(NOAA、NIST) 36 44 22

DOD(DARPA、NSA、URI) 282 397 41

DOE 517 667 29

EPA 4 4 0

DHHS(NIH、AHRO) 191 233 22

NASA 174 230 32

NSF 517 740 43

合計 1,721 2,315 35

2001年 度の重点分野 として以下の11の テーマがあがっている。

(1)最 先端 コンピューテ ィング開発 チー ム:国 家 として最 も さし迫 った情報分野での

課題 を解決す るためのツール作成 を情報科学者、数学者お よび医学研究、気象モデ

リング、天文学の専門家が一緒に進め られ るよ うな新 しい協力関係 をサポー トす る。

これにより情報科学が進歩 し、応用分野でのブ レークスルーが期待 できる。

(2)最 先端 コンピュー タモデ リング とシ ミュ レー ション用イ ンフラ:民 間研究者 用に

NSFと して2番 目のテラスケール コン ピューテ ィング設備 を用意す る。

(3)よ り信頼性の高いソフ トウエ ア:公 共イ ンフラ障害を発生 させ るな どの社会経済

に影響 を及ぼす ソフ トウェアバグを無 くすために、工業製品の設計テス トツールの

ように生産的かつ予測可能 な ソフ トウエア設計、テス ト方法 を開発す る。

(4)デ ー タの格納、管理お よび保 存:NASAの 地球観測衛星は1年 間に議会図書館が持

っている情報の3倍 のデー タを発生 させている。 このよ うな多量のデータをPCの

ハー ドディスク程度の大きさの装置に格納す る技術開発。

(5)イ ンテ リジェン トマシンとロボ ッ トネ ッ トワーク:NASAで は未知の環境で も知的

に順応的に自己完結的 に動作 し、集団で も動作できるよ うな宇宙探査機 を必要 とし

ている。
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(6)ユ ビキタスコンピューテ ィングと無線ネ ットワーク;周 囲に埋 め込まれた コンピ

ュータシステムは人の声、身振 り、接触 を通 して人 と通信でき、人の意 図を読み と

り必要な情報 を自動的に供給できるよ うになる。更に自動車や飛行機 の運航 をより

安全に管理す ることができ、安全で より信頼性のある医療施設 を構築 できる。

(7)情 報のセ キュ リティとプライバ シーの管理 と保証:コ ン ピューテ ィン グ技術 と通

信技術が一体になると、デー タは意図せぬ使用 にさらされ ることが多 くなってくる。

e－コマース、 ソフ トウエアの配布、ネ ッ トワー ク保護やデジタル透 か しによるデー

タ保護のために、DOD、NISTは 暗号の研究を継続 して行 う。

(8)未 来世代 コン ピュー タ:量 子 コンピューティングや分子 あるいはナノテクノロジ

ーによる電子回路を使って
、今まで計算不能であった気候モデ リング、生態系のフ

ルスケールシ ミュレーシ ョン、宇宙動力学や外科的シ ミュレーシ ョンを可能にす る。

バイオインフォマティ ック研究は膨大な量のゲノム情報の管理を可能にす る。

(9)広 帯域光ネ ッ トワー ク:DARPAが 支援 している研究で、現状のスピー ドより1,000

倍速い光ネ ッ トワー クが可能 となった。エン ドユーザがこのメ リッ トを得るために

は更に光スイ ッチの改 良が必要である。 この技術はヘル スケア、航空管制など民間

部門のイ ンフラに応用できる。

(10)社 会、経済お よび労働力への情報技術の関わ り合い:NSFは 、 日常生活における情

報技術の急速な浸透によ り生 じている見込み と社会、経済お よび労働力のチャレン

ジを同定、理解 し予測 し立 ち向か うための研究投資を行 う。

(11)新 世代研究者 の教育 と訓練:情 報技術研究 と教育の容量 を大きくす るには新 しい

研究者が必須である。NSF、DOE、NIHが 関連す る専門分野をま とめることにより多

分野に通用す る能力を持 った新世代の研 究者を訓練す ることが出来 る。

2.2.3連 邦 政 府 予 算 案(BudgetoftheUnitedStatesGovernment)

(http://w3.access.9Po.gov/usbudget/fy2001/pdf/budget.pdf)

研 究 開発 予算 は、 予算 教 書第4章 「21世 紀 の ア メ リカ を強化 す る には」 の第5節 「研 究

を促 進す る」 に12ペ ー ジにわ た って取 り上 げ られ て い る。 そ の前文 には米国 経 済 の発 展 に

対 す る科 学技 術 の貢献 が書 かれ てお り、1999年 に、 「ア メ リカの た めの21世 紀 基礎研 究 フ

ァ ン ド(the21"tCenturyResearchFundforAmerica))」 を お こ して 、NIH(National

InstitutesofHealth:国 立衛 生研 究所)、NSF(NationalScienceFoundation:科 学 基金)、

DOE(DepartmentofEnergy:エ ネル ギー省)で の基礎 研 究 を 中心 に コン ピュー タ、通 信 、エ

ネ ル ギー、 環境 そ の他 の分 野へ の 調 和 しかつ バ ランス の取れ た資源 の投 資戦 略 を採 っ てき

て い る と主張 してい る。

こ こで言 っ てい る 「調 和 しか つ バ ランスの 取れ た」 とい う意 味 は 、ヘル スケ ア を例 に取
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ると、その発展 には医学医療分野だけではな く、その周辺技術である医療イメージング技

術や コンピュータを活用 して初 めて実現で きる新薬 の早期 開発お よび ヒ トゲノムのマ ッピ

ング技術 な どのブ レークスルー にも大いに依存 しているのだ とい う認識 を指 している。要

す るに基礎お よび応用 の両面にまたが り、相互 に関連す る領域の研究開発 を上手に組み合

わせて、得 られ る成果を増幅 しよ うとい う姿勢である。

2.2.3.1科 学 技 術 イ ニ シ ア チ ブ(TheScienceandTechnologylnitiative)

一 戦 略 的 成 長 へ の 果 敢 な 道 の り 一

べー ス にな ってい るの は前 述 の 「21世 紀基礎 研 究 フ ァン ド」で あ り、2001年 度 で は2000

年 度比29億 ドル増(7%増)の429億 ドル を予算 要求 してい る。 特 に(1)基 礎 的か つ長 期

の研 究へ の投 資 を強 化す る、(2)ヘ ル ス ケア研 究 と他 の領 域 との バ ラ ンス を取 る、(3)大

学 ベ ー スの研 究 を強 調す る、(4)国 家 と してプ ライ オ リテ ィー の高 い戦 略的 な研 究 へ の支

援 増加 をそ の狙 い と してい る。2001年 度 に予算 が大 幅 に増加 したナ ノテ クノ ロジー開発 支

援 はそ の好例 で あ る。

その ほか バ イオ 関連 や既 に実施 してい る情 報技 術 分野 の研 究 開発 に対 して も基 礎研 究 の

強化 、先 端 的 スーパ ー コン ピュー タ応 用 プ ログ ラムへ の支 援増 加 も行 って い る。 対 象 とな

っ て い るの は 、NSF、DOE、NASA(NationalAeronauticsandSpaceAdministration:航 空

宇 宙 局)、DOD(DepartmentofDefense:国 防総 省)、DOC(DepartmentofCo㎜erce:商 務 省)

な どの省庁 で ある。

全研 究 開発 予算(ResearchandDevelopmentInvestments)は2000年 度 比3%増 の853億

3,300万 ドル とな ってお り、 その うち非 軍事 関連 予算 は51%で あ る。

科 学技 術 イ ニ シアチ ブ で米 国 の 重点 テ ー マ と して 取 り上 げ られ てい る個 別イ ニ シ アチ ブ

を抜 き出す と次 の よ うにな る(予 算 教 書100ペ ー ジTable5-3)。

● 国家 ナ ノテ ク ノ ロジー イ ニ シアチ ブ4億9,500万 ドル

ぐ

●情 報 技術 イ ニ シアチ ブ(IT')8億2,300万 ドル

●気 候 変動技 術 イ ニ シア チ ブ14億3,200万 ドル

●省 庁連 携教 育研 究イ ニ シ アチ ブ5,000万 ドル

(以 上NSTC取 りま とめ)

●SpaceLaunchイ ニ シアチ ブ(NASA)2億9,000万 ドル

●国家 基礎研 究イ ニ シア チ ブ(USDA)1億500万 ドル

●イ ンテ リジェ ン ト交 通 システ ム イニ シア チ ブ(DOT)3億3,800万 ドル

以下に、情報技術分野 に関連す るものを中心に予算主要項 目の内容を紹介す る。
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第口偏 情報先進国の情報化政策と研究開発動向および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

(1)基 礎研究の強化および連邦政府研 究ポー トフォ リオのバ ランス

2000年 度比13億 ドル増(7%増)の203億 ドル を基礎研究への支援にあてる。国家的に

プライオ リティー の高い基礎研究を行 っているNIH、NSF、DOE、NASAが 対象 になってい

る。

(2)大 学ベースの基礎研究強化

大学での研究を支えている助成金 は競争的なものであるため、科学の新 しい概念 を創

造 した り研 究領域 を広げることに役立っている と同時に次世代 の科学者、技術者の育成

の場を提供 しているとい う特別な役割 を持 っている。この助成金 は2000年 度比13億 ド

ル増(8%増)の178億 ドルの予算要求 となっていて、主 としてNSF、NIH、DOEを 通 し

て支給 されている。連邦政府 が支援 している大学での研 究に占めるNSFの 支援比率は健

康関連以外の基礎研究分野で50%以 上にな り、有能な学生を科学技術の道に進ませる

こ とへの動機付けにもなっている。

(3)NSTCが 推 進 す る主 要 なマル チ エー ジェ ンシー研 究イ ニ シア チ ブ

情 報 通信 分 野へ の 支援増 加 の他 、2001年 度 か ら新 た に 「国家 ナ ノテ クノ ロジーイ ニ

シア チブ(NationalNanotechnologyInitiative)」 と 「生物 ベ ー ス製 品お よびバ イ オエ

ネル ギー(BiobasedProductsandBioenergy)」 とい う二 つ の計 画 をス ター トさせ た。

(a)ナ ノテ ク ノロジ ー研 究

原 子 ま た は分子 レベル で物 質 を操 作す る ことに よ り、今 まで に ない 新 しい階層 の

デバ イ ス を作 り出す こ とを可能 にす るよ うな新 規の性 質 、プ ロセ ス 、現 象 を研 究 し、

そ の研 究成 果 を情報 技術 をは じめ国 防 、宇宙 開発 な どの あ らゆ る分 野 に必要 とな る

電 子/電 気光 技術 のた ゆま ない改 善 に結 びつ ける とい った計 画 となっ てい る。 医学の

分野 で は 、人 間 の細 胞程 度 の 大 き さの検 知器 によ って ガ ン細 胞 を検 出 す る手 法 も考

え られ て い る。4億9,500万 ドル の予 算 を提 案 して い る。

(b)ク リー ンエネル ギー(生 物 ベ ー ス製 品お よび バイ オエ ネル ギー)

化 石 エ ネル ギ ー 資源 に変 わ る生 物ベ ー ス の製 品や バ イ オ エネ ル ギー の使 用 を現状

の3倍 にす る とい う大 統領命 令13134号 に基 づ き予算 と して2億8,900万 ドル 提案

され て い る。 穀 物 の生 産性 向上や収 穫 技術 の 改善 に対 して も支援 を行 う。

(c)情 報 技 術 分野 の研 究 開発

2001年 度 予 算 での範 囲 は、過去10年 間 に わた って実 施 され て きたHPCC計 画(次 世

代 イ ン タ ー ネ ッ ト(NGI)を 含 む)と2000年 度 予 算 で 出 来 たIT2計 画 を合 併 して

InformationTechnologyR&D(ITR&D)と 新 しい 計画 名 称 に な っ てい る。 この計 画 で

　 　

はIT計 画 に8億2,300万 ドル 、NGIに8,900万 ドル を含 む 総額 で23億 ドル の予算 を

提 案 して い る。

今 後 更 に強 力 に な るハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィ ング シス テ ム、 先端 性 能 を持 つ 地

球 規模 の ネ ッ トワー ク技術 、 ソフ トウエ ア開発 技術 や ア プ リケ ー シ ョン ソフ トの進
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歩 、広 範 囲 に分 散 され てい る知 識 デ ィポ ジ トリー へ の ア クセ ス方 法 とそ の 管理 お よ

び ヒ ュー マ ンイ ンタ フ ェー ス の進 歩 に貢 献 で きる、 コン ピュー テ ィン グ、 情報 お よ

び 通信 分野 へ の長 期 の支 援 を行 う。

(d)大 量破 壊 兵器 配 備お よび基 幹 的 イ ンフ ラ ス トラ クチ ャ防衛 研 究開発

(WeaponsofMassDestruction(WMD)PreparednessandCriticalInfrastructure

P「otectionR&D)

後 者 の基 幹 的イ ン フラ ス トラクチ ャ防 衛 研 究 開発 は 、 国家 、国 民 生活 の基 幹 を な

す 電力 、 通信 、情 報 、 交通 な どの シ ステ ム を いわ ゆ るサ イバ ー テ ロの 攻撃 か ら守 る

た め に官 産 学協 同 で取 り組 む もので あ り、6億600万 ドル の予算 提 案 を して い る。

そ の ほ か 、 情 報 技 術 分 野 以 外 で は 以 下 の 計 画 が あ る 。

(e)気 候 変 動 技 術 イ ニ シ ア チ ブ(CCTI:ClimateChangeTechnologyInitiative)

(f)新 世 代 乗 用 車 パ ー トナ ー シ ッ プ

(PNGV:PartnershipforaNewGenerationofVehicles)

(g)エ コ シ ス テ ム 課 題 の た め の 総 合 科 学

(ISEC:IntegratedScienceforEcosystemChallenges)

(h)健 康 に 関 す る 基 礎 研 究(FundamentalHealthResearch)

(i)教 育 技 術 と 省 庁 連 携 教 育 研 究 イ ニ シ ア チ ブ

(EducationTechnologyandtheInteragencyEducationResearchInitiative)

デ ジ タ ル デ バ イ ドを 解 消 す る た め の 施 策 の 一 つ 。

(j)地 球 規 模 変 化 の 研 究 計 画(USGCRP:U.S.GlobalChangeResearchProgram)

2.2.3.2連 邦 政府 機 関 での研 究 開発 投 資

(1)NIH(NationalInstitutesofHealth)国 立衛 生研 究所

●バ イ オ 医療 研 究(糖 尿病 、脳 障 害 、 ガ ン、遺伝 子薬 品 、疾病 予 防 、生 物 医療情 報 技

術 、 ナ ノテ ク ノ ロジー 、AIDSワ クチ ン)に2000年 度 予算 比10億 ドル増 額

●研 究者 主体 の 、 ピア レビュー型 研 究助 成 方 式 の堅持

(2)NSF(NationalScienceFoundation)科 学 基金

● 広範 囲 にわ た る科 学技 術研 究 に対 し457億 ドル(前 年 度比17%増)

●ITR&D分 野 、特 に長 期 間 の コン ピ ュー タ科 学研 究 と先 進 スー パー コ ン ピュー タを

科 学者 が利 用 出来 る よ うにす るた め に7億4千 万 ドル

(3)DOE(DepartmentofEnergy)エ ネル ギー省

●物理 、化学 、 生物 、材 料 、環境 お よび コン ピ ュー タ科 学研 究 計画 に31億5千 万 ド

ル(前 年 度比13%増)
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第ll編 情報先進国の情報化政策と研究開発動向および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

(4)NASA(NationalAeronauticsandSpaceAdministration)航 空 宇 宙 局

● 現 在 推 進 中 の 計 画 お よ び 新 規 計 画 に 対 し て140億 ドル(前 年 度 比3%増)

(5)DOD(DePartmentofDefense)国 防 総 省

● 基 礎 研 究 に12億 ドル 、 応 用 研 究 に31億 ドル 、 先 端 技 術 開 発 に32億 ドル

● 研 究 は 物 理 科 学 に 重 点 を 置 き 、 国 家 の 工 学 、 数 学 お よ び コ ン ピ ュ ー タ 科 学 分 野 で

の 活 動 に 不 可 欠 で あ る

(6)USDA(DepartmentofAgriculture)農 務 省

(7)DOC(DepartmentofCommerce)商 務 省

●NISTのATPに 対 し て1億7,600万 ドル(前 年 度 比23%増)

●2001年 か ら 始 め る 新 し い 研 究 は ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー と情 報 科 学

(8)USGS(Departmentofthe正nterior'sU.S.GeologicalSurvey)内 務 省 地 質 調 査 部

(9)EPA(EnvironmentalProtectionAgency)環 境 保 護 庁

(10)DepartmentofTransportation運 輸 省

●ITS(lntelligentTransportationSystem)イ ニ シ ア チ ブ に3億3,800万 ドル

(11)DepartmentofVeteransAffairs'MedicalResearch復 員 軍 人 省 医 療 研 究

(12)DepartmentofEducation教 育 省

2.2.4ネ ッ トワーキングおよび情報技術研究開発法案

　 コ

2001年 度 予算教 書 とは別 に、IT計 画 の強 化継続 策 と して、2000年 度 か ら2004年 度 の5

年 間 に わた り計画 的 に情 報 技術 分 野へ の政 府 支援 を行 うこ とを 目的 と した 「ネ ッ トワー キ

ン グ お よ び 情 報 技 術 研 究 開発 法(NITRD法:NetworkingandInformationTechnology

ResearchandDevelopmentAct)」 案が 第106議 会 下院本 会議 に上程 され 、2000年2月15

日下院 を通 過 し上院 に送 付 され た。

この法案 は 、下院 科 学委 員会 が提 案 した もの で1990年 代 米国 で の高性 能 コン ピュー テ ィ

ン グ 開 発 の 端 緒 と な っ た1991年 の 「高 性 能 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 法(HPC法

High-PerformanceComputingAct)」(1998年 の 「次世代 イ ンター ネ ッ ト研 究 法(NGIR法;

NextGenerationInternetResearchAct)」 に よ り既 に修正 され てい る)を 今 回 更 に修 正

してNSF、NASA、DOE、NIST、NOAA、EPA、NIHの 研 究 開発 支出 を2000年 度 か ら2004年 度 ま

で の5年 間 につい て あ らか じめ認 可 しよ うとい うもので あ る。 この背景 には 、過去 の情 報

科 学 、 コ ン ピュー テ ィ ン グ科 学 分野 での基 礎研 究の成 果 が現在 の国 家繁 栄 を もた ら した と

い う事 実 、 そ して それ が 将 来 の米 国の経 済発 展 に最 も重 要 な要 因で あ り国 家 と して 最優 先

ぐ

で支援すべき ものであ るとい う認識 と、IT'計 画 もそ うであったが、今までの予算措置が単

年度であったために、研 究のための資源 が十分に投入 し難 いとい う状況改善の狙いが ある

よ うに思われ る。
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2000年2月15日 下 院 で 承 認 さ れ た 「ネ ッ ト ワ ー キ ン グ お よ び 情 報 技 術 研 究 開 発 法

(NetworkingandInformationTechnologyResearchandDevelopmentAct)」 案 で の 予 算

認 可 案 を 表2.4に 示 す 。

表2.4「 ネッ トワーキングおよび情報技術研究開発法」案での予算認可案

(単位:百 万 ドル)

2000年 度

認可案

2001年 度

認可案

2002年 度

認可案

2003年 度

認可案

2004年 度

認可案

NSF 580.00 699.30 728.15 801.55 838.50

研 究 設 備

(注1)

70.00 70.00 80.00 80.00 85.00

NASA 164.40 201.00 208.00 224.00 231.00

DOE 60.00 54.30 56.15 65.55 67.50

MST 9.00 9.50 10.50 16.00 17.00

NOAA 13.50 13.90 14.30 14.80 15.20

EPA 4.20 4.30 4.50 4.60 4.70

MH 223.00 233.00 242.00 250.00 250.00

HPC(注2) 1,124.10 1,285.30 1,343.60 1,456.50 1,508.90

DOE 25.00 15.00 15.00 一 ー ー 一 }一 一 一

NSF 25.00 25.00 25.00 一 一 ー 一 一 ー 一 一

NIH 7.50 0.00 0.00
一 ー ー 一 一 ー ー 一

NASA 7.50 10.00 10.00 一 一 ー 一 一 一 一 一

NIST 7.50 5.50 5.50 一一}一 一 ー ー 一

NGIR(注3) 72.50 55.50 55.50 一 ー ー 一 一 ー 一 －

NITRD計 1,196.60 1,340.80 1,399.10 1,456.50 1,508.90

(注1)

(注2)

(注3)

テ ラ ス ケ ー ル コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 実 現 の た め の 研 究 設 備 開 発 助 成 金

'High -PerformanceComputingActof1991'へ の 修 正 値

2000年 度 ～2004年 度 追 加

'NextGenerationlnternetResearchActof1998'へ の 修 正 値

2001年 度 、2002年 度 追 加

NIHに ついては、HPC法 の205Aセ クシ ョンとして今回新たに追加 された ものであるが、

バイオ医療および行動科学研究での計算技術 とソフ トウェアツールの進歩 と応用拡大がそ

の 目的 となっている。
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2.2.5ASC1計 画

ク リン トン 政 権 発 足 時 か らの 国 家 目標 で あ っ た 包 括 的 核 実 験 禁 止 条 約(CTBT:

ComprehensiveTestBanTreaty)を 批 准す る とい う目的 に密 に対応 した活 動 で あ るASCI

計 画 に つ い て は 、 連 邦 政 府 予 算 案 に は 説 明 が な い た めDOEの 予 算 要 求 案 か らそ 動

き を見 る こ と にす る。

(http://www.cfo.doe.gov/budget/01budget/highlite/hiliteO1.pdf)

(1)2001年 度 予算 に お けるASCI計 画 の位 置 づ け

ASCI計 画 の 存 在 理 由 と な っ て い る 核 兵 器 保 全 管 理 計 画(StockpileStewardshipand

ManagementProgram)へ の 見 直 し が 行 わ れ 、ASCI計 画 は2000年 度 予 算 で の 国 家 防 衛 権 限 法

(NationalDefenseAuthorizationActforFY2000)に 基 づ い て2000年3月1日 付 でDOE

内 に 設 置 さ れ た 半 自 立 的 な エ ー ジ ェ ン シ ー で あ る 国 家 核 安 全 保 障 管 理 部(NNSA:National

NuclearSecurityAdministration)管 理 下 に 置 か れ る こ と に な っ た 。

(http://www.nnsa.doe.gov/)

こ の 結 果 、ASCI計 画 は 、NNSAの 防 衛 計 画 課 が と り ま と め 部 署 と な り、 兵 器 に 関 す る 活 動

(WeaponActivities)の4つ の 主 要 コ ン ポ ー ネ ン トの1っ で あ る 保 全 管 理(Stewardship

OperationsandMaintenance)の 更 に3つ の サ ブ コ ン ポ ー ネ ン トを 構 成 し て い る2つ の サ

ブ コ ン ポ ー ネ ン トの 作 戦 行 動(Campaigns)と 技 術 基 地 と設 備 の 配 備(RTBF:Readinessin

TechnicalBaseandFacilities)で 管 理 さ れ る こ と に な っ た 。DOEの 予 算 要 求 説 明 書 を 見

る 限 り で は 新 体 制 に 移 行 し て も 既 に 定 め ら れ て い るASCI計 画 の 目 標 値 は 変 更 を 受 け ず に

2004年 ま で 推 進 さ れ る こ と に な っ て い る よ う で あ る 。

(2)2001年 度予 算

今 までのASCI計 画 に含 まれ てい た具体 的な計 画 は2001年 度 では作 戦行動 サ ブ コンポー

ネ ン トの防衛 ア プ リケー シ ョン とモデ リング(DefenseApplicationsandModeling)お よび

RTBFサ ブ コ ン ポ ー ネ ン トの 先 端 的 シ ミ ュ レー シ ョン と コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ(Advanced

SimulationandComputing)で 予算 化 され てお り,予 算 要 求額 は5億9,520万 ドル(2000年 度

比8500万 ドル 増)と な って い る。

主 な 実施 内容 と して は1999年9月29日 にRFP(RequestforProposa1)を 締 め切 ったLos

Alamos研 究所 のASCIT30ハ ー ドウエ ア(30テ ラ フ ロ ップ ス プ ラ ッ トフォ ー ム)調 達 、

LawrenceLivermore研 究所 の10テ ラフ ロ ップ スプ ラ ッ トフ ォー ム(ASCIWhite)改 良 の完成

が計 算結果 を視 覚化 し理 解 を助 け るVIEWS、 改 良 され た ソフ トウエ ア を使 ったプ ログ ラム コ

ー デ ィン グ開 発 が盛 り込 まれ て い る
。
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本書の全部 あ るい は一部 を断 りな く転載 または複写(コ ピー)す ることは、

著作権 ・出版権 の侵害 となる場 合があ ります ので ご注意下 さい。

わが国が行 う情報技術研究開発のあり方
に関する調査研究(そ の4)

◎ 平成12年3月 発行

発行所 財団法人 日本情報処理開発協 会

先 端 情 報 技 術 研 究 所

東京都港区芝2丁 目3番3号

芝東京海上 ビルデ ィング4階

TEL(03)3456-2511
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